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出所：UN Caritography Section, 2014 年 6 月掲載 

  



 

 

地方行政区画図 

 

行政区別面積と人口 

 
州（provincia）・特別市（cidade） 州都（capital） 

面積（km2） 

（2007 年調査） 

人口 

（2007 年） 

人口 * 

（2013 年推計） 

1 ナンプーラ（Nampula） ナンプーラ 78,132  2,884,572  3,985,613 

2 ザンベジア（Zambejia） ケリマネ 103,133  2,786,028  3,849,455 

3 テテ（Tete） テテ 101,783  1,291,139  1,783,967 

4 ソファラ（Sofala） ベイラ 68,049  11,885,301  16,421,920 

5 カーボデルガード（Cabo Delgado） ペンパ 77,884  1,162,747  1,606,568 

6 マニッカ（Manica） シモイオ 4,425  1,041,026  1,438,386 

7 イニャンバネ（Inhambane） イニャンバネ 69,096  920,473  1,271,818 

8 ガザ（Gaza） シャイシャイ 76,086  889,132  1,228,514 

9 マプト（Maputo, provincia） マプト 346,77 872,627  1,205,709 

10 ニアサ（Niassa） リシンガ 129,588  847,350  1,170,783 

11 特別市 マプト（Maputo, cidade） - 349  788,800 1,090,000 

 
（誤差等、調整） 

 
17,635    

  総 計 801,590  24,580,396  33,962,733  

出所：モザンビーク国家統計局（INE） データベース 2013 年 6 月掲載データ 

注： 2013 年人口は 2007 年人口統計に基づく 2014 年 6 月時推計値（人口増加率・約 1.382％）。 

   湖河川等 水表面積は、国内全域（表面積）の約 2.2 倍とされる。 
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PAPs Programme Aid Partners プログラム支援パートナー 

PDM Project Design Matrix プロジェクトデザインマトリクス 

PO Plan of Operation 活動計画表 
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災害リスク管理プログラム支援 

RIC Regional Instruments Centre WMO 地区測器センター 
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TCP Tropical Cyclone Programme 熱帯サイクロンプログラム 

TCWC Tropical Cyclone Warning Center 熱帯サイクロン警報センター 
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－1－ 

第１章 調査の概要 

１－１ 背景 

モザンビーク国は豊かな天然資源を有し、近年に年率約 7%前後の経済成長率を果たすなど経

済成長ポテンシャルは高い。しかしサイクロン、暴風雨、洪水、海岸浸食、旱魃にほぼ毎年見舞

われ自然災害リスクが極めて高い国である。国民の約 6 割が災害影響を受けやすい沿岸部・低地

に居住するため被害が甚大化する傾向にあり、過去 13 年（1999 年～2012 年）の死亡者数（累積）

は延べ 2,466 人に上る。気候変動や開発により引き起こされる災害リスクは増大し被害は拡大傾

向にあり、貧困削減と経済発展のボトルネックとなっている。 

気象分野では国家気象院（National Institute of Meteorology：INAM）が観測・予警報発表を担う

が、南部・中部の気象レーダーは改修中（2014 年中終了予定）で十分な地上観測点が確保できて

おらず、日々発生する維持管理へ対応する人員・予算の増強が必要とされている。予報業務では

世界気象機関（World Meteorological Organization：WMO）傘下プロジェクトとして行われる南ア

フリカ気象局のサービスである荒天予報実証プロジェクト（Severe Weather Forecast Demonstration 

Programme：SWFDP）等の外国の数値予報モデルの出力結果を入手し、また欧州気象衛星開発機

構（European Organization for the Exploitation of Meteorological Satellite：EUMETSAT）の静止気象

衛星（METEOSAT）の画像も監視しているが、天気図解析作業は十分に行われていない。人員体

制が大きく増えずとも予報技術の改善が期待される、地上観測、レーダー、衛星、格子点値（Grid 

Point Vlue：GPV）等を用いた総合的な予報を組み立てる技術が課題である。 

JICA は 2012 年度に「防災セクターに係る基礎情報・確認調査」を実施し、2013 年度に本技プ

ロの要請、採択を受け、2014 年 2 月に要請内容の確認及び当該国の気象業務の現状を踏まえた協

力内容案の検討のためモザンビーク気象院を訪問して協議を実施し、その結果内容を踏まえ、本

詳細計画策定調査を実施した。 

１－２ 目的 

  (1) 実施機関である INAM の開発戦略、組織体制、財源、業務概要、レーダー観測所〔ベ

イラ（Beira）、シャイシャイ（XaiXai）〕の修復工事と再稼働の状況等、技術協力の実

施環境を把握する。 

  (2) 国家災害管理院（National Institute of Disaster Management：INGC）や国家水利総局

（National Directorate of Water：DNA）および国家標準化品質研究所（National Institute of 

Standadization and Quality：INNOQ）などの、INAM の気象サービスと関係の深い政府

組織から有用情報を収集し分析する。 

  (3) 本技術協力と関連性の高い国際支援組織の事業の内容・情報を分析し、留意点を抽出す

る。 

  (4) 本技術協力の実施に必要な投入ほか基本計画に関連する情報の収集・整理を行う。  

  (5) 本技術協力の実施方法と留意事項等について確認する。 

  (6) 協力の枠組について実施機関 INAM と協議を行いミニッツ文書にて合意する。 
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  (7) 技術協力の基本計画とデザインについて DAC/OECD 評価基準に基づく事前評価を行う。 

１－３ 調査団構成 

担当事項 氏 名 所属・職位 現地調査期間 

総括/団長 江尻 幸彦 JICA 地球環境部 水資源・防災グループ専任参事 8/16-23 

国際気象業務 赤津 邦夫 
JICA 地球環境部 インハウスコンサルタント 

気象分野アドバイザー 
8/14-23 

協力計画 北村 浩一 JICA 地球環境部 防災第一課 職員 8/14-23 

予報・観測業務 中井 公太 気象庁推薦 8/14-23 

評価分析 小島 京子 株式会社レデス シニアコンサルタント 7/6-7/19 

１－４ 現地調査日程 

コンサルタント現地調査日程（2014 年 7 月 7 日～18 日） 

 

  

午前 午後

7/7 月
10:50 マプート着 (SA0142) 15:30 JICA 事務所　打合せ

マプート マプート

7/8 火

9:00 国家気象局(INAM) 表敬
       局長、副局長、副局長補佐との意見交換
11:00 INAM本庁内露場の計器視察

12:00  INAM 各部署訪問 施設・業務視察
　（観測・ネットワーク部、気象予報部、気象応用研究
部、保守管理・支援部、他）

マプート マプート

7/9 水

9:00  INAM 観測・ネット―ク部　視察・情報収集
10:00 INAM 副長官・WB事業窓口担当者との面談
（PPCR/Hydro-Met事業に係る調査）

13:00 INAM 観測・ネット―ク部　視察・情報収集
14:00 INAM 気象予報部　視察・情報収集 マプート マプート

7/10 木
8:40  INAM 副長官面談（独自財源・気象税）
10:30  INAN 財務運営管理部 (財務情報収集)

14:30 INAM 観測・ネット―ク部　追加調査
マプート マプート

7/11 金

ベイラ(Beira) へ移動　(TM100  6:30-7:40)

9:00 INAM 航空気象業務の視察・情報収集（レー
ダー観測、航空気象業務など)

14:00 JICA 技プロ窓口への聴き取り
　（レーダー観測、他） ベイラ ベイラ

7/12 土 マプートに移動 (TM101 8:35-10:10) 1週目調査結果取り纏め、資料整理 マプート マプート

7/13 日 1週目調査結果取り纏め、資料整理 マプート マプート

7/14 月

8:30  INAM 副局長面談
9:00 保守管理・支援部への視察・聴き取り
　　　（測器保守、校正）
11:00  天気予報部　追加調査

14:00 国家水利総局 (DNA) 調査
　　(水文観測データ、PPCR／Hydro-Met事業 ）

マプート マプート

7/15 火

9:00 国家災害管理局 (INGC) への聴き取り調査
(防災政策、計画、早期警報システム、統計、他 )

11:00  マプート空港、航空気象業務視察

15:00 調査結果取り纏め、資料整理

マプート マプート

7/16 水

8:40　INAM副局長面談(資料受領）
9：00　情報通信部　視察・聞取り
10:00   副局長／NAMとの協議　(PO案について)

14:30　国家標準化研究所（INNOQ) 調査
       (測器校正、検定について） マプート マプート

7/17 木

9:00~13:30  INAM (副局長、各部職員）との
調査結果内容、質問状回答情報の確認作業

13:30   財務部(地域州予算資料受領)

16:00　世銀 (WB) への聴き取り調査
17：30　JICA報告（次長報告）

マプート マプート

7/18 金 11:35　マプート発 (SA0143)

調査活動
業務地 泊地月/日・曜日
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官団員現地調査日程（2014 年 8 月 14 日～23 日） 

 

１－５ 主要面談者 

【国家気象院 National Institute of Meteorology（INAM）】 

マプト 

Dr. Atanásio Joào Manhique National Director（Meteorologist） 

Analeto Joào Chibochuane 
Duvane 

Deputy Director（Meteorologist） 

Eusebio Matola Director/s Assistant（Geographer） 

Mussa Mustafa  Head of Department of Professional Training & Institutional 
Development, Focal Point of PSDRM（GFDRR/WB）, and JICA 
Technical Cooperation Project 

José A. Sequeira Meteorologist, Climatology Section of Department of Observation, 
Focal Point of World Bank Hydro-Met Project  

Daniel Macaringue Head of Department of Observation & Network 

Ivenilde Mafe Professional Technician, Climatology Section of Department of 
Observation & Network 

Violets C. Cambare Professional Technician, Climatology Section of Department of 
Observation & Network 

Ismael Samo Mahazule Technician for Quality Control, Climatology Section of Department of 
Observation & Network 

José Sawanguane Head of Department of Weather Forecast（Meteorologist） 

Maria Angelina José Chimbane Meteorologist, Department of Weather Forecast  

Valor Alberto Cuinhane Communication Operator, Department of Weather Forecast 

Benino F. Silinto Head of Department of Research & Application of Meteorology 

Santos Agostinho Júnior Observer, Department of Weather Forecast 

Benjamin Ben Manhiça Head of Maintenance & General Support Department, Meteorologist  

Francisco Nostado Head of Department of Administration & Finance 

MATUELE Celio Joao Da Marketing unit, Department of Research & Application of 
Meteorology 

1 13-Aug Wed Maputo Maputo

午前 午後

2 8/14 木

10:50 マプート着 (SA0142) 14:00-15：50  国家気象局(INAM) 表敬

         ( 長官 Dr.Manhique,　副長官Mr.Anacleto  )

16:00-17:00  JICA モザンビーク事務所との打合せ
マプート マプート

3 8/15 金
  9:00  INAM 情報通信部への調査

10:00- INAM 観測・ネットワーク部への調査

12:30-13:00  INAM本庁内・観測露場の視察・調査

14:00-16:00  INAM保守管理総合サポート部の調査 マプート マプート

4 8/16 土
7:00-11:30  シャイシャイ(Xai Xai) へ移動

11:30-13:00  レーダー観測所の視察・調査

13:50-15:00 地上観測所の調査

15:00  マプート へ移動
シャイ
シャイ

マプート

5 8/17 日 資料整理・団内打合せ（ミニッツ文書準備等） マプート マプート

6 8/18 月

9:00-12:00  天気分析予報部の調査 13:00-15:30 (江尻総括、北村団員)

　　 INAM側 (局長、副局長) との基本設計協議

14:30-16:30 (中井団員、赤津団員)

  　  国家標準化品質研究所(INNOQ)の調査

マプート マプート

7 8/19 火

9:00-12:00 INAM-JICA 合同WS

調査団(赤津団員) プレゼンテーション　"For further

improvement of INAM" 、質疑応答・意見交換

13:30-16:00  ミニッツ協議

　INAM側参加者: 局長、副局長、各部署・部長職 マプート マプート

8 8/20 水
10:00-14:00　 ミニッツ協議

          INAM側参加者: 局長、副局長、各部署・部長職 マプート マプート

9 8/21 木

9:00-11:00　 ミニッツ協議

          INAM側参加者: 局長、副局長、各部署・部長職

11:00-13:00  補足調査 (天気分析予報部)

団内会議

マプート マプート

10 8/22 金
9:00-11:00　 ミニッツ協議

11:00-   ミニッツ署名

15:30-16:30　JICAモザンビーク事務所への結果報告
マプート マプート

11 8/23 土 11:35　マプート発 (SA0143)

日数 月/日・曜日
調査活動

業務地 泊地
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ベイラ 

Amelia Vaucho Meteorology Technician, Beira Airport Aviation-Met Office 

Rosita A. Fernando  Meteorology Technician, Beria Airport Aviation-Met Office 

Atumane Musspekes Professional Technician, Beira Radar Station 

Gimo Autoria Apesi Technician, Beira Radar Station  

Virgilin Espanol Meteorology Technician, Beira Radar Station 

 

シャイシャイ 

Daniel Quissico Head of Xai Xai observation station 

 

【国家水利総局 National Directorate of Water（DNA）/Ministry of Public Works & Housing（MOPH）】 

Luis Manuel de Almeida Almeida 
Project Coordinator,（at World Bank Project and）National Water 

Resources Development Programme 1（PNDRH）1 

José A. Malauçi  

Water resource manager, Department of Water Resources,  

Component Coordinator of Component A of Hydro-Met Service 

Project 

Isac Filimoe  Data Manager, Department of Water Resources 

Raulu Mbenizhale 
Professional Technician for public services, Department of Water 

Resources 

Ahostinho Vilancus  Water resource manager, Department of Water Resources 

 

【国家災害管理院 National Institute for Disaster Management（INGC）】 

Albirio Banze Technician on disaster information management, CENOE 

Xavier Gulele Technician on disaster information collection, CENOE 

Florencio Herminio Nhantumbo Technician on Risk management communication, CENOE 

 

【国家標準化・品質研究所 National Institute of Standardizations and Quality（INNOQ）】 

Alfred Filipe Sitoe Director 

David Magala Metrology Technician, Metrology Department 

Luis Hilabio Maehavele Metrology Technician, Metrology Department 

Luis Alberto Mulilang  Metrology Technician, Metrology Department 

 

【世銀 World Bank】 

Roberto White Senior Disaster Risk Management Specialist 
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第２章 調査結果 

２－１ 調査結果の概要 

プロジェクトの基本計画を第 5 章に記述のとおり協議、合意し、また以下の点につき確認を行

った。 

  (1) 先方投入事項及び負担事項 

   1) カウンターパートの配置 

プロジェクトダイレクターを長官、プロジェクトマネジャーを研修部長、プロジェクト

オフィサー（マネジャーの補助）の配置（マトゥエレ氏の予定）、主な技術移転先のカウ

ンターパートとして観測ネットワーク部、予報部、メンテナンス・総合支援部のスタッフ

とした。 

   2) 予算確保 

カウンターパートの国内旅費、供与後の機材の維持管理費、専門家執務室の運営維持管

理費、各種免税につき、必要とされる予算が確保されるよう要請した。 

   3) 執務室配置 

長官室がある建物の一階部分の現在使用中の部屋を移動し、JICA 専門家の執務室となる

予定。なお、世銀の Transforming Hydro-Met Services Project の執務室も同建物一階の執務

室となる予定。 

   4) 関係機関、他ドナーとの調整 

  (2) R/D 署名時期 

来週以降、運輸通信省と本プロジェクト署名に関する調整を行い、9 月末までの署名に向

けて努力することを確認した。 

  (3) 気象レーダーの協力について 

シャイシャイとベイラのレーダー復旧につき、早期に観測が開始され、観測データが本

院まで伝送されるよう要請した。また人員配置の重要性についても議論を行った。  

  (4) 気象測器校正の協力について 

本プロジェクトで供与する可搬型気象観測準器はマプトに加えて地方の拠点で十分活用

され、全国で観測測器のトレーサビリティが確保されることが重要である。 

INAM はベイラとナンプラに地方予報センターを設立する計画で、そこに周辺の観測所の

測器メンテナンス及び校正を行う機能も持たせる予定であることから、早期の地方予報セン

ター設立と適切な数の人員配置を要請した。 

  (5) アシスタントの配置について 

JICA 専門家の活動サポート、専門家不在時のモニタリング等を目的として現地アシスタ

ントを配置、DNA の案件も同時に担当する点につき INAM の了承を得た。 
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２－２ 団長所感 

INAM は本プロジェクトが最初の JICA の技術協力プロジェクトであり、これまでは職員の何

人かが日本での研修を経験しているだけで、JICA の技術協力についてほとんど知識がないため、

R/D の協議ではプロジェクトデザインマトリクス（Project Deisgn Matrix：PDM）、活動計画表（Plan 

of Operation：PO）、合同調整員会（Joint Coordinating Committee：JCC）、モザンビーク側及び INAM

の負担事項、R/D の文言まで詳細にそして丁寧に説明し、協議に時間をかけたことで、INAM の

本プロジェクトに関する理解は深まったと思料する。R/D 協議では INAM の長官、副長官はじめ

観測部長、予報部長、研修部長の幹部が一堂に会して協議できたことは、INAM の本プロジェク

トへの期待、意気込みを感じることができた。今後の組織としての対応が期待でき、実施段階で

の協力と支援についても十分得られると思われる。 

INAM は、組織としてはまだまだ弱体であり、人材も少なく、国際基準の気象業務を実施して

いるとは思えない組織であるため、本プロジェクトが基本的な部分のキャパシティを強化する協

力内容に絞ったことは適切だったと考えられる。INAM が国際基準の気象業務機関となるには、

本プロジェクトだけでは不十分であり、息の長い協力を継続していくことが望ましい。また、日

本としてはモザンビークの防災分野について、長期的な協力の方針を示すプログラムが策定され、

それに基づく INAM への支援を検討していくことが求められる。 

一方、世界銀行は本プロジェクトの実施と並行して大規模な協力を INAM に対して実施し、自

動気象観測基地（Automatic Weather Station：AWS）の設置、数値予報モデルの導入等が計画され

ているが、現在の INAM の体制、人材、保有機材、気象業務実態を鑑みると、計画どおり実施し

ていくことは相当困難と判断される。実際世銀プロジェクトの進捗は遅延しており、本プロジェ

クトにも関係するベイラのレーダー基地の補修が遅れているが、可能な限り世銀のプロジェクト

の進捗に影響は受けないような協力内容となっている。一方、本プロジェクトの実施は世銀プロ

ジェクト実施の下支えとなる INAM スタッフの基本的能力の向上を目指しており、重複はなく相

互に補完されるものであり、今後世銀プロジェクトと良好な連携が可能であると推測される。 
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第３章 プロジェクト実施の背景 

３－１ 気象環境、関連政策・戦略 

 ３－１－１ 気象環境 

モザンビークの国土面積約 80 万平方キロメートルで我が国国土の 2 倍の広さを誇り、イン

ド洋に面し南北に広がる沿岸線は約 2,500km に及ぶ。大気循環では低気圧地帯に属し、熱帯収

束帯分布が平年（過去 30 年平均）より広がれば降水量が多くなる傾向にあり平年以下では旱

魃発生の傾向があるとされる。1 地理的および大気環境の特徴から、気候・気象状況にも地域

差がみられる。 

表 ３－１ 主要都市の年間平均気温と降水量 

 
出所：気温・降水量情報は WMO World Weather Information Services（2014 年 8 月掲載）。INAM から定期報告される気温・ 

   降水量データ（CLICOM）に基づく。 

   地理情報は、モザンビーク国家統計局（INE）データベース（2013 年 6 月掲載） 

注：1）気象情報は、1961 年から 1990 年の 30 年間の月平均値である。 

  2）「平均降水量以上」として、降水量が全国平均降水量（81.5mm）を超える月をハイライトした。 

 

同国では旱魃被害があるほか、インド洋上でサイクロンが頻発することから暴風、豪雨、高

潮にほぼ毎年見舞われ、海岸浸食や河川洪水など副次災害も惹き起こされる。厳しい自然条件

から、国連国際防災戦略（UNISDR）と世銀の報告によれば、自然災害リスク度はアフリカ諸

国内でもきわめて高い（第 3 位）。2
 

過去 30 年の災害発生の経年変化をみると全災害種で増加傾向にあり、1956 年時から 2008 年

時の変化では、サイクロン（tropical cyclone）発生は約 5 倍に、洪水（flood）は約 9 倍となっ

た。疫病（epidemic）発生は 75 年以降に洪水被害の拡大と正比例の関係で急増し、自然災害が

及ぼす保健衛生への悪影響が顕著である。国民の約 60%は気象現象の影響を被りやすい沿岸部

                                                        
1 熱帯収束帯の特性説明は JICA 地球環境部「モザンビーク国防災セクターに係る情報収集・確認調査報告書」（2013 年 8 月）

による。 
2 Global Facility for Disaster Reducation and Recovery（GFDRR）, Mozambique Country Profile（2009） 

南部　沿岸部 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

Maputo  (マプート) 最低気温℃ 22.3 22.3 21.5 19.4 16.8 14.4 14.2 15.4 17.2 18.3 19.7 21.4

東経:　32°  34" 最高気温℃ 29.9 29.6 29.3 27.8 26.4 24.6 24.4 25.3 26.1 26.5 27.4 29.1

南緯:  25°  55" 降水量 mm 171.1 130.5 105.6 56.5 31.9 17.6 19.6 15.0 44.4 54.7 81.7 85.0

標高:  44m 平均降水量以上

中南部　沿岸部 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

Beira (ベイラ) 最低気温℃ 23.8 23.7 23.2 21.3 18.4 16.2 15.7 16.6 18.4 20.3 21.8 23.0

東経:　32°  54" 最高気温℃ 31.4 31.0 30.4 29.4 27.6 25.8 25.2 26.1 27.6 28.9 30.0 30.8

南緯:  19°  48" 降水量 mm 250.7 302.3 274.4 139.6 84.6 48.3 47.0 42.4 24.6 38.0 110.3 231.6

標高:  16m 平均降水量以上

中北部　内陸部 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

Tete (テテ) 最低気温℃ 23.4 23.2 22.8 21.4 18.3 16.0 15.6 17.3 20.2 22.6 23.8 23.6

東経:　33°  35" 最高気温℃ 33.5 33.2 33.3 32.7 31.0 28.6 29.0 30.5 33.6 35.8 36.2 34.5

南緯:  16°  11" 降水量 mm 166.7 142.1 95.5 15.0 5.8 3.5 2.9 1.8 0.8 10.8 45.6 139.4

標高:  150m 平均降水量以上

北部　沿岸部 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

Pemba (ペンバ) 最低気温℃ 232 23.1 22.8 22.0 20.3 18.6 18.2 19.6 19.8 21.6 23.0 23.5

東経:　40°  30" 最高気温℃ 30.8 30.9 30.8 30.4 29.5 28.3 27.7 27.8 28.7 29.5 30.4 30.8

南緯:  12°  58" 降水量 mm 146.4 156.0 202.2 122.0 32.4 15.0 11.3 7.9 2.2 11.3 41.6 124.5

標高:  50m 平均降水量以上
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や低地に居住するために悪天候時の人的被害が大きい。更に国内を流れる 13 の主要河川（国

際河川 9、国内河川 4）の治水が十分でないために洪水被害が常態化しつつある。上記 4 種の

災害による 1999～2012 年（13 年間）の累積・死亡者数は延べ 2,466 名に上った（INGC 災害デ

ータベース）。 

表 ３－２ モザンビークにおける過去 30 年（1956-2008 年）の災害発生数の変化 

 

出所：INGC, May 2009, Study on the impract of climate change on disaster risk in Mozambique:  

Synthesis Report, Figure 2.（Queface 2009 データの 2 次ソース） 

 

表 ３－３ モザンビークにおける災害種別の被害規模（1999～2012 年） 

 
出所：INGC データベース（2014 年 7 月時） 

 

自然災害の増大に関しては、1960 年以降顕著に把握された温室効果ガス（Greenhouse Gas：

GHG）排出や森林伐採など人為因が議論されている気候変動が大きな要因であると認識されて

いる。INAM によれば 60 年代以降の気候パターン変動の例として、平均降水量の 3%ポイント

増、平均気温の 1 度から 1.6 度の上昇、サイクロンや暴風雨等の甚大な悪天候の発生増がある。
3
 

EM-DAT: The OFDA/CRED による過去 100 年の自然災害によるデータによれば、被害累積額

                                                        
3 Strategic plan for the development of meteorology 2013-2016 

年 死亡者 負傷者 被災者数 家屋被害 死亡者 負傷者 被災者数 家屋被害 死亡者 負傷者 被災者数 家屋被害 死亡者 被災者数

1999 n.a. n.a. n.a. n.a. 53 n.a. n.a. n.a. 12 n.a. 88,100 520 n.a. 164,449

2000 61 22 53,638 24,837 2 10 2,200 3,375 788 n.a. 2,992,164 112,285 n.a. 126,802

2001 n.a. n.a. n.a. n.a. 7 12 403 647 200 n.a. 3,873,460 10,661 247 204,243

2002 n.a. n.a. n.a. 44 6 10 10,804 3,768 121 n.a. 439,685 883 11 1,554,373

2003 7 11 105,796 17,890 10 33 27,600 582 145 n.a. 307,023 5,227 11 1,060,388

2004 59 60 268,129 36,729 15 39 1,485 1,428 9 n.a. 152,466 459 92 650,056

2005 0 0 0 0 10 22 34,304 4,130 94 n.a. 56,795 568 21 1,263,498

2006 0 0 0 0 13 2 13,123 3,719 11 n.a. 170,953 775 108 614,893

2007 63 146 208,957 24,731 33 11 28,561 3,339 111 n.a. 865,769 23,094 n.a. 422,355

2008 13 41 201,695 40,339 3 0 11,870 1,834 20 0 102,486 13,243 0 181,100

2009 0 0 0 0 0 0 72,258 1,853 2 0 27,151 3,880 0 72,558

2010 0 7 510 103 0 0 18,563 4,176 4 0 7,523 1,504 0 0

2011 0 0 0 0 2 13 2,450 947 24 43 118,528 23,705 0 0

2012 21 25 77,129 19,806 9 35 4,855 992 28 16 37,817 9,441 0 23,645

Total 224 312 915,854 164,479 163 187 228,476 30,790 1,569 59 9,239,920 206,245 490 6,338,360

洪水サイクロン 暴風 旱魃



 

－9－ 

（1 件あたり平均損害額）をみると（EM-DAT データ）、サイクロン被害では 1 億米ドル以上（約

7 百万ドル/件）、洪水被害が 9 億ドル以上（約 1,845 万ドル/件）、旱魃被害は 5 千万米ドル（約

416 万ドル/件）にも上り、同国の社会経済発展の大きな阻害要因であることが推察される。  

表 ３－４ モザンビークの自然災害と経済的損失（1900 年～2014 年） 

（一部抜粋、疫病を除く） 

災害種 発生件数 死亡者 被災者数 
経済的損失 

（千ドル） 

1 件あたり平均

損失（千ドル） 

暴風雨/局地的豪雨 2 15 51 n.a. n.a. 

暴風雨/詳細不明 4 15 5,117 n.a. n.a. 

暴風雨/サイクロン 16 652  3,684,158  113,550  7,097 

高潮・沿岸部洪水 2 83  649,329  36,000  18,000 

洪水一般（上記以外） 19 1,610  7,053,208  533,100  28,058 

詳細不明な洪水（上記以外） 9 363  1,578,535  398,500  44,278 

旱魃 12 100,068  17,757,500  50,000  4,167 

出所：EM-DAT: The OFDA/CRED International Disaster Database（Aug-28-2014. Data version: v12.07） 

 

 ３－１－２ 主な防災・気象開発に係る政策・戦略・法律 

  (1) 国家防災政策（1999） 

「国家防災政策」（National Policy on Disaster Managemen,1999）は、モザンビークを襲う

自然災害からの人命・財産の保護を理念として、防災に係る長期目標、戦略、活動計画、行

動規則、組織間の役割、災害管理に係る財源等、包括的な政策・制度的枠組み案を取り纏め

たものである。災害、緊急時、脆弱性、災害管理、警告、警報など基本用語の定義を述べる

ほか、多く発生する自然現象を説明し、政府関係者間の理解普及も目指すとした。  

さらに同政策では、INGC の設立と組織機能を詳述したほか、防災を国家開発（上位）計

画に含めるべきこと、防災では官民連携が必要であること等も明記した。防災を重要な政策

分野・課題として取り上げた点で意義が大きく、同国初の包括的な防災基本方針書と言える。 

  (2) 国家防災マスタープラン（2006）4
 

国家防災マスタープラン（Master plan for Prevention and Mitigation of Natural Disaster, 2006）

は前述「国家防災政策」を基本とし、INGC が責任組織となり取り纏めた防災戦略と対策の

基本計画書である。第 2 回国連防災世界会議（2005 年神戸）決議「兵庫枠組み合意」が策

定の契機になったと言われる。 

同マスタープランでは、a）人命・財産の損失低減、b）防災文化の醸造、c）防災手段の

特定という 3 つの総合目的を置き、政府行政はこのために、1）リスクマップ策定、2）警報

システム強化、3）防災・減災のリソース確保、4）災害対応（レスポンス）時の組織間調整、

5）流域管理に係る周辺地域と国際社会の協力強化、6）気候変動・影響調査に活用しうるデ

ータベース構築、7）旱魃地での市民・家畜・灌漑用の貯水庫設置の促進、8）研修・市民教

育の活発化の、8 つのテーマを進めることが明記された。なお優先プログラムには、①年間

降水量 500mm 未満（乾燥）地における脆弱性を緩和すること、②サイクロン・洪水・地震

                                                        
4 Républica de Moçambique, Conselho de Ministros, Plano Dorectpr Para Prevençâo e Mitigaçâo das Calamidades Naturais 
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など自然災害に因る人命・財産損失を低減すること、③自然災害による被災者を抑える、④

迅速な復旧・人道支援を確保すること、が挙げられた。 

INGC が主導する初めての防災行政に係る文書である点、防災の災害前準備（preparedness）

のニーズが述べられた点が特記される。 

  (3) 気候変動国別適応行動計画（NAPA, 2007） 

気候変動国別適応行動計画（National Adaptation Programme of Action, NAPA, 2007）は、1995

年 8 月 24 日モザンビークの国連気候変動枠組条約（United Nations Framework Covention on 

Climate Change：UNFCCC、1992 年採択、1994 年発効）の署名・批准を受け策定された。リ

オデジャネイロ環境サミット（1992 年）直後に設立された環境調整省（Ministry for 

Co-ordination of Environmental Affairs：MICOA）が実施調整を主導し、環境、農林水産、エ

ネルギー、水利、気象関係省庁や NGO が策定に参画した。 

NAPA では気候変動適応に留まらず前年発表の「国家防災マスタープラン」方針を基盤に

対策が取り纏められ、1）早期警報体制の強化、2）農業経営者における気候変動適応力の強

化、3）河川管理の知見と能力改善、4）海岸浸食阻止と持続的水産の促進、5）GHG の削減、

6）市民への気候変動教育の促進、7）気候変動と災害リスク評価に係る関係者の調整、8）

気候変動対応の分権化・地方計画の促進、の 8 つの目標を掲げ、活動計画のために、①早期

警報体制（Emergency Warning System：EWS）の強化、②気候変動に対応した農業生産性の

強化、③沿岸地域での気候変動（悪）影響の低減、④気候変動下の水資源管理の 4 課題をタ

ーゲットとする。 

INAM は、INGC と協力して EWS 体制の改善や、持続的農業経営の支援、水利・水資源

管理、市民の気候変動の理解促進での役割を担うことが奨励されており、「INAM の天気予

報・季節予報の質を高めて自然災害による人命と財産の損失低減に寄与すること」（長期達

成目標）が言及された。又、短期成果活動（short term result activities）では、「既存の降水

観測地点を調査し INAM の観測網への統合を図ること」、「農林水産や水利関係省庁と降水

観測の標準化を図ること」等が言及され、水文・気象（特に降水に関する）観測地点の設置

に INAM が尽力すべきとした。NAPA で言及された INAM の役割は、続く「気象開発戦略

2013-2016」や開発パートナーの事業でも開発課題としてひき続き取り上げられている。 

  (4) 気象開発戦略 2013-2016 

気象開発戦略 2013-2016（Strategic Plan for the Development of Meteorology 2013-2016）は

INAM の中期開発計画であり、長期計画（Vision 2020）を見据えて次の 4 項目を柱とする戦

略アプローチを示したもの。 
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表 ３－５ 柱となる 4 項目 

① 早期予警報システムおよび航空・船舶・一般市民向け気象サービスの改善 

② 気候サービスの改善と応用研究の実施 

③ 気象・気候サービスの改善に必要なインフラの整備 

④ 気象情報のユーザー・ニーズとマーケティングの理解促進 

 

観測ネットワーク拡充は優先課題であり、2016 年には高層気象観測を 3 カ所、レーダー

観測地点を 3 カ所、従来型地上観測点を 39 カ所、航空気象自動観測点（Airport Weathert 

observation station ;AWOS）を 11 カ所、AWS を 15 カ所、自動気候観測を 15 カ所、雷検出シ

ステムを 7 カ所とするなど、積極的な目標数値を掲げている。他方、本調査による戦略成果

の進捗確認の結果、世銀等の国際的協力を得た故障観測装置の修理やレーダー観測システム

修復（第 3 章 3-5 参照）は一定の進展が見られる一方で、援助協力のない高層気象やレーダ

ー観測新規設置などの計画は遅延しており、技術・財源リソースの有無によって成果進展に

大きなバラツキが見られる（観測地点の現状については第 4 章を参照）。同戦略書の目標概

要は以下のとおり。 

表 ３－６ 気象開発戦略 2013-2016 の目標概要 

Visioin 2020 の達成目標 （長期目標）：INAM は一般市民や多様な関係者（ユーザー）が各々の安全・

社会経済活動・福祉を確保するための判断に役立つ優れた気象・気候サービスを提供でき、かつ持続

的な国家の社会経済発展に資する気象サービス・研究組織となる。 

Mission（戦略目標）： 

国民と環境への気象災害因の悪影響低減と、持続的

な経済発展に必要な気象情報を提供し、かつ国際社

会でのデータ交換の国家責任を果たす。 

Values（目標の判断基準）： 

・ 顧客志向・専門的・科学的アプローチ 

・ 観測・プロダクトの品質 

・ 適切な対応 

Pillars（4 つの柱/成果） 2013-2016 に達成を目指す成果目標 

早期予警報システム

および航空・船舶・一

般市民向け気象サー

ビスの改善 

・ INAM にインストール済みのモデルを有効利用或いは他気象組織のデジ

タル・数値モデルプロダクトを利用して能力を強化する。 

・ 本院および地域の予報センターの能力を強化する。 

・ 数値モデルと短時間予報（6 時間ごとのナウキャストとフォアキャスト）

の局地プロダクトを活用して予報プロダクトを改善し、早期警報システ

ムや航空等の運輸セクターと市民サービスを改善する 

・ ユーザー特性に応じた様式でタイムリーな情報を自動作成する 

気候サービスの改善

と応用研究の実施 

・ 検索・経年データの整備、ギャップ補正技術と品質管理に係る、総合デ

ータベースの構築 

・ 気候変動に係る応用研究センターを設置し、INAM の関連新規プロダク

トの作成を可能とする 

気象・気候サービスの

改善に必要なインフ

ラの整備 

・ 観測網の修復・アップデート（交換・新規設置） 

・ 測器の保守管理と補正・校正器の修復・アップデート（交換・新規設置） 

・ 通信システムとデータ管理の強化 

気 象 情 報 の ユ ー ザ

ー・ニーズとマーケテ

ィングの理解促進 

・ 気象プロダクト・サービス販売の促進 

・ 気候・気象情報のユーザーとの交流・コミュニケーションの改善 

・ ユーザーのための情報様式と表示形式の改善 

出所：Ministry of Transportation & Communication, Strategic Plan for the Development of Meteorology 2013 -2016 

 

  (5) 防災法（Disaster Management Law）5
 

数年に亘り草案改訂と審議が続いてた防災法案が今年 3 月 27 日に閣議承認、6 月に大統

                                                        
5 INGC 及び WB への聴き取り調査（2014 年 7 月）、Noticias（March 27, 2014） 
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領署名を経て発効に至った。同国初の防災基本法であり防災・減災と災害対応・復旧の制度

的枠組み規定する。上記（1）「国家防災政策」から実に 5 年後の実現であり、今後の同国の

防災の発展において大きな意義・役割を担う枠組みとして期待される。 

特記される点は、災害が集中する雨季の具体的防災業務や EWS のしくみ、INGC による

EWS 関係組織の調整、INGC が用いる警告基準と発令方法、省庁組織や行政が理解すべき

災害リスク度やリスク地域など、省庁・関係者が遍く理解すべき責務・知識・連携活動が明

記されたほか、緊急時の人道・救急支援は資機材を有する民間企業や個人経営者と契約・委

託できる旨も明記し、官民双方のポテンシャルを最大限に活用した災害対応力の拡大を目指

すことが挙げられる。同法が謳う目的や取組みは、NAPA で既に言及された内容を含むが、

同法成立によって防災が独立した分野かつ国家課題・目標として制度化された点や、INGC

および国家災害緊急対応センター（National Center of Emergency Operation of INGC：CENOE）

や防災関係者の役割を法規定とされた点は大きな意義をもつ。 

INAM に関しては、現在「市民等への防災理解の普及は組織の責務でない」6 との理解

があるが、NAPA で述べた INAM の役割が法に明記されたことで、今後は市民社会への防

災知識普及などで一層の貢献が求められていくものとみられている。 

３－２ 国家気象院（INAM）の概要（組織・財政・人員） 

 ３－２－１ 組織体制 

INAM は運輸通信省（Ministry of Transport and Communication：MTC）が所轄する気象観測と

予報・警報・警告の発表を主幹業務とする公的気象組織である。1989 年省令第 30 号（2006 年

一部改正）を根拠として設立された。 

 

図 ３-１ 2014 年 7 月時の INAM 組織体制（2014 年 7 月改訂） 

出所：INAM（2014 年 7 月） 

                                                        
6 INAM 及び DNA への聴き取り調査（2014 年 7 月） 
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天気分析予報に属する天気分析予報センターは、マプト本院内に設置されており、通称・地

域センター（Regional Center）と呼ばれるベイラ航空気象センターとともに各観測地の技術サ

ポート拠点である。現状ではマプトやベイラから技術士を派遣せざるを得ない状況があって品

質管理が手薄になり効率的でないため、7 国内の観測地点の保守管理の質を標準化するために

全国を北部（ナンプラ）・中央（ベイラ）・南部（マプト）の 3 地区に分け各地に「ゾーン別気

象観測センター（Zone Meteorological Centre）」を設置する計画が検討されている。 

 ３－２－２ 人材 

2014 年 2 月調査時の職員数はマプト本院職員数は 148 名、地方事務所職員は 212 名である。

7 月時の本院職員数は 114 名でうち専門職（気象官、技術士）は 48 名（42％）に留まり、運営

管理やサポートスタッフ（正規・非正規含む）の雇用比率が大きいのが特徴的である。 

地方分権化と地域観測網の拡大ニーズによって、中央の気象専門人材を地方事務所・観測所

へ再配置する必要があるが、他方で同国政府財源における気象サービスや人材の財源は横ばい

である。中央人材の減少はこれらの理由が影響したためと思われる。 

                                                        
7 広大な国土の移動に航空機での移動が必要であるが（エアカンパニーが 1 社独占のこともあり）エアフェアが高額で移動・

輸送が高額となることが観測点・測器保守管理を進める上で大きな負担となっている。 
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表 ３－７ 2014 年度のマプト本院の職員数（専門職別） 

専門職名 職員数 

ICT specialist 0 

Se nior ICT technician 0 

ICT technican 0 

Senior ITC technician / GIS Expert 0 

Meteorologist（Master degree） 42 

Meteologist（Master degree, Advanced degree） 4 

Meteorologist（Doctor, PhD） 1 

Meteorological technican– Observer 0 

Senior tecnitian（Maintenance engineer） 1 

Technician in Meteorology – Meteorology equipament 0 

Tecnician in Meteorology – Radars 0 

Economist 0 

Lawyer 0 

Other administrative staff 66 

計 114 

出所：INAM 質問状回答（2014 年 7 月） 

 

 ３－２－３ 財政 

本院の 2014 年予算は約 2 億円、地方予算は約 1 億 5 千 2 百万、全体約 3 億 5 千万円である。

地方分権化政策により地域事務所の財務監理は本院とは区別され運輸通信省地方管理局が担

い。州事務所が予算計画・申請を省へ行う。本院実績では 2012 年に前年比プラス約 24％であ

るが、経常費は大きく変わらず開発費等の拡大による。経常経費は過去 5 年緩やかな伸びだが

2014 年度マプト本院の技術人材、人件費・福利厚生費はマイナス 3.5%で、本院全体では前年

比マイナス 0.5%に留まる。（地方事務所の人員情報は未詳） 

表 ３－８ マプト本院の実績・2014 年予算状況 

 
出所：INAM 本院財務運営管理部聴き取り調査（2014 年 7 月） 

 

 

費目
2010

(支出実績)

2011

(支出実績)

2012

(支出実績)

2013

(支出実績)

2014

(計画)

人件費・福利厚生費 20,050,127 22,140,933 22,841,651 23,886,722 23,085,680

物品・サービス 4,444,013 2,713,669 5,623,989 9,109,192

光熱・水道費 2,221,672 1,894,335 767,595 1,015,721

保守管理費 1,303,880 963,846 432,364 1,118,763

通信費 2,575,897 2,824,166 2,267,050 6,514,764 3,000,000

設備投資・開発事業 6,625,009 11,759,454 25,725,512 18,684,960 26,300,000

その他経費（WMO税等） 1,471,764 1,976,935 583,710 1,760,377 1,863,720

総計 38,692,362 44,273,338 58,241,871 62,090,499 61,789,400

前年比増加率(%) n.a 12.6% 24.0% 6.2% -0.5%

USD 1,223,452 1,399,923 1,841,608 1,963,302 1,953,781

JPY   125,363,253 143,445,615 188,703,662 201,173,217 200,197,656

7,540,000
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表 ３－９ 州別・INAM 地方事務所/観測所業務の 2014 年予算 

 
出所：運輸通信省・州管理局（INAM 本院財務運営管理部を通じ入手）（2014 年 7 月）。 

 

財政が逼迫する中で独自財源（税収）とコストリカバリーを図ろうとの状況が見られる。独

自収入は、①気象プロダクト・役務サービス等税、②航空気象サービス税、③不動産賃貸料等

がある。気象プロダクト・役務サービス等税は 2010 年閣議で更新された。 

  

費目            　　州
ガザ

GAZA

イニャンバネ

INHAMBANE

ソファラ
SOFALA

マニカ
MANICA

テテ
TETE

ザンベジア
ZAMBEZIA

ニアッサ
NIASSA

ナンプラ
NAMPULA

カーボデルガド
C. DELGADO

人件費・福利厚生費 2,584,760.00 2,375,190.00 5,409,292.70 300,000.00 2,141,380.00 0.00 2,019,960.00 2,885,068.92 4,146,680.00

物品・サービス 2,079,390.00  751,320.00        866,400.00       1,760,000.00    1,654,240.00  -                  1,148,160.00   1,009,410.00       1,469,360.00    

経常移転支出 51,700.00 0.00 78,080.00 0.00 36,590.00 0.00 54,610.00 52,670.00 75,070.00

設備投資・開発事業 1,500,000.00 712,330.00 2,226,540.00 935,000.00 0.00 0.00 1,642,890.00 3,759,750.00 3,209,310.00

州別計 6,215,850.00 3,838,840.00 8,580,312.70 2,995,000.00 3,832,210.00 0.00 4,865,620.00 7,706,898.92 8,900,420.00

総計（MZN）

USD

JPY

46,935,151.62

1,484,089.49

152,069,891
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◇気象プロダクト・役務サービス等税 

気象・気候データ 

プロダクト種 料金（MZN） 

気象タイムテーブル 1.35 /1 データあたり 

1 日ごと（1～5 年） 1.35 /1 データあたり 

1 日ごと（5～10 年） 2.70 /1 データあたり 

1 日ごと（10～20 年） 4.05 /1 データあたり 

1 日ごと（20 年以上） 5.40 /1 データあたり 

月平均（20 年未満） 2.70 /1 データあたり 

年平均 5.40 /1 データあたり 

年間降雨量 2.70 /1 データあたり 

平均、最高、最低、通常値（30 年間） 5.40 /1 データあたり 

月あたり観測数（あらゆるパラメータ） 5.50 /1 データあたり 

月あたり最高風速（dd,+FF） 7.50 /1 データあたり 

月あたり卓越風 7.50 /1 データあたり 

放射線量（10 年内の各期間の日毎） 7.50 /1 データあたり 

月平均値 7.50 /1 データあたり 

放射線両世界データ 15.00 /1 データあたり 

傾向値、標準値 15.00 /1 データあたり 

最低値・最高値 7.50 /1 データあたり 

30 年未満の歴史的数値（最低・最高） 37.50 /1 データあたり 

高度 3.75 /1 データあたり 

座標解析 3.75 /1 データあたり 

天文年間マニュアル 500.00 

 

役務･コンサルティング 

計算式 最低税額 + (時間あたり料金 x 作業時間) ＋ 間接費(消耗品等) 

最低税額 依頼する顧客の種別による 

時間当たり税額 50.00 MZN 

 

天候証明書発行 

計算式 最低税額 + （時間あたり料金 x 観測ポイント数 x 作業日数 x パラメーター数） 

最低税額 依頼する顧客の種別による 

時間当たり税額 50.00 MZN 

 

顧客種別・料金 

 種別 最低税額

（MZN） 

1 中学・高校・大学生 50.00 

2 修士課程学生 100.00 

3 個人 150.00 

4 アナリスト 200.00 

5 政府機関職員 250.00 

6 国内民間企業 350.00 

7 海外組織 500.00 

8 比政府組織（NGO） 500.00 

9 多国籍企業 1,000.00 

出所：以上 Boletin da República 3º supplemento, Sexta-feria, 24 de Dezembro de 2010 
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◇航空気象サービス税 

航空気象サービス税は航空会社が航空機重量を基準に空港へ支払う税で、2013 年 10 月閣議

決議で導入された。INAM にとって唯一の空港関連税収である。入港航空機に限らずモザンビ

ーク領空を通過し他国へ着陸する航空機も対象となる。2014 年度第Ⅰ四半期の当該税収額は約

448 万 MZN（約 1,450 万円）である。8
 

表 ３－１０ 航空気象サービス税額一覧 

航空機の重量 税（USD） 組織 分割料（USD） 

5,700 kg 以下/1 回の飛行 23.00 
モザンビーク空港（ADM） 15.00 

気象院（INAM） 8.00 

5,701kg~30,000kg /1 回の飛行 56.00 
モザンビーク空港（ADM） 40.00 

気象院（INAM） 16.00 

30,000Kg~43,000Kg /1 回の飛行 162.00 
モザンビーク空港（ADM） 140.00 

気象院（INAM） 22.00 

43,001kg~10 万 kg /1 回の飛行 280.00 
モザンビーク空港（ADM） 250.00 

気象院 （INAM） 30.00 

1 万 1kg~19 万 kg /1 回の飛行 342.00 
モザンビーク空港（ADM） 310.00 

気象院（INAM） 32.00 

19 万 1kg~30 万 kg /1 回の飛行 435.00 
モザンビーク空港（ADM） 400.00 

気象院（INAM） 35.00 

30 万 kg を超えるもの/1 回の飛行 540.00 
モザンビーク空港（ADM） 500.00 

気象院（INAM） 40.00 

出所：Boletin da República 3º supplemento, Segunda-feria, 12 de Agosto de 2013 

 

３－３ 特記すべき関係組織 

 ３－３－１ 測器校正・検定に関わる組織（INNOQ） 

  (1) 組織活動・責務 

INNOQ は 1993 年法令第 2 号/1993 にて創設された法定計量・測器検定の政府指定組織で

あり、法令第 2 号/2010（国内の計量活動と運営管理を定める法律（通称「計量法）9
 を根

拠として、産業界と社会の品質管理と保証、適正計量による通商経済への寄与、校正と検定

による計量標準の普及を担う。食品、建設、環境、マネージメント等多分野を扱う。  

 

図 ３-２ INNOQ の組織各部署 

出所：INNOQ Website（2014 年 7 月） 

 

                                                        
8 税収額情報は、INAM 運営管理財務部情報（2014 年 7 月） 
9 Decreto lei 2 – 2010（31 de Dezembro 2010）Establece as disposiçôes que regem a actividade de metrologia no paîs  

National Council of Quality   国家品質審議会 

Human Resource Section Finance & Administration Section Technical Support Section 

Director of INNOQ   INNOQ 所長 

Department of Certificate 
認証部 

Department of Standardization 
標準化部 

Department of Metrology 
計量部 
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メートル条約10
 や法定計量（OIML）条約11

 を根拠とした国際的相互承認が進められる中

で12、国際枠組みに準じた世界標準の確保を図り、アフリカ内計量システム（Africa Metrology 

System：AFRIMETS）傘下の南アフリカ国家測量研究所（Metrology Institute of South Africa：

NMISA）と連携して国際度量衡委員会（Comité International des Poids et Mesures：CIPM）の

事務局・研究所である国際度量衡局（Bureau International de Pois de Measurement：BIPM）の

基準器とトレーサビリティを確保した基準器を保有する。ISO17025 及び ISO/IEC を取得済

みである。 

 

図 ３-３ 国際度量衡フレームワークと関係機関 

参考：計量標準管理センター国際計量室資料 

  (2) 基準器検査 

法定計量法による計量業務は全国全域で適切に実施される必要があるため地方では市自

治体（計量に係る市協議会）に委託した実施を行う。器差検査・校正サービスは INNOQ の

計量部（Department of Meteorology）が温度、体積、質量、長さを対象にサービスを提供、

校正証明を受けた測器は国家基準を満たすことが認証され＜innoq＞認証シールが貼付され

る。 

表 ３－１１ INNOQ が器差検査・校正作業に用いる機器一覧 

対象 主要機器 

温度 ガラス温度計（ - 25 ° C ～ 300 ° C ）、熱電対・プラチナ抵抗温度計（ - 25 ° C ～ 300 ° 

C ）、デジタル気温ロガー及び温度計（ - 200 ° C ～ 1300 ° C ） 

温室/サーモレギュレートバス/インキュベーター（20 ° C～350° C ） 

冷却室（-40℃〜20℃）、気候室（-80° C〜200° C、相対湿度 5 から 98%） 

炉・オーブン（100° C〜1300° C）、チェストフリーザー（-40° C〜0° C）  

オートクレーブ（20° C～125° C / 0-5 バール） 

体積 ビュレット、ピペット、フラスコ、マイクロピペット、デジタルビュレット 

質量 錘（おもり）: 1mg～1000 Kg、電子・電気秤（はかり）、秤（はかり）: 120 ton 迄 

体流量秤（はかり）: 1mg～1000 Kg 

長さ 定規、測定テープ、外寸測定キャリパー、マイクロメータ 

出所：INNOQ Website（2014 年 7 月） 

                                                        
10 単位の確立と国際的普及を目的に 1875 年に締結された「メートル法を国際的に確立し維持するために国際的な度量衡標準

の維持供給機関として国際度量衡局を設立し維持することを取り決めた多国間条約」 
11 加盟国の法定計量規則を整合化し、計量器の技術基準や適合性評価手続きを国際的に調和させ、計量器の国際貿易円滑化を

図る目的で 1955 年に締結された「国際法定計量機関を設立するための条約」 
12 代表される国際動向は 1999 年締約の CIPM 相互承認協定（Mutual Recognition Arrangement）とその実施等。 

関連する国際組織 
WTO, WMO, WHO, UNIDO, ISO, CIE, CIGRE, 
IAU, ICRU, IEC, IFCC, ILAC, IMEKO, IUPAC, 

IUPAP, NCSLI, OMIL, VAMAS 

国際度量衡局（BIPM） 

（国際基準原器の保有、於：パリ） 

部門別諮問委員会 

（10 部門） 

世界地域別 国際計量標準機関 

・アジア太平洋計量計画（APMP） 

・欧州・アジア国家計量標準機関協力機構 

・欧州国家計量標準機関協会（EURAMET） 

・アメリカ全大陸計量システム（SIM） 

・アフリカ内計量システム（AFRIMETS） 

国際度量委員会（CIPM） 

南アフリカ国家計量機関（NMISA） 
モザンビーク標準化・品質研究所（INNOQ） 

メートル条約 
国際度量衡総会（CGPM） 
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 ３－３－２ 水文測量・河川管理に係る組織（DNA, ARAs）13 

  (1) 組織活動・責務 

DNA は公共事業住宅省（Ministry of Housing and Public Works：MOPH）に属する水源資源・

河川管理を主幹業務とする組織である。主に上水と河川管理の政策策定・実施監督、地域水

利庁（Regional Water Authorities：ARAs）が観測収集する水文データのデータベース構築と

水文プロダクトの提供等を担う。ARAs は全域に 5 カ所（ARA Sul, ARA Centro, ARA Zambeze, 

ARA Centro Norte, ARA Norte）の都市部に本部を置き、流域管理事務所（Basin Management 

Office）を各地に有し、水文データの観測・収集と DNA への報告を行う。 

  (2) 水文データとプロダクト 

観測・データ収集は雨季や洪水頻発期である 11 月上旬～4 月下旬に集中して行われる。 

表 ３－１２ DNA が発表する水文プロダクトの概要 

プロダクト種 概要 主要パラメータ ﾄﾞｷｭﾒﾝﾄ型式 頻度 主な受信者 

Regional Bulletin 5 地域 ARA の観

測水文データ記

録 

24 時間雨量 

河川水位 

ダム水入出量 

ダム水位 

画像データ 

電子ファイル 

ハードコピー 

毎月 DNA 

（データベース） 

National Bulletin 雨季に発表する

水文情報、ARA

の Regional 

Bulletin の総括 

電子ファイル 

ハードコピー 

毎日 MOPH，INAM, INGC, 

自然災害管理 NGO

（赤十字など）、 

国際組織など多様。 

International 

Bulletin 

基本的には

National Bulletin

の英訳 

HYDSTRA * 

デジタルデー

タ 

適宜 SADC 含む他国の水

文組織 

出所：DNA 聴き取り調査（2014 年 7 月） 

注：* HYDSTRA は南アフリカ共同体（SADC）に属する全水文組織が利用する水文データ管理ソフト。 

 

                                                        
13 DNA への聴き取り調査（2014 年 7 月） 
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地図出所：The Limpopo River Awareness Kit（2014 年） 

[平常時の水文データ提出の概要] 

ARA と流域管理事務所間： 

ARA は各地の流域管理事務所へデータ

記録様式のエクセルファイルを送付す

る。流域管理事務所は観測水利データを

上記エクセル様式へ入力して所属の

ARA 本部へ提出する。この作業には数週

間から数か月かかるとされる。 

ARA と DNA 間： 

ARA は流域管理事務所からのデータを

纏め DNA 本部へ報告・提出する。これ

は毎月行われる。 

DNA と INAM 間： 

DNA は INAM から受領した観測データ

記録様式 2 種を毎月 INAM に提出する。 

図 ３-４ ARA の 5 地区図 

 

 ３－３－３ 早期警報・災害対応に係る組織（INCG）14 

  (1) 組織活動・責務  

INGC は 1999 に設立された地方行政管理省（MAE）の所轄の防災調整組織である。災害

リスク・モニタリングや情報収集・統計を担うほか、多様な分野・セクター関係者と連携し

た災害へのレスポンスと防災・人命と財産損失の低減を図り、早期警報体制の実施調整や災

害リスク地域に暮らす市民への防災意識の向上を担う。マプトの中央センタ―に加えて、

Vilankulos と Caia および Nakala に CENOE を 3 カ所設置しており（後述の（3）を参照）、

Vilankulosはサイクロンと旱魃、Caiaは洪水、Nakalaはサイクロンの監視と対応調整を担う。

又、各地域に複合センター（CERUM）を設置し旱魃の減災を図る。市民社会への救援では、

コミュニティー防災を担う地域災害管理委員会（ local committees for Disaster Risk 

Management）と連携した活動調整を行う。 

  (2) 水文・気象データと分析 

2006 年発表の NAPA に言及されたとおり、緊急時に留まらず、防災・減災には平常時か

らの水文・気象データに基づくリスク分析が必要であり、これは INGC の重要な役割の一つ

となっている。他方、水文気象観測網が関係者間にて十分かつ効果的に活用されていないこ

とや、データを受領する INGC 側にデータ分析技術・知見が十分でないなどの課題があると

指摘されている。15
 

                                                        
14 INGC への聴き取り調査（2014 年 7 月）、及び INGC Website: http://www.ingc.gov.mz 
15 第 3 章 3-5-3 に紹介する WB-NDF 共同出資事業はこの点を課題とした状況分析を行い協力事業の妥当性を説明している。 

http://www.ingc.gov.mz/
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図 ３-５ INGC-INAM-DNA 間のデータ共有概要 

 

INGC が INAM から定期的に受領するデータは 24 時間ごと降水量、最高・最低気温、風

強の 3 種である（風向と風速は含まない）。データは Email（電子ファイル添付）、FAX、SMS

により交換されるが。毎年「雨季とサイクロンの防災計画」（Disaster management plan for 

Rainy season and Cyclons）を取り纏めるほか、先ごろ防災 10 ヵ年計画を策定した。各自治

体にはこれら計画に基づいた行政サービスが義務付けられている。 

  (3) 国家災害緊急対応センター（CENOE）の業務体制16
 

3 交代シフト 24 時間体制勤務でサイクロン、洪水、旱魃を中心とした監視・対応準備を

行う。警告・警報時には INAM と密な情報交換を進め自治体への通報と対応協議を進める。

マプトのオペレーションルームではインターネット通信により世界の災害リスク監視サイ

ト（サイクロン、地震、洪水、津波等）にアクセスし通報をモニターするほか、世界各国と

国際監視センターからも情報を受信し、自国のリスク分析を行い、緊急対応に備える。 

CENOE は緊急対応の総合窓口であり、①情報と計画、②通信、③インフラ、④福祉サー

ビスの 4 部門の各部門の省庁・NGO・行政・市民団体・メディアから、計画の運用に係る

提案を協議・聴取して政府決定の通達や指揮の調整を行う。 

部門別関係者は次のとおり。 

                                                        
16 República de Moçambique Conselho de Ministros, Octubro de 2006, Establecimento e Funcionamento do Centro Nacional Oprativo de 

Emergência（CENOE）（CENOE の設立責務） 

地域水利庁 

（ARAs / MOPH） 

国家災害管理局（INGC） 

データベース入力、災害統計整備、気候傾向分析 

水文気象データの提供ライン 

 通常業務 

 許可ベース 
公共事業住宅省 

国家水利総局 

（DNA / MOPH） 

運輸通信省・国家気象局 

（INAM / MOTC） 

データ種/パラメータ 

定期： 
各地域（全 5 地域）の水
文データ（流域事務所を
通じた 24 時間降水量, 河
川水位 , ダム水入出量 , 
ダム水位） 

 

定期： 
水文データ（24 時間雨
量 , 河川水位 , ダム水
入出量, ダム水 

毎日：24 時間降水量、 
  最低最高気温、風強度 

警報時：サイクロン、暴風等 

緊急時：各 ARA からの雨量,  
河川水位, ダム水入出量, ダム
水位情報（DNA の許可下） 

月 1 回： 
最高最低気温、風向、雲の様子、 
天気概況など。（INAM 定型様式） 
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図 ３-６ CENOE の部門別関係者 

出所：Establecimento e Funcionamento do Centro Nacional Oprativo de Emergência（CENOE）, ANEXO 2 a） 

 

甚大な災害発生すなわち早期警報体制時に、南アフリカ開発共同体（South African 

Development Community：SADC）へいち早く連絡を取り付けて SADC の水文気象データを

収集、シナリオを分析し対応を検討する。これは国際河川（tranboudary rivers）が広がるモ

ザンビークにとって河川上流域のデータが影響分析とレスポンス判断に極めて重要となる

ことと、周辺国間の相互影響も課題であるからである。又、迅速にリスク度を理解して適切

な対応に当たるよう災害発生・警告（Alert）時のリスクを色区分している。平常時・低リ

スクは緑、悪天候予報発表時・中リスクは黄色、緊急速報発表時・高リスクはオレンジ、人

的物的損失が確認された災害発生時・最高リスクは赤で示される（スタッフは色別ベストを

着用）。防災法でもこれが明記・制度化された。 

３－４ 我が国の支援実績 

 ３－４－１ 防災・気象分野の支援方針 

我が国は、近年世界で自然災害が増加し持続的開発の阻害要因となっている状況や、災害対

応力と減災が重要課題であること、及び我が国が防災分野の高い技術を誇ることを鑑みて、気

象技術を含む同分野の協力を拡大している。2000~2011 年度 10 年には、監視技術（気象観測・

予警報、地震・火山監視、地すべりモニタリングなど）、防災計画策定（災害リスクマップ、

地域防災計画など）、緊急対応に係る技術協力が 147 ヶ国を対象に実施された（のべ約 475.3 億

CENOE 

（調整窓口/ 

Focal Point） 

Sector I  

情報と計画 

Sector III 

インフラ 

Sector II 
通信 

Sector IV 

福祉サービス 

部 門 担当組織など 役 割 

計画立案 

情報普及 

活動財源の確保 

運輸交通 
公共工事 

エンジニアリング 

エネルギー 

福祉支援 
保健医療サービス 

食糧 

ボランティアと 

寄付の受入れ管理 

資機材保守管理 

INGC ｳｪﾌﾞｻｲﾄ更新 

定期広報紙の発行 

広報・市民交流 

代表：計画開発省 
協力組織：農業省、財務省、外務協

力省、国家気象局、国家水利総局、

国家地理院、地図リモートセンシン

グセンター、内閣情報室 

代表：内閣情報室 
協力組織：国家災害管理局、社会通

信局、国営テレビ局、国営ラジオ局、

ジャーナリスト協会、他通信関係者 

代表：公共事業住宅省 

協力組織：運輸通信省、観光省、MDN、

科学技術省、エネルギー省、防衛省、

内務省、社会通局、国家通信局、国家

道路管理局、上水・資産投資基金 

代表：保健省 
協力組織：内務省、地方行政管理省、

女性社会行動省、青少年スポーツ

省、通商産業省、大統領夫人事務所、

UNDP、赤十字、UNICEF 
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円）。17
 

アフリカ地域へは、第 5 回東京-アフリカ会議（TICAD, 2013）にて「気候変動・気象分野の

戦略策定と人材能力強化協力を進める」（横浜行動計画 2013-2017）ことを宣言し、自然災害に

脆弱な低中所得国の経済成長を優先的な支援項目とする。 

 ３－４－２ 対モザンビーク国への協力実績18 

日本のモザンビーク支援は、1975 年時の災害緊急援助（経済協力）を始めとして、1990 年

代以降には食糧援助のほか地方給水、医療、運輸通信分野などで無償資金協力や技術協力が実

施されてきた。有償資金協力の開始は 2006 年度からである。2012 年度の政府開発援助（ODA）

実績は無償資金協力が 24.18 百万ドル、技術協力が 31.57 百万ドルとなり、JICA による有償資

金協力の 2012 年実行額は 10.86 億円、無償資金協力は 38.61 億円となった。 

我が国はモザンビーク政府が「貧困削減活動計画（PARP）」（2011 年）を採択して経済発展

と貧困削減を目標とする点、経済発展のポテンシャルを有する点、周辺諸国との通商のゲータ

ウェイでありかつ地域経済の発展に資する資源を有すること等を踏まえ、①回廊開発を含む地

域経済活性化、②人間開発、③防災・気候変動対策を重点支援分野としている。 

表 ３－１３ 我が国の対モザンビークの主な防災・気候変動同分野の協力実績と計画 

（2010 年度以降） 

事業名 形態 モザンビーク側実施機関 期間・工期 協力額 

災害リスク管理組織能力強化

支援（水文・水資源関連） 

個別専門家 公共事業住宅省・国家水利局 

及び地域水資源管理事務局 

2014 年～ 

開始～2 年間 

N.A 

気候変動に伴う沿岸のリスク

軽減 

個別専門家 

（科学技術） 

環境問題調整省 

沿岸域持続的開発センター 

2010 年 9 月~ 

2012 年 9 月 

N.A. 

REDD+モニタリングのため

の持続可能な森林資源情報プ

ラットフォーム整備プロジェ

クト 

開発計画調査型

技術協力 

農業省・土地森林局 2012 年 7 月~ 

2017 年 6 月 

5.0 億円 

(事前評価時) 

森林管理能力強化アドバイザ

ー 

個別専門家 農業省・土地森林局 2010 年 8 月~ 

2014 年 8 月 

N.A. 

森林保全計画 無償資金協力 農業省・土地森林局 2010 年度~ 

2012 年度 

6.19 億円 

（供与額） 

出所：外務省「対モザンビーク国・国別展開計画」（2014 年 9 月）、JICA HP 事業評価実績およびノレッジサイトによる各

案件情報（2013 年 6 月時掲載）、及び JICA 地球環境部情報（2014 年 6 月時）。 

注：協力額には、モザンビーク側の負担経費を含まない。 

 

モザンビークにおいては温室効果ガス排出削減と森林資源保全など環境と経済の両立が重

要であり、又災害リスクマネージメント確立は大きな課題である。このため我が国/JICA は「緩

和」と「適応」の双方面から、技術協力、無償資金協力、海外青年協力隊支援（環境分野 JOCV）

スキームを用いた防災・気候変動プログラムの支援とともに、被支援国のニーズや協力成果の

                                                        
17 JICA 地球環境部「課題別事業成果」（2012 年 6 月版） 
18 「国別データブック[46]モザンビーク」（外務省 2013 年）、「対モザンビーク共和国国別支援計画・事業展開計画」（外務省/JICA 

2012 年）。 
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進展に応じた協力を進めている。具体的には、上表に挙げた REDD+レッドプラス（開発調査

型技術協力）、森林保全計画（無償）、森林管理強化（専門家派遣）では UNFCCC に基づく地球

温暖化防止に協力し、同国の持続的森林保全の管理技術を高めて CO2 排出の低減や森林 CO2

吸収量の増大を長期的に目指した。続いて気候変動に伴う沿岸のリスク軽減（個別専門家）で

は、海岸浸食メカニズム把握技術の育成を通じた総合的沿岸管理能力の向上を支援した。更に、

（本年度新規案件の）災害リスク管理（個別専門家）では流域河川管理・水利組織および水資

源管理組織の防災知見と計画策定の技術強化を支援することで同国の防災行政の確立支援を

計画している。 

３－５ 関係ドナーによる支援実績・動向 

 ３－５－１ 対モザンビーク国の援助動向 

二国間経済協力の規模（額）は米国が過去 5 年連続トップで、2011 年度実績は米国（387.01

百万ドル）、ポルトガル（219.19 百万ドル）、英国（186.40 百万ドル）、カナダ（129.81 百万ド

ル）、デンマーク（113.25 百万ドル）が続く。国際機関の援助動向では、2009 年まで低金利・

長期貸付を中心とする国際開発協会（International Development Association：IDA）がトップで

あったが、2010 年以降は欧州連合関連機関（EU institutions）が 1 位である。2011 年度支援実

績の上位 5 位は EU institutions（153.25 百万ドル）、IDA（95.79 百万ドル）19、アフリカ開発基

金（AfDF, 56.07 百万ドル）、ユニセフ（16.51 百万ドル）、世界エイズ・結核・マラリア対策基金

（GFATM, 11.41 百万）である。 

本技プロと関連性の高い事業には、後述する世銀や北欧開発基金（Nordic Development Fund：

NDF）20 の共同出資事業、および世銀が運営する世界防災ファシリティ（Global Facility to 

Disaster Reducation and Recovery：GFDRR）21
 の協力が特記される。 

このほか、広く気候変動適応・防災を対象とする組織と事業には、UNDP による世界環境フ

ァシリティ―/GEF 基金を用いた NAPA の策定支援や INGC と内務地方行政省をカウンターパ

ートとした防災・減災・早期警報体制整備など、UNICEF による学校とコミュニティーをター

ゲットとした防災・災害対応など、及び GIZ による INGC と自治体をカウンターパートとした

地方防災協議会設立支援、コミュニティーベース防災などが、挙げられる。 

 ３－５－２ 開発パートナー協調の状況22 

主要ドナー組織とモザンビーク政府の双方で援助覚書が交わされ、開発パートナーグループ

（DPG）会合を通じた定期的な情報共有がある。中でも、財政支援を担う主要 16 組織はプログ

ラム支援パートナー（Programme Aid Partners：PAPs）としてモザンビークと MOU を締結して

PAPs 枠組みに基づく中期財政計画や公共財政管理の政策提言を担う。PAPs メンバー間の情報

                                                        
19 IDA：http://www.worldbank.org/ida/。最貧国を対象に補助金・低金利借款・無償資金協力がある。 
20 NDF（Nordic Development Fund）は低所得低開発国の気候変動適応策の支援を目的としてデンマーク、フィンランド、アイ

スランド、ノルウェイ、スウェーデンの 5 ヵ国により 1989 年に設立された基金。出所：NDF ウェブサイト http://www.ndf.fi/ 
21 2005 年国連防災世界会議「兵庫行動枠組」実施促進とともに災害に脆弱な低中所得国への防災復興支援を目的に 2006 年 9 

月に世銀主導で設立された協力枠組み。2014 年現在の参加組織は 41 か国と 8 国際機関で、 日本は 2007 年度に 6 百万ドル

を拠出し CG（Consultative Group）メンバーとして参加した実績がある。 
22 Programme Aid Partners（PAPs）http://www.pap.org.mz/ 

http://www.worldbank.org/ida/
http://ja.wikipedia.org/w/index.php?title=%E4%BD%8E%E9%87%91%E5%88%A9%E5%80%9F%E6%AC%BE&action=edit&redlink=1
http://www.ndf.fi/
http://www.pap.org.mz/
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共有は活発である。 

環境・防災・気象等分野での支援組織は人道支援国別チーム（HCT）の緊急援助・防災会合

が不定期に催されており、気候変動・水資源分野では 2 カ月毎の定例会がある。他方、気象・

水文（河川管理）分野の援助グループ会合はなく、情報交換は頻繁でないとのことである。23
 

表 ３－１４ PAPs メンバー（2014 年 4 月時） 

◆ 一般財政支援を担う常時メンバー（16 組織）：アフリカ開発銀行（ADB）、オーストリア、カナ

ダ、デンマーク、EC、フィンランド、フランス、ドイツ、アイルランド、イタリア、ノルウェイ、

ポルトガル、スウェーデン、スイス、英国、世銀 

◆ 外部メンバー：国際通貨基金（IMF） 

◆ 準メンバー：ベルギー、スペイン、米国、国連機関、オランダ 

出所：Programme Aid Partners（PAPs）2014 年 4 月署名 MOU 

 ３－５－３ JICA 技プロと関連性の高い事業  

  (1) PPCR -Hydro-Met プロジェクト（世銀・北欧開発基金） 

   1) プロジェクト概要 

世界銀行（World Bank：WB）と NDF の共同出資事業「気候変動対応能力パイロットプ

ログラムのための水文気象情報サービス改善」（Pilot Program for Climate Resilience: 

Transforming Hydro-Met Information Service, 2013-2018）（以下「PPCR Hydro-Met プロジェ

クト」）は24、INAM の気象観測網と DNA/ ARAs の水文観測網を再構築すべきとのニーズ

を背景に策定された事業である。短中期的に両観測網の活用により観測密度の拡大を図り、

中期的にデータ精度や予警報能力向上を、長期的に防災・経済損失低減を目指す。25 承

認時（2013 年）の事業規模は全体事業費 1,700 万ユーロ、うち NDF 出資が 500 万ユーロ、

世銀出資が 1,140 万ユーロ、モザンビーク政府負担が 114 万ユーロである。 

   2) PPCR Hydro-Met プロジェクトの指標と調達（活動・投入等）計画 

「水文気象情報サービスが強化され、適時に信頼性ある気候気象情報が地域に発表され、

経済発展を支える」ことを目標とし、2 つの成果（コンポーネント A, B）とパイロット活

動（コンポーネント C）を設定している。目標・成果の指標（表 ３－１５）と調達計画（表 

３－１６）を下に抜粋して示す。INAM に直接関わるのは目標指標、コンポーネント B の

全指標、C の該当指標である。 

  

                                                        
23 JICA モザンビーク事務所情報（2014 年 7 月）及び WB への聴き取り（2014 年 7 月） 
24 INAM や DNA など現地関係者は本事業を通常「PPCR（プロジェクト）」と呼ぶ。 
25 出所：WB, April 2013, Project Appraisal Document（final）, WB, May 2015, Procurement Plan of Transforming Hydro-Met Information 

Service, INAM 及び DNA への聴き取り調査（2014 年 7 月） 
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表 ３－１５ PPCR（Hydro-Met）の目標と成果の指標（抜粋） 

code 

プロジェクト目標 [水文気象情報サービスが強化され、適時に信
頼性ある気候気象情報が地域に発表され、経済発展を支える] の
指標（PDO） 

ベースライン
(2012) 

2016 年 

目標値 

2018 年 

目標値 

1 水文気象予報の精度が 50％改善する n/a 50% 50% 

2 早期警報体制（EWS）での気象警報・注意報のリードタイムが
50% 長くなる 

n/a 50% 50% 

3 ユーザー（メディア、ダム運転管理者、航空関係者、農業関係者）
の満足度が 70% 高まる 

n/a 60% 70% 

4 中央と地方行政における気候変動（CC, CV）の影響を考慮したこ
とによる予算編成の変更（%） 

n/a 30% 40% 

5 気候変動適応を主流化する政府の実施及び調整能力が強化され
たことを示す状況（証拠） 

MoU 

Hydro-Met 

Work Group 

Effective Effective 

6 承認されたデータ交換・実施についての省間覚書（MOU） なし 施行 施行 

 コンポーネント A の成果 [ 水文情報マネージメントの強化] の指標 

7 測量・報告がされている河川水量観測点の割合 37% 70% 85% 

8 リアルタイム・データベース入力がされている水文データの割合  0 150% 400% 

9 リアルタイム観測・報告されている水文観測点数 8 20 40 

10 国家水利総局（DNA）と地域水利庁（ARA）の職員が訓練される 0 50 70 

11 技術レビュー及び ARA のモニタリング検査結果（満足度） 0 満足 満足 

12 ARAs のコストリカバリーの累積（額） n/a ±0 0 

 コンポーネント B の成果 [気候気象情報マネージメントの強化] の指標 

13 地上気象観測点が再開し、データが通報される。 41 80 90 

14 日次天気予報がより狭い地域範囲（downscaled region）で出され
る。 

3 30 50 

15 データベースに入力されるもののうちリアルタイム気象データ
の割合 

0 150% 400% 

16 リアルタイム報告を実施する観測地点数 17 40 80 

17 全球モデル（GCM/GFM）による WMO 国際システムへの気象デ
ータの入力拡大（率） 

0 50% 50% 

18 機能する数値予報モデル数 0 1 1 

19 INAM の観測網について技術検証結果（満足度）  n/a 満足 満足 

20 研修を受けた INAM 職員（人数） 0 40 50 

21 観測データの標準、モデル、予報に係る政府規定（省令）の状況 n/a 施行 施行 

22 INAM のコストリカバリー能力（額） n/a ±0 0 

 コンポーネント C の成果 [:改善された気候気象情報の提供による災害対応力の実証（パイロット活動）] 

の指標 

23 直接裨益者数（人口） 0 2500 6000 

24 全裨益者に占める女性裨益者の割合（%） 0 1500 

（60%） 

3000 

（60%） 

25 PPCR プロジェクトで支援を受けた市民の規模（人口） 0 5000 6000 

26 災害に脆弱な世帯、地域民、企業、公的セクターのうち PPCR で
改善されたツール、機器、戦略、気候変動対応活動を行った割合
（%） 

0 70% 70% 

27 ザンベジ、リンポポ、インコマティ洪水リスク地域のターゲッ
ト・パイロット地区で、早期警報を受けることができる裨益者の
割合（%） 

0 40% 80% 

28 ガザ及びイニャンバネ州（リンポポ）のターゲット・パイロット
地区の農民のうちで、毎日の天気予報を得られる農民の割合（%） 

0 60% 80% 

29 イニャンバネ州において、天気情報を受けることができる沿岸地
域住民・裨益者の割合（%） 

0 50% 80% 

30 パイロット活動が成功裏に実施されたかかどうか（Yes or No） n/a Yes Yes  

出所：WB April 2013, Project Appraisal Document（final） 

注： 1）オリジナル文書で 2018 年迄の年別ターゲット値を設定。2）左欄 code 番号は便宜上追加したもの。 
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表 ３－１６ INAM を対象とした活動・投入の調達計画 

種別 – 

コード 

契約名 該当ｺﾝ
ﾎﾟｰﾈﾝﾄ 

概要 見積額 

USD 

入札予定 

工事- 

WK 6 

INAM の観測網修復- 小規模
工事 

B EQ-1 と直結、6 カ所の空港内観測
点と 1 カ所の AWS 

2 万 2014 年 

7 月 

機材- 

EQ 1 

INAM の観測網修復- 物品 B WK-6 の観測地点の修復に必要な
物品 

60 万 2015 年 

2 月 

機材- 

EQ 5 

早期警報体制（EWS）のモデ
リング、ソフトウェア更新。 

B EWS 改善のソフトウェア整備。 3 万 2014 年 

12 月 

機材- 

EQ 7  

INAM への車両供与 B 事業活動の車両調達。 40 万 2014 年 

6 月 

機材- 

EQ 8 

サーバー整備：共通情報シス
テム整備のためのコンサルタ
ンティングサービス（TA 3）
の一部 

A, B 中央-地域間のデータ交換環境、
共通ソフトと、データベース化の
ためのサーバー整備 

2万 5千 2014 年 

12 月 

機材- 

EQ 9 

INAM のインターネット・ブ
ロードバンド 

B 新規民間インターネット・プロバ
イダーとの契約 

3 万 2014 年 

7 月 

コンサル
タント- 

TA 2 

ARAs と INAM の観測網の継
続利用のための、実施手続の
標準化と、指針作り 

A, B ARAs 観測地点で INAM がデータ
利用可能な観測地点を特定し測
量・校正手法とデータ交換の合意
（MOU）を結ぶ 

10 万 2014 年 

12 月 

コンサル
タント- 

TA 3 

INAM, DNA, ARAs のための
共通情報システム整備の計画
づくりと実施 

A, B EQ 8 と直結。中央-地域間データ
交換環境/共通ソフト整備とデー
タベース化サーバー整備 

25 万 2015 年 

1 月 

コンサル
タント- 

TA 4 

水文気象データのエンドユー
ザー調査 

A, B プロダクト・アップグレードのた
めの、ユーザーニーズ調査 

7 万 2014 年 

8 月 

コンサル
タント- 

TA 6 

PAMT の PPCR（Hydro-Met）
事業の運営管理の技術支援 

B PAMT 事務局に従事する、PPCR

（Hydro-Met） 担当専門家 

12 万 2014 年 

5 月 

コンサル
タント- 

TA 9 

INAM パイロット活動： 

影響予測ワークショップ 

C コンポーネント B（INAM）の効
果検証パイロット活動。詳細未
定。 

2 万 2014 年 

12 月 

出所：WB May 2014, Procurement Plan of Hydro-Met Information Service、 

概要は INAM 聴取り調査（2014 年 7 月） 

 

PPCR Hydro-Met プロジェクトは入札から契約迄に約 4 カ月～1 年を要しており、事業初

年度から 2 年目はじめは調達業務と PAMT の体制整備が主要活動となっている。26
 

  (2) PSDRM（Phase I）プロジェクト（GFDRR/WB） 

   1) PSDRM（Phase I）プロジェクトの目的・概要27
 

WB が運営を行う GFDRR
28の無償資金協力「災害リスク管理プログラム支援・フェーズ 

I（2011 年 6 月締結、2014 年 12 月終了）」（Programmatic Support to Disaster Risk Management

（Phase I）Project、以下「PSDRM（Phase I）プロジェクト」とする）は「EWS を強化して

自然災害に脆弱な地域のリスク低減活動を計画すること」を目標とする事業で、実施責任

機関の INGC のほか、INAM と DNA が活動実施組織となっている。 

気象レーダーネットワーク改善は、優先度の高いコンポーネントとされ、2011 年承認時

                                                        
26 国家水利総局 DNA（PAMT コーディネーター（総括））への聴き取り（2014 年 7 月） 
27 世銀 Website, PSDRM（Phase I）資料。 
28 2005 年国連防災世界会議「兵庫行動枠組」の実施促進と災害に脆弱な低中所得国の防災・復興支援を目的に 2006 年に世銀

主導で設立された国際的な協力枠組み。2014 年現在の参加組織は 41 か国と 8 国際機関。日本は 2007 年度に 6 百万ドルを

拠出し CG（Consultative Group）メンバーとして参加した実績がある。 
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の無償資金協力総額 139 万 8 千米ドル（限度額）のうち当該部分予算は 44 万 8 千米ドル

（約 32%）である。デザインは 2013 年 6 月迄に 2 度のアメンドがあり（他の 2 種コンポ

ーネントの削除、削除分の財源を他コンポーネントへ流用など）、2014 年 7 月現在の内容

は以下のとおり。 

表 ３－１７ PSDRM-Phase I の主なコンポーネントと責任組織 

 コンポーネント 期待する主な成果 活動・投入の概要 組織 

1 気象レーダーネットワーク改善 

Improvement of Weather Radar 

Network 

雨季やサイクロンシー

ズンにユーザがリアル

タイムデータを得られ

ること。予報と早期警報

体制（EWS）の改善。 

ベイラ及びシャイシャイの気

象レーダー観測機器修復、再

開の稼働の技術支援、機材・

部品供与、研修。実施運営費

含む。 

INAM 

2 洪水リスク管理改善のための空

間情報アップデート（ライダー調

査）Updating Spatial Data for 

Improvement of Flood Risk 

Management （LIDAR） 

洪水リスク管理スコー

プ計画の特定。 

リンポポ河と河川周辺域（リ

スク地域）のライダー調査。 

技術支援、機材供与、研修、

実施運営費含む。 

DNA 

3 リスクファイナンス 

Risk Financing 

災害リスク管理基金（コ

モンファンド）枠組みの

策定。 

基金設立の枠組み準備・ドラ

フト作成に係る技術支援。研

修、実施運営費を含む。 

INGC 

4 プロジェクト管理 

Project Management 

プロジェクトを適切に

実施運営管理する。 

ナショナルコーディネーター

雇用、調達管理、財源管理、

WS実施、オフィス機器供与。 

INGC 

 

表 ３－１８ INAM を対象とする主な調達（2013 年 6 月アメンド調達計画） 

種別 調達名 概要 2013 年 7 月時状況 

機材 -1  ディスドロメーター供

与・設置 

レーダー観測値との比較・補正のための降雨

計（ディスドロメーター）の設置。使用方法・

保守管理の指導（メーカー保証分）。 

契約開始、実施中。 

4 機を設置済み。 

機材 -2  レーダー観測機材供

与・設置・保守管理 

気象レーダー修復に必要な機材（UPS など）

の設置、部品交換、運転指導・研修（メーカ

ー保証分）、運転経費など。 

契約開始、実施中。 

研修/WS 修士課程研究・奨学金 レーダー観測技術を含む研究に係る奨学金。 実施終了。（職員の

部署名・氏名は未確

認） 

出所：上記２表とも WB, March 2011, Environmental and Social management Plan（ESMP）Programmatic Support to Disaster Risk 

Management – Phase I, Mozambique, WB, Revised Procurement Plan June, 2013, Programmatic Support to Disaster Risk 

Management in Mozambique – Phase I, GFDRR Track II（79156） 

 

   2) INAM 対象部分の活動・投入状況（2014 年 7～8 月時）29
 

    a) レーダー観測システムの修復（ベイラ、シャイシャイ） 

PSDRM（Phase I）プロジェクトにより 2014 年 5 月～7 月にシステム機器メーカー（ド

イツ）Gematronik 社員が来モし、不具合検査、UPS 設置、交換部品の確認を行った。そ

の結果、ベイラのレーダー観測システムは交換部品（wave gauge）の手配が行われた。

埃塵によるアンテナ不具合や電力不足（停電）など INAM 側に起因する課題・問題が残

るとされる。 

                                                        
29 INAM への聴き取り・レーダー観測所視察調査（2014 年 7 月） 
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シャイシャイのレーダー観測システムの機器修繕は終了したが、INAM 側の通信環境

問題で観測とマプト（本院）へのデータ送信は再開していない。（年内 12 月に送信開始

の予定） 

    b) ディスドロメーターの設置 

シャイシャイに 1 台、ベイラに 1 台、ガザ州内に 2 台、計 4 台のディスドロメーター

が設置された。製品はレーダー関連機器と同じ Gematronik である。PSDRM プロジェク

ト（Phase I）の 2011 年時計画は 10 台の設置を予定しているため今後追加設置される可

能性もある。なおディスドロメーター設置の目的は、降雨中の雨滴粒径分布や降雨の強

度を測定し、これによる地上雨量観測とレーダー観測値の比較・補正を行い及びレーダ

ー観測の降雨強度推定式の最適定数の設定に役立てるとのこと。 

    c) レーダー観測システム保守点検活動 

INAM によれば、PSDRM プロジェクト（Phase I）で予定するレーダー観測システムの

保守管理活動はメーカー（Gematronik）保証のアフターセールス・サービス範囲のみと

なる。 

    d) PSDRM（Phase I）プロジェクトの完了予定 

PSDRM（Phase I）プロジェクトの完了（closing date）予定は 2014 年 12 月末。完了後

の半年以内に完了報告書を提出することが義務づけられているため、予定どおりの工程

であれば 2015 年内に事業成果を文書で把握できる見込みである。 
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第４章 気象業務の現状と課題 

４－１ 地上気象観測 

 ４－１－１ 観測網 

独立（1975 年）後の内戦を経て多くのインフラが破損され、社会基盤インフラへの整備が優

先される中で気象分野の整備が遅れたという歴史的背景の影響を未だ受けているようである。 

手動（マニュアル）による地上気象観測はマプトの気象院本院を含め 33 の地方測候所、及

び 12 の農業気象観測所および 41 の気候観測所、そして 6 カ所の AWS（全 6 機/6 カ所故障中）、

6 カ所の航空気象観測所（AWOS；うち 2 機/2 カ所は修理中）、14 の自動気候観測所が展開され

ている。これらの状況を下表に示す。30
 

表 ４－１ 地上観測所の設置数 

タイプ 1975 2000 2011 2014 

有人観測所  Manned Stations 29 16 29 33 

航空気象自動観測ステーション（AWOS）（上記地点に含まれる） 0 5 6 4（2）* 

自動気象観測装置（AWS） 0 0 12 0（5）* 

有人農業気候観測所 Manned Agro-climatological Station 21 6 12 12 

有人気候観測所 Manned Climate Station 125 27 38 41 

自動気候観測所 Automatic Climate station n.a n.a n.a 14 

高層気象観測所 Upper air station 3 1 0 0 

レーダー観測 Radar station 0 0 2 2 
出所：1975, 2000, 2011 年情報は JICA「防災セクターの情報収集確認調査報告書」（2013）  

      2014 年情報は INAM 質問状回答および観測・ネットワーク部への聴き取り調査（2014 年 7 月） 

注：* （ ）内は設置があるが稼働していない数 

 

表 ４－２ AWS 一覧（2014 年 7 月現在） 

No. 観測所名 州 タイプ 状況 注 

77322 Funhalouro Inhambane AWS 破損・通信問題あり - 

67348 Zitundo Maputo AWS 動作不能 通信電波が弱い 

67288 Moba Nampula AWS 動作不能 観測所に電力がない 

67236 Muite Nampula AWS 動作不能 携帯通信が不可能 

67246 Changara Tete － 廃棄 廃棄 

67282 Morrumbala Zambezia AWS 動作不能 蓄電不足で作動できず 

 

表 ４－３ AWOS 一覧 

No. 観測所名 州 タイプ 緯度 経度 海抜 状況 

67215 Pemba C.Delgado AWOS 12º59’S 40º32’E 101m 50%稼働 

67315 Vianculos Inhambane AWOS 22º00’S 35º19’E 20m 稼働 

67341 Maputo Mavalane Maputo AWOS 25º55’S 32º34’E 39m 使用不可 

67237 Nampula Nampula AWOS 15º06’S 39º17’E n.a. 稼働不良 

67297 Beira Sofala AWOS 19º34’S 33º49’E n.a. 使用不可 

67283 Qelimane Zambezia AWOS 17ª53’S 36º53’E 6m 稼働不良 

出所：上記２表とも Rede de Estacoes Meteorologicas Automaticas, Maputo, Departamento de Manutençâo e Apoio Geral, 18 de 

Dezembro 2013（保守管理総合支援部）（観測・ネットワーク部より入手, 2014 年 7 月） 

                                                        
30 独立（1975 年）後の内戦を経て多くのインフラが破損され、社会基盤インフラへの整備が優先される中で気象分野の整備が

遅れたという歴史的背景の影響を未だ受けている。 
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図 ４-１ INAM 観測地点の状況（モザンビーク全図） 

出所：INAM の 2012 年時チャート、現状情報を反映した。 

注：1）地名を記載した 10 カ所に空港がある。 

  2）Opracionals = 稼働、Inoperacionals = 故障・修理中などで未稼働 

 ４－１－２ マニュアル観測 

  (1) 観測回数、観測体制 

33 のマニュアル観測所（Synop 観測所）がすべて WMO の SYNOP（地上実況通報式）通

報観測所である。観測時間間隔は、Synop 観測所は UTC 時間で、0000、0300、0600、0900、

1200、1500、1800 および 2100 の一日 8 回の観測を実施している。一方、農業気象観測は、

UTC 時間で、0900、1500、2100 の一日 3 回である。 

  (2) 観測要素と使用測器 

本調査中に本院において確認した観測要素と使用測器は、 

1) 雲量・雲形・視程・現在天気等（目視観測） 

Pemba 

Liching

a 

Chimoi

oa 

Tete 

Vilanculo

s 

Quelimane 

Nampula 

Beira 

XaiXai 

Inhambane 

Automatic Aeronautic 
Observation station （AWOS） 

Doppler Radar station 
Maputo

a 

凡 例 
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2) 気温、最高・最低温度、地中温度（ガラス温度計、バイメタル自記温度計） 

3) 気圧（フォルタン気圧計、空盒自記気圧計） 

4) 湿度（湿球温度計、毛髪自記湿度計） 

5) 風（3 杯風速計、風向計） 

6) 降水量（転倒ます型雨量計、貯水型自記雨量計、貯水ビン） 

7) 日照（カンベル日照計） 

8) 蒸発量（大型蒸発計）、である。 

 

以下に地上気象観測の各測器・装置の写真を示す。 

  

写真 1 観測露場 

中央が AWS の観測装置（現在は参考値として利用） 

写真 2 自記雨量計 

  

写真 3 風向風速計 

露場から離れた庁舎の屋上に設置してある。 

写真 4 百葉箱（内部の各種測器） 

中には温度計、湿球温度計、最高・最低温度計 

バイメタル式自記温度計、毛髪湿度計 
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写真 5 百葉箱内の各種測器・データログ 

  

写真 6 カンベル型日照計 

途上国において広く利用されている 

写真 7 空ごう型自記気圧計 

整備状態は良い 

  

写真 8 フォルタン型水銀気圧計（官執部屋に設置） 

（左上）全体：右壁に気圧補正表がある。 （右上）気圧計上部の読み取り部 

        （左下）気圧計下部  （右下）気圧計補正表：気圧補正値を記入した校正表 
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  (3) 観測と通報 

地上気象観測は、シフトを組んで実施している。INAM が独自に作成した観測の手順書が

あり、WMO 出版の観測マニュアル（旧版）が所蔵・利用されている。今後はこれらの手順

書や観測マニュアルを点検更新することによって正確な観測を実施する基盤を整備するこ

とが課題となる。なお、観測担当と測器の点検保守部門との連携は良好と見られた。  

 

写真 9 INAM 作成の地上気象観測の手順書 

 

写真 10 WMO から出版された観測マニュアル 

 

これらの観測は、読み取り、記録、通報のすべてが手動（マニュアル）で行われている。 

地方における観測値は、観測時間ごとに、SSB、電話、FAX などで、地区の中心測候所（ナ

ンプーラ、ベイラ、マプト）に集信され、その中心測候所で、PC に入力され、それらがイ

ンターネット（IP/VPN と言っていたが）でマプトの観測ネットワーク部に集められ、

GTS/MSS を通過して GTS ネットワークに乗せられている。 

観測ネットワーク部では、実際の地上気象観測と国内の観測所のデータを収集して

CLICOM ソフトを用いて、WMO 関係機関へ通報及びデータベース化している。31 同部の

職員数は正職員が 13 名で、他に学生が手伝いをしている。CLICOM への入力及びそれを用

                                                        
31 CLICOM（気候計算システムプロジェクト）は WMO が主導する世界気候データ・監視計画（WCDMP）の活動であり、WMO

参加国の気候データ自動管理システムの実施や維持・向上を目的とする。2014 年 7 月調査時の INAM への聴き取りによれ

ば近々ソフトウェアのバージョン・アップデートが必要となるとのことであった。 
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いたデータ管理担当は 3 名。データの入力は 1 日 3 回である。なお、入力の手順書があった。

データの品質管理は CLICOM ソフトによる。 

空港の観測データの管理は同部の Exploration section（調査課）が実施している。実際の

地上気象観測は、シフトを組んで対応。直達日射計の準器は 1 台あり、スイス・ダボスにて

検定済である。日照計はカンベル型で、地方の各官署にも設置されているが、その観測結果

のデータベース化は人手不足のため遅延気味である。そこで日射観測担当は、今回のプロジ

ェクトで日射計の供与等を要望していたが、これについては、持ち帰って検討したいと回答

したが、2000 年の洪水災害により、地方の日照計が壊れ復旧されていないのが現状であり、

また、地方における日照計の保守に関する技術向上が必要との現場からの発言もあった。日

照時間の観測データの照会は、農業関係者等からかなりの数がある模様である。 

なお、観測担当と測器の点検保守部門との連携は良好であると感じた。 

  

写真 11 地方測候所からのデータ日統計値を整理した月報 写真 12 収集観測データ入力するCLICOMソフト画面 

 

【シャイシャイ測候所】 

本調査中に地方測候所であるシャイシャイ測候所を訪問した。なお、気象レーダ観測所

がすぐの岡の上にある。 

屋上には、日射計、日照計や通信装置が設置されている。 
日射計は 2012 年に INAM の予算で購入したが 6 か月後

にはこのデータロガーが故障してしまったそうである。 

  

写真 13 シャイシャイ測候所 
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測候所敷地内に 10m 程度のポールの上に風向計、風速計が設置されている。露場には、

農業気象用に、植物の葉を模した紙を下部に張り付けた蒸発散計が置かれていた。同露場に

は地中温度計が埋設されているが柵がないため誤って踏みつけるなどして破損の恐れがあ

る。周りに柵を設けるなど、保護対策をとるように調査団から勧告したところ、所長はこれ

につき了解の意を示した。 

室内にフォルタン水銀気圧計が設置されているが、校正証書は張りつけられていなかっ

た。庁舎屋上には、日射計と日照計（カンベル型）があり。日射計のデータロガーは壊れて

いる（2012 年に設置されたが、その 6 か月後にデータロガーが故障、修理されずに放置）。

又、庁舎屋上には、レーダーサイトからの電波を受ける無線アンテナ、SSB 用、近くの水

理観測所のデータ受信用の各アンテナが設置されている。レーダーサイト間は、今後今年末

までには有線化される予定とのことである。 

観測所の職員数は 13 名で、地上気象観測は 2 交代制。観測月表は手書きのものをエクセ

ル処理する自主開発（現観測所長が開発）のソフトを利用していた。このソフトは他の観測

所 1 カ所（イニャンバネ）でも使用されているが、他の地点では未だ使用されていない。こ

のソフトを全国で共有することをマプト本院に提案してはどうかと調査団側からアドバイ

スし、本院長から「全国で使用するように」との指示が得られれば、きわめて効果的と考え

る点も調査団側から言及した。 

 ４－１－３ 自動気象観測（AWS） 

航空気象観測を目的とした自動気象観測（AWOS）は 6 カ所にあるが、質問状調査によれば

6 カ所すべてが故障中とあった。ただし、試験的に設置して動作を観察中とされる（上 6 カ所

に含まれない）マプト本院の AWS 1 台は作動している。32 AWS センサーは露場にあり、気温

と湿度センサーは室内にも一部、別に置かれている。以下写真を参照のこと。 

  

写真 14 AWS の風向風速センサー 写真 15 データロガーと雨量計および 

気温センサー 
 

                                                        
32 INAM 観測ネットワーク部によれば（聴き取り・視察調査 2014 年 7 月）、本院内露場に設置した AWS は試験的に動作状況

と利用可能性を検討しているものとのことで、観測データ収集の常時設置 AWS とは区別して観測地点数にカウントしてい

ない、とのことであった（AWS 一覧リストに挙げられていない）。 
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写真 16 露場に設置された AWS（自動気象観測装置） 

（左上）AWS センサー部の概観、（中）雨量計、温度計センサーとデータロガー  

（右上）雨量計内部（適切に管理されておらずよごれており、正確な観測が可能か懸念される） 

 
 

官執室の AWS のモニター装置（実況の表示） 官執室の AWS モニターデータの詳細表示 

 

  

写真 17 日射計と日照計（全天日射計） 写真 18 スイス・ダボスで検定された直達

日射計（室内で管理） 

 

上掲の AWS は米国の Davis Instruments Co., Ltd の Weather Link という商品名で、ドイツとブ

ラジルの援助により設置されたものとのこと。AWS の観測結果は、同部の官執部屋でモニター

され、通報観測データのリファレンスとして活用される。露場の AWS 雨量計は汚れており、

保守は不十分の模様であった。今後、AWS の（故障装置の）修復や新規設置等による観測網の

拡大が WB-NDF が支援する「PPCR プログラム：Transforming Hydro-Met Inforatmion Service」（第

3 章 3-5-3 を参照）の財源により進められる予定となっているが、修復箇所・設置個所・修復設

置数などの詳細は確定していない模様である。33 INAM は「気象開発戦略 2010～2016」（第 3

                                                        
33 INAM 及び DNA への聴き取りによれば、2014 年 7 月調査時に、コンサルタント委託による水文観測網の現状把握調査が開

始されたところであった。 
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章 3-12（4）を参照）に基づいて 2016 年内迄に AWS 観測地点を 15 カ所とする目標を掲げてい

る。34
 

風向・風速と日射・日照観測は、庁舎屋上で実施している。各測器の実際は写真のとおり。 

直達日射計の準器は 1 台あり、スイス・ダボスにて検定済。ただし、これは実際の観測では

使用されていない。日照計はカンベル型、地方の各官署にも設置されているが、その観測結果

のデータベース化は人手不足のため遅延気味。農業関係者等から、かなりの頻度での、日照時

間の観測データの照会がある模様である。35 

 ４－１－４ 測器校正 

  (1) INAM における測器校正 

地上気象観測測器の校正は、マプト本院の保守管理総合サポート部（Department of 

Maintenance & General Support, Instruments Section）が担う。ただし担当者は現在 2 名のみで

ある。準器は、気圧計が 1 台、気温・湿度計が 1 台、トラベル型（携行型）の気圧計と気温・

湿度計のキットが 1 台。各形式は下写真のとおり。 

  

写真 19 INAM の気圧計の国内準器 3 ｾﾝｻｰ付 写真 20 同左（型式が見える） 

  

写真 21 INAM の温湿度計の国内準器 写真 22 同左（型式が見える） 

 

これらの準器の校正は、モザンビーク INNOQ で 1 年に 1 回実施。「1 年に 1 回必要」の基

                                                        
34 WB・NDF の支援事業における気象観測網の拡大については、INAM の観測地点だけでなく、既存の水文観測網から利用可

能な観測地点を特定して活用することで、INAM 観測網を拡大する方法が考慮されている。 
35 INAM への聴き取り（2014 年 7 月）によれば、農業経営者向け気象情報の発表について、INAM が行うか農業省が担うか、

詳細を協議中である。現在のところ INAM は一般農民向けの農業情報を発表している。 
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準は INNOQがモザンビークの社会的自然環境的状況を勘案して定めているとのことであっ

た。各準器の校正証明書が発行されている（次頁に証明書の写真を示す）。 

地方観測所の気圧計、気温・湿度計の校正は、トラベル型準器を携行して、マプトに近

い 6 カ所で半年に１回実施している。この結果は、しっかりと残されている。 

  

写真 23 INNOQによる INAM気圧計国内準器の

校正証明書（2013 年 7 月発行） 

写真 24 INNOQによる INAM温度計国内準器の

校正証明書（2013 年 7 月発行） 

  

写真 25 各観測所の測器記録ファイル 写真 26 地方観測所の気圧計と温度計の点検

（校正）簿 
 

気圧点検槽が 1 台あるが、マプト本院に予備のフォルタン水銀気圧計があるとは思えな

いので、どのように使用しているのかは不明である（未確認）。イレギュラーな使用にとど

まっているかもしれないと推測された。恒温槽は、液槽と気槽の 2 体あるが、いずれも壊れ

ており、使用不能とのことであった。両体とも以前の WMO 関連プロジェクトで設置され

たとのことだが、詳細は不明である。 



 

－41－ 

  

写真 27 気圧計検定槽 写真 28 温湿度計検定槽 

 

地方観測所の気圧計、気温・湿度計の校正は、トラベル型準器を携行して、マプトに近

い 6 カ所で半年に１回実施している。この結果は、しっかりと残されている（写真 29、写

真 32）。 

現状を受けて、INAM からは、予定プロジェクトによるトラベル型の準器 3 式の供与希望

が出された。それらをナンプラー、ベイラに置き、巡回する観測所の拡大を計画中である。

ただしそのためには、ナンプラーとベイラの職員の校正技術者としての養成が必要であり、

今回のプロジェクトの中で、どこまで達成できるかを見極めること、及び効率的に達成して

いくことが課題となる。また、INAM では現在、アスマン通風乾湿計は 1 台も保有していな

いため、同計を供与して地方観測所の測器校正等に活用していくことが効果的な措置となろ

う。又、現在アスマン乾湿計は 1 台も保有していないことから、同計の供与と活用策のアド

バイスについても今後の検討課題となろう。 

  

写真 29 トラベル型準器 

左のボックスが気圧計（PTB330）で、画面上横においてあ

るものが温湿度プローブ（HMP155）。いずれも INNOQ の

保証ラベルが貼り付けてある。 

写真 30 トラベル（携行）

用気圧計、気温・湿度計準器 
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写真 31 INAM 測器課による地方観測所の 

校正結果を示す書類 

写真 32 点検の記録 

（次回点検までの有効期限？） 

 

  (2) 国家標準化品質研究所（INNOQ）について 

本調査（8 月 18 日午後）にて INNOQ を訪問し、温度計、気圧計の検定に関してどのよう

な環境で実施しているのか、また国際的なトレーサビリティの確保の実情を把握した。具体

的には、DIRECTOR と面談し、次事項を確認した。 

・ 現 INNOQ 施設へは昨年 9 月に移転、業務開始 

・ INNOQ は世界標準 ISO17025 ISO/IEC を取得済み 

・ INAM は国内の安心・安全のための極めて重要な機関として認識。したがって、そこか

ら依頼のあった準器の点検・校正はすべて引き受ける。準器数が増えても対応可能であ

る 

・ 「気象準器の 1 年に 1 回の点検校正」は、法律で規定されている。モザンビークは気候

が不順で測器に与える影響が大きいので、当面は 1 年点検が必要と考えている。今後調

査を継続して、その結果、準器点検校正の期間を延伸することはありうる。 

・ 気圧及び気温の国内準器は、それぞれ 2 年に 1 回、南アフリカで点検を受けている。 

・ 湿度の国内基準器はない模様。 

 

更に、各点検校正施設を見聞、各施設・装置についての説明を受けた。気象準器の校正

証明書はしっかりしたものでありコピーを入手した。INNOQ 建物も含め施設・装置、人的

能力は非常に高いものがあり、INAM の気温、気圧の国内準器の校正検定を INNOQ で行う

ことに問題はないと考える。 

４－２ 気象衛星 

INAM が現在受信可能な気象衛星は、METEOSAT-7 号と METEOSAT-8 号であるが、本調査団

の訪問時には、双方とも後述の理由で受信できていなかった。 

  (1) METEOSAT-7 号について 

HRIT（HRIT：High Rate Information Transmission の訳。高解像度データ）である。パラボ

ラアンテナによる直接受信で 15 分おきにフルディスクで受信している。表示ソフトは
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MESSIR ソフト（MFI 製；Meteo France International を用いている。ただしここ 1 カ月は、

ハードのどこかが故障しており、画像が見ることができない状況が続いている。IT 担当部

門に修理依頼をしたが、予報部門はデータ利用側なので故障個所を把握していない。後日

IT 担当者にヒアリングの予定であったが、担当者の外出中が続き、調査期間中に故障の詳

細は把握できなかった。また、METEOSAT-7 号が近い将来運用停止となることについては

予報部門は承知していなかった。 

調査団のヒアリング内容について、たった一人の職員のみが情報を持っているという事

そのものが管理上の問題点といえよう。 

  (2) METEOSAT-8 号について 

予報部門責任者にヒアリングしたが HRIT であると言っていた。受信手段についても、衛

星経由であるかランドラインであるか等について INAM 職員から明確な情報を得ることが

できず、専用線によるかもしれないとの感想を持った。 

受信後の情報処理ソフトは SYNERGIE（MFI 製）であるとのこと。現在使用している PC

に不具合があり、実際の情報表示例は確認できなかったが、ヒアリングによると、その

SYNERGIE ソフト上では、さまざまな機能があり、例えば、波長は 12 チャンネルあり、カ

ーソルを動かし任意の雲画像（ピクセルレベル）の雲頂温度が得られる、GPV データを雲

画像に重ねる、Synop データをプロットできる、ペン機能がついている、動画を作成出来る

などができるようである。しかしながら JICA 集団研修経験者によると、SATAID ほどのよ

うな高い機能性はないとのことであった。 

そこで SYNERGIE のソフト仕様を同ソフトの HP で入手して、ヒアリング結果と照合し

たが、これによるとすべての表示情報はどうやら MFI が処理した様々な画像をインターネ

ット回線で閲覧する形式であろう。従って HRIT で受信しているというのは何らかの誤解と

思われる。 

いまは、二つの気象衛星の受信が 1 カ月にわたって出来ていない。やむなくどこかの Web

サイトで気象衛星の情報を入手しているとのことだが、Web で得られる情報は、高度な利

用のためには限界がある。 

 

写真 33 左は GTS 回線接続用ｱﾝﾃﾅ、右側が METEOSAT-7 号の受信機 
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一方 SYNERGIE ソフトは、今回の調査団は実際の表示例を見ることはできなかったが、

高い機能性を持っていると思われるので、閲覧用の PC が回復すれば、本技プロでの指導ツ

ールには十分なりうると思われる。予報業務における気象衛星の重要性を考えれば、早急な

復旧があって然るべきである。 

４－３ 気象レーダー 

シャイシャイとベイラの 2 カ所にドップラーレーダーが設置されている。 

シャイシャイのレーダーは 2004年にフィンランド政府支援で設置されたドイツGenatronic製の

C バンド、ドップラーレーダーである。機器システム情報、運用予定は次のとおり。  

・ 世銀の支援プロジェクトの一環として修理が開始され本年 4 月に修理が完了したが、画

像等を伝送する回線が途絶えており、まだ稼働していない。36
 レーダーダイトから山

麓の観測所を経由して、マプトの INAM 本院で受信できるようなインターネット回線

（有線、MOVITEL）を敷設する準備をしている。本年 12 月には開通する予定。 

・ 本年 4 月に記録された修理に関するメモにれば、故障はレーダー入出力本体でなく、発

電機（generator）の配電盤のランプ切れとアンテナ駆動部の油漏れとごみつまりであっ

た模様。 

・ 現地には、メーカーの修理点検表（簿）は残されていない。 

・ 画像処理（各種パラメータの変更指示等）・画像表示用の PC の OS は WINDOWS2000

で、ディスプレイはブラウン管型である。 

・ レーダーの取り扱い説明書は英文の分冊が揃っている。 

 

気象レーダー観測棟 レーダー送受信、データ処理部 パラボラアンテナ 

   

画像表示、操作コマンド発信装置 

ディスプレイ 
取り扱い説明書（英文） 

   

写真 34 シャイシャイのレーダー観測所の機器・文書の様子 

                                                        
36 世銀が支援するシャイシャイとベイラのレーダー観測システム修理事業については、第 3 章 3-5-3（2）を参照。 



 

－45－ 

ベイラの気象レーダは 2005 年にスペインの借款により設置されたもので、シャイシャイ同様

ドイツの Genatronic 製の C バンド、ドップラーレーダーである。設置の数年後には故障し、復旧

の目途がつかないままの状況が続いてきたとされる。2012 年に（上述の、シャイシャイのレーダ

ー支援と同事業の）世銀援助により故障個所の探求と修理作業が開始されているが、部品調達に

時間がかかり稼働できずに現在に至っている。37
 

  

レーダー塔 2014 年 6 月に設置した UPS 

 

  

レーダー観測所の運営管理室内 レーダー観測所の運営管理室 

 

写真 35 ベイラのレーダー観測所 

４－４ 情報通信 

  (1) 国際間情報通信（GTS ネットワーク） 

気象現象には国境がないため、各国国家気象機関が気象予報や警報を作成するには、広

く世界の気象情報が必要になる。WMO はそのために国家気象機関を専用線で結ぶ回線（ネ

ットワーク）を古くから構築している。このネットワークを全球気象通信網（Global 

Telecommunication System：GTS、或いは GTS ネットワーク）と呼んでいる。この GTS ネッ

                                                        
37 INAM への聴き取り調査（2014 年 7 月時）によれば、本年（2014 年）10 月中には部品調達・修理完了を目指している。 
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トワークには、国家気象機関が日々業務として実施しているすべての気象関連データ、天気

情報、水文情報、気候解析およびその予測情報、津波関連情報および警報、地震パラメータ、

数値予報データなど凡そ予警報情報作成に関連する情報が流通している。 

さらに、WMO は下図のように世界を 6 地域（RA 1～RA 6）に分け、それぞれの地域ごと

に気象情報通信ハブ国を設定し、責任を持って WMO 加入国との情報配信や交換を行って

いる。 

 

図 ４-２ GTS ネットワークの概要 

 

次頁に INAM の属する RA-1（WMO アフリカ第 1 地区）の GTS ネットワーク図を示す。

INAM は図では Maputo と表示されている。Maputo は Pretoria（南アフリカ）に繋がってい

るが、この繋げる装置－接続装置－を Message Switching System（MSS）と呼ぶ。したがっ

て、国家気象院としては、各国、装置の規模に多少の差はあるものの、日々の予報や警報情

報の作成には必要な情報入手手段として欠くべからざる装置といえる。 

INAM における現用 GTS/MSS は 2010 年に、それまでの MFI の MESSIR 製（2004 年設置）

から南アフリカの NetSys 社の装置に切り替え、更新しているとのことである。UNDP の資

金で更新された。なお、データの BUFR 化はこの時に終了している。ただ、MESSIR から

NetSys 社の装置に切り替えたとは言いながら、現在はこの NetSys と MESSIR をともに利用

していて、双方の機器間関連性については本調査団の活動期間中、担当者不在等で確かな情

報は得られなかった。 

BUFR 化とは、これまでは GTS ネットワークを通じて流通していたテキスト型データを

バイナリー型データに変更されることで、このため各国気象院には早急な対応が必要になっ

ている。 

INAM の GTS/MSS の様子を次ページに示す。データ伝送能力は 64kbps で、標準的な伝送

能力である。MSS のような ICT 装置の寿命は、通常 6 年程度と言われている。これを考慮

6 つの地域区

分 
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すれば特段の問題が発生しない限りまだ更新時期には来ていない。 

 

図 ４-３ RA-1（アフリカ第 1 地区）における GTS ネットワークの状況 

 

 

写真 36 右側が GTS/MSS 
 

なお、モザンビーク国に大きな被害をもたらすサイクロンはインド洋から襲来するので、

この方面の気象情報が必要となる。ところで、マダガスカル北西方向に位置するフランスの

海外県であるレ・ユニオン島（中心都市サン=ドニ, Saint Denis）の気象官署は、世界気象監

視計画の一環として、WMO から活動特化型 RSMC
38（RSMCs with activity specialization）に

指定された気象機関で、南西インド洋に発生する熱帯低気圧に関する情報を作成し、周辺国

に情報提供を行う役目を担っている。 

一方、INAM は、レ・ユニオンからの気象観測、予報情報を GTS ネットワークから入手

可能だが、レ・ユニオンとプレトリア間の通信回線の不安定さから、入手困難の場合が多く、

このような場合は、直接レ・ユニオンの気象官署とインターネットで情報入手を行っている。 

                                                        
38 地域特別気象センター（Regional Specialezed Regional Specialized Meteorological Center：RSMC） 
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従って、特にサイクロン襲来期においては、INAM は GTS 回線の安定性ばかりではなく、

レ・ユニオンとの通信に必要なインターネット回線の安定的確保が重要な点となっている。 

  (2) 国内通信 

INAM は、モザンビークを 3 地域（南部、中部、北部）に分けてそれぞれに地方中枢を置

き、地域の観測データをいったん地方中枢でまとめてマプト本部にインターネット回線で伝

送している。 

４－５ 気象予報・注意報・警報 

気象予報・警報発表業務はマプト本院で実施。勤務体制と予報等の種類は次のとおり。  

 ４－５－１ 勤務体制 

気象予報業務は 3 チームがシフトで勤務する。警戒体制時は 24 時間体制となる。 

 

図 ４-４ INAM マプト本院・天気予報部の勤務シフト 

 

 

図 ４-５ 空港内の航空気象観測室の勤務シフト 

注：第 3 班の人員が本院と異なる。 

 

 

2 meteorologists, and 1 assistant meteorologist (3 officers)
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(06:00 - 13:00)
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図 ４-６ 緊急・警報時 

出所：INAM 質問状回答及び天気予報分析部への聴き取り調査（2014 年 7 月） 

 

 ４－５－２ 予警報の種類等 

天気情報の予報区（ゾーン）は大きく北部地区、中央地区、南部地区の 3 区分である。ただ

し最低最高気温のみ州別（全 10 州）に情報を出す。天気情報はメディア、海運・船舶関係、INGC

等へ毎日朝夕 2 回 FAX 送信される。 

警報種はサイクロン、大雨（豪雨）警報がある。短時間予報は行っていない。 

表 ４－４ INAM が発表する予報種 

種別 内容 スケジュール 方法 最終受信者 

一般天気情報 毎日の天気情報 1 日 2 回 

・午前 10 時 

・午後 16 時 

TV. ラジオ、 

Fax、Email, Website 

一般市民 

（メディアを通じて

発表） 

海洋気象予報 毎日の天気情報 1 日 2 回 

・午前 10 時 

・午後 16 時 

同上及び 

SMS（by computer） 

漁業組合 

船舶 

海運関係者、等 

飛行場予報 

（航空気象情報） 

METAR（observation） 毎時 LAN Line 空港公団 

航空会社 SPECI 適宜 GTS, SMS, Email 

TAF（forecast）  6 時間毎 GTS 

農業向け天候予報 農業経営者向け天候情報 毎月 Website, Email 一般農業者等 

出所：INAM 質問状回答及び天気予報分析部への聴き取り調査（2014 年 7 月） 

 

表 ４－５ 予報期間別 

種別 予報時間間 主なプロダクト 

Short range 短期予報 24～48 時間毎  毎日の天気情報、悪天情報 

24～72 時間毎 同上 

Medium range 中期予報 毎月（一月毎）  農業天候情報（月 1 回） 

3 カ月毎 雨季の天気予報（アップデート） 

Long range 長期予報 6 カ月毎 雨季の天気予報  

出所：INAM 質問状回答及び天気予報分析部への聴き取り調査（2014 年 7 月） 

 

表 ４－６ サイクロン警告・警報の基準 

風速等による区別・リスクレベル 

（1＜5） 最大瞬間風速 風速 名称 

1 63-88km/h 90-124km/h Moderate tropical tempest 

2 89-117km/h 125-165km/h Severe tropical tempest 

3 118-165km/h 166-233km/h Tropical cyclone 

4 166-212km/h 234-299km/h Intense tropical cyclone 

5 212km/h 以上 300km/h 以上 Very intense tropical cyclone 

出所：INAM ウェブサイト（2014 年 8 月掲載） 

 

4 meteorologists, and 2 ～3 officers (6-7 officers)

19 20 21 2224
00
24 1 221 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 2317 18
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表 ４－７ 接近までの時間による区別・リスクレベル 

警告段階 判断基準 対応についての助言 

青色 24～48 時間内に地域に影響を

与える強風 

物・フェンス等設備が風に飛ばされることの内容確認し、工場等

は特別な作業手続きの体制を取ること。 

黄色 24 時間内に地域に影響を与え

る強風あるいは暴風雨 

扉・窓を確実に閉め非常時備えて飲料水・食糧を確保する。学校・

工場は休校・休業する。洪水被害の恐れがある地域は避難する。

船舶は停泊し安全を確保する。今後の警報に注意する。 

赤色 6 時間内に地域に影響を及ぼす

強風或いは、警報時に既に影響

を及ぼしている状況 

扉・窓を確実に閉め最終の安全を確保し屋内に留まる。屋外は通

行が閉鎖される。ラジオ緊急放送を常時つけ聞き取る。 

出所：INAM ウェブサイト（2014 年 8 月掲載） 

 ４－５－３ 予報業務の実際 

予報現場に設置されているシステム（装置）等の現状は、次のとおり。 

  (1) NET SYSEM 社（南アフリカ）による MHS NET 

・ 2012 年に購入して運用開始 

・ SYNOP 電報のコーディングとデコーディング、それらの表示，そのほかの機能もあり 

  (2) WFDP METgram（南アフリカ気象局製） 

・ プレストリアの南アフリカ気象局からインターネットで受信（パスワード必要）  

・ ECMWF（欧州中期気象予報センター）の数値予報モデルの出力を用いた南アフリカ

地域のリージョナルな予報を提供、雲量、各高度の気温・湿度、降水量、風速等を画

像で表示、観測点に一番近い GPV も表示、ただし、プレストリア－マプト間のインタ

ーネット回線速度は遅く難あり、気象衛星画像から降水量に変換したデータもみられ

る。 

  (3) MESSIR（メテオフランス製） 

・ 2004 年に契約、契約後は永年使用可能とのこと。 

・ ECMWF の GPV の画像表示 

・ 地上観測データのプロットと等値線の描画 

・ 衛星の利用については、次のことが判明した。 

・ EUMETSAT（欧州気象衛星開発機構）による衛星 METEOSAT 7 号と 8 号について受

画（MESSIR に 15 分おきに表示）していたが、7 号は 7 月 21 日から受画できていな

い。理由については IT 担当に聞かなければわからない。8 号については HLIT 画像を

SYNERGIE（メテオフランス製ソフト）で、GOES 画像、数値予想図などとともに表

示できていたが、PC の故障のため、今は受画できていない。復旧のメドは不明。

SYNERGIE では、8 号の 12 チャンネルすべてにアクセスできていた。また、雲画像と

数値予想図の重ね合わせもできた。 

  (4) UK 国内の民間気象会社（passage weather.com）のホームページの表示 

・ 各高度の数値予報画像を表示 

・ 気象衛星画像も表示、数値予報とのマージン画像も表示可能 

・ 先に提出された質問票の答えには、ブラジル気象局及びドイツ気象局から提供された

それぞれの地域数値予報モデル（BRAMS と HRM）を運用しているとあったが、これ
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については、その運用状況について、明確に確認できなかった。 

・ MOS（Model Output Statistic）などの量的予報ガイダンスの作成にはアーカイブされた

数値予報の GPV データが不可欠だが、GPV のテキスト形式のデータはアーカイブし

ていない。また、数値予報 GPV を利用して、何かしたこともない。 

・ INAM のインターネット回線の増強を計画している。現在は１GB/bps だが、これを４

GB に増強することにしている。8 月中にも改善される予定。 

・ 地上天気図は 1 日 1 回、手書きしているとのこと、45 分かけて作成しているとのこと。 

・ 予報の方法・手順書を提出させた。1 枚紙のフロー図あり。 

・ 天気予報や警報の伝達手段は、Email、FAX，SMS（試験中）による。ラジオやテレビ

に INAM の担当気象官が出演して解説することもある。 

・ 警報の基準の存否については、現時点では不明。 

 

SSB 無線機 各表示装置（NET SYSTEM） 

  

MESSIR SWFP Metgram 

  

写真 37 予報現場に設置されている各装置 
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INAM が発表している注意報、警報情報は以下のとおりである。 

① サイクロン情報 

② 大雨注意報、警報 

③ 強風（雷雨含む）注意報、警報 

④ 高温情報 

⑤ 雹 

⑥ 海上気象 

 

これらの情報は、以下の手段で関係機関に配信される。 

① FAX 

② email 

③ 電話 

④ SMS（今のところ、関係省庁の幹部へ試験的に配信されている） 

⑤ Website 

 

なお、ラジオでは、毎日電話でラジオインタビューの形で国民に伝えられる。 

また、異常時は、TV 局のスタジオに赴き解説が行われる。 
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第５章 プロジェクトの基本計画 

５－１ 基本計画 

本技術協力プロジェクトは、INAM 本院及び地方観測所のスタッフを対象に、気象観測能力の

向上、気象予警報能力の向上を目指すことにより、品質管理された気象データを用いて予警報の

改善を図り、もって自然災害に脆弱なモザンビークの自然災害対応能力の向上に寄与することを

目的とする。 

モザンビーク側との合意内容（M/M Attached Document No. 1~No.7）を含む基本計画は次のとお

り。附属資料 1.「ミニッツ署名文書（英文）」を参照のこと。 

  (1) プロジェクト名称 

プロジェクト名称を、以下の名称に変更することとする。 

和名： 気象観測及び予警報能力向上プロジェクト 

英名： Project for the Capacity Enhancement of Meteorological Observation, Weather 

Forecasting and Warning 

  (2) 実施組織 

INAM が本プロジェクトの実施組織とする。 

  (3) 受益者・裨益規模 

・ 直接受益者（ターゲットグループ）： INAM の職員〔本院職員約 114 名（専門職 48 名）、

地方職員約 212 名〕 

・ 最終裨益者・規模：モザンビーク国全域（約 80 万平方キロメートル）、人口約 3 千万

人（人口増加率 1.38％による推計） 

  (4) 事業スケジュール 

事業期間は開始より 32 カ月。（開始年月日は専門家の第一次派遣第 1 日目とする） 

  (5) プロジェクトデザインマトリックス（PDM） 

本事業の実施運営管理、モニタリングと評価は、（協議により作成した）PDM と PO を基

本資料として用いる。PDM と PO はプロジェクト実施過程において必要に応じ双方の合意

のもとで改訂されうる。 

  (6) 討議議事録（R/D） 

JICA 本部の最終決裁を得たのち及びプロジェクト開始前に、両国側は協力枠組みに係る

実施討議を行い内容を R/D 文書に取り纏め署名・合意する。 

  (7) 合同調整委員会（JCC） 

両国の関係者をメンバーとする JCC を設置し、年 1 回及び必要に応じて会合を開催し次

事項を協議する。 
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 PDM と PO に準拠した年間活動計画をスーパーバイズする。 

 プロジェクトの年間および全体進捗を検証し、年間実績と目標達成状況を評価する。  

 プロジェクトに関連して発生した多様な課題についての解決・対処を検討・特定する。 

 プロジェクト実施過程で PDM 内容を評価し必要な改訂を提案する。 

  (8) 投入 

[モザンビーク側投入] 

1）人材配置（アサインメント） 

・ プロジェクトダイレクター（INAM 長官） 

・ プロジェクトマネージャー（INAM 研修・組織開発部長） 

・ プロジェクトオフィサー（プロマネ補佐） 

 

なお、INAM は効果的に事業を見据え、適切な資質の INAM 職員を（JICA 専門家の） カ

ウンターパートとして配置する。 

2）予算措置 

以下経費は INAM 側で措置・手配するものとする。 

a. カウンターパート職員の運営管理関連費。 

b. カウンターパート職員のモザンビーク国内研修・活動のための国内出張旅費・日当。

ただし万一 INAM による負担が困難な場合は JICA 側からの支出を考慮する。 

c. INAM 各事務所の光熱費・通信費。 

d. 調達予定の機材保守管理・運転経費（JICA 専門家が使用する車輛燃料費は除く）。 

e. 調達予定機材の関税の免税。 

 

3）執務室等の施設・設備手配 

INAM はモザンビーク国での（JICA 専門家、カウンターパートの）執務スペースおよび

事務備品や電話・インターネット通信ファシリティを準備し、機器の保管スペースと併せ

て提供するものとする。 

4）関係者間調整 

DNA、INGC、WB など関係組織との必要な調整は基本的に INAM が主導して進めるも

のとする。 

[日本側投入] 

1）JICA 専門家とコンサルタントの派遣 

・ チーフアドバイザー1 名 

・ コンサルタント（地上気象観測、気象レーダー観測、気象予報） 

2）機材 

・ 可搬型気象観測準器、アスマン通風乾湿計、事務機器（PC、プリンター）、車両 

3）本邦研修の企画・実施運営 

・ 国連世界防災会議への出席 

・ 可搬型準器の気象測器検定試験センター（つくば）による検定への同行参加 
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・ 気象予報に関する研修参加 

4）協力額 

約 1 億円（暫定） 

５－２ 特記すべき協議事項 

基本計画の協議に関し特記事項は次のとおり。（M/M Attached Document No.8） 

  (1) 討議議事録（R/D）の署名 

本年 12 月の事業開始に向けて、R/D の合意署名を本年 9 月末迄に終えるよう図る。 

  (2) レーダー観測への協力 

日・モ双方は、レーダー観測関連活動が気象レーダーの点検やデータ品質管理およびデ

ータの予報利用に資することを理解し、レーダー観測システムの保守・修理経費は、観測シ

ステム製造会社による保証期間サービスを含む INAM 側の負担とすることを合意した。 

日本側は、プロジェクト効果の最大化を図るためにシャイシャイとベイラのレーダー観

測システムの修理と観測再開を速やかに行うよう INAM に提言し、INAM 側もこれを加速

する意向を示した。レーダー観測所の観測および稼働の従事職員のアサインについてはプロ

ジェクト開始直後のベースライン調査の結果をうけて判断することとなった。 

  (3) 測器の比較補正・校正への協力 

INAM から、ベイラとナンプラに設置予定の地域予報センターに比較校正セクションを設

ける予定である旨が説明された。これを受け、本プロジェクトにより調達予定の比較補正・

校正を用途とする機材は両センターの当該セクションに配置できるのが望ましいという点

で相互理解を得た。 

  (4) ベースライン調査の内容 

プロジェクト開始後 3～4 ヵ月の間に次を目的とするベースライン調査を実施する。 

・ INAM 本院及び地域観測所の現状と業務能力を把握する。 

・ プロジェクト成果と指標の再確認 

・ 調達機材の選定 

・ 研修・セミナーの企画立案 

  (5) ローカルアシスタントの配置 

JICA モザンビーク事務所は JICA 専門家の活動の補佐を行うローカルアシスタントを雇

用すること、及び同ローカルアシスタントは本プロジェクトのほか「災害リスク管理組織能

力強化支援（水文・水資源関連）」（個別専門家派遣）にも従事する点を、両国側で合意した。 

  (6) INAM 側の投入に係る補足事項 

INAM 側が必要経費の確保のために概算の把握が必要であるため、（詳細規模はベースラ

イン調査後となるが） 調査団側から調達予定機材の免税措置で見込まれる規模と、モザン

ビーク国内研修・セミナー案（参加者/回数）を INAM へ説明した。これに基づき INAM は

概ねの必要経費を見積もり予算確保の手続きの準備を進める。 
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  (7) プロジェクトの持続性確保への配慮 

JICA 調査団は、プロジェクトを通じて得られた技術・知見が持続的に活用されるよう、

人材育成と適切な人員配置に尽力していただきたい旨を言及し、INAM はこれを承諾した。 

５－３ プロジェクトの目標 

  (1) プロジェクト目標（協力期間中に達成すべき目標） 

目標： INAM が品質管理された気象データを用いて予警報を改善・発出する。 

指標： 改善された予警報内容 

  (2) 上位目標 （プロジェクト終了後の中長期に見込む目標） 

目標： モザンビークの自然災害についての対応能力が向上する。 

指標： INAM が気象情報を提供する関係機関（自治体、防災・危機管理関係機関、民

間）の XX%以上が、その情報が適時かつ有益であると評価する。 

５－４ 成果と活動 

  (1) 成果 1 

成果 INAM の気象観測能力が向上する。 

指標 1 地上気象観測測器のトレーサビリティ及び点検に関するガイドライン及び

マニュアル、気象レーダーデータの品質管理に関するガイドライン、気象

レーダー点検確認リストが作成される。 

2 気象観測に従事する職員の XX 人以上が研修を受講する。 

3 全国の観測所の測器のうち XX%以上の測器のトレーサビリティが確保さ

れる。 

活動 1-1 地上気象、高層気象、気象レーダーによる観測、衛星や GPV データの取

得の現状を調査し、課題を把握する。 

1-2 調達する可搬型気象観測準器を日本の測器センターで校正し、その後は

INAM の責任で校正を行う。 

1-3 気象レーダーデータの品質管理に関するガイドライン、気象レーダー点検

確認リストを作成する。 

1-4 地上気象観測測器のトレーサビリティ及び点検に関するガイドライン及

びマニュアルを作成する。 

1-5 活動 1-3 のガイドライン及び点検確認リストに基づき、気象レーダーデー

タの品質管理及び気象レーダーの点検に関する研修を実施する。 

1-6 活動 1-4 のガイドライン及びマニュアルに基づき、地上気象観測測器のト

レーサビリティ及び点検に関する研修を実施する。 

1-7 気象レーダーデータの品質管理及び気象レーダーの点検を定着させるた

めのフォローアップを行う。 

1-8 地上気象観測測器のトレーサビリティ及び点検を定着させるためのフォ

ローアップを行う。 
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  (2) 成果 2 

成果 INAM の気象予警報能力が向上する。 

指標 1 気象観測に従事する職員の XX 人以上が気象レーダー観測データ、気象衛星、

GPV データ39 を予報に活用できる。 

2 気象観測に従事する職員の XX 人以上が包括的な天気予報を実施することが

できる。 

活動 2-1 予警報業務の現状を調査し、課題を把握する。 

2-2 気象予報の手法に関する研修を行う。40
 

2-3 地上観測、気象レーダー、気象衛星及び GPV データの予警報への活用に関

する研修を行う 。 

2-4 上記活動 2-2 及び 2-3 の研修成果を用いて、包括的な予警報実施を定着させ

るためのフォローアップを行う。 

2-5 INAM が提供する予警報に関する各ユーザー（INGC、DNA、メディア、民

間会社等）のニーズを調査し、課題を把握する。 

2-6 上記活動 2-5 の結果に基づき予警報を改善する。 

５－５ 外部条件 

ミニッツ文書（附属資料 1）の PDM（案）に明記された外部条件は、次のとおりである。 

  (1) 成果発現のために満たされるべき外部条件 

・ レーダー観測が少なくとも（シャイシャイとベイラのうち）1 カ所にて稼働する。 

  (2) 上位目標達成のために満たされるべき外部条件 

・ INAM の気象情報ユーザーが、INAM の発表する気象予報および警報を理解する。 

・ 政府の防災優先課題とする政策が継続される。 

 

                                                        
39 全球数値予報モデルの計算結果を表した格子点値 
40 気象学の基礎や数値予報の原理など、活動 2-3, 2-4 で様々なデータを用いた予警報の組み立て方を改善するための前提とし

て理解すべき事項を指導する。 
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第６章 評価結果 

「新 JICA 事業評価ガイドライン第 1 版」（2010 年 6 月）と「JICA 事業評価ガイドライン（第 2

版）」（2014 年 5 月）に准じ、本技術協力プロジェクトの事前評価を行った。 

６－１ 実施の妥当性に係る事項 

本事業は、両国の防災開発および支援に係るニーズに対応した協力であること等から、高い妥

当性が確認される。根拠は次のとおり。 

  (1) モザンビークの防災・気象に係る開発政策・戦略との整合性 

モザンビークは豊かな石炭やガス等の鉱物・エネルギー資源や水・森林資源を有し、近

年に年約 7%前後の経済成長率を果たすなど高い経済成長ポテンシャルを有するが、一人あ

たり GNI（国民総所得）は年 470 米ドル（世銀 2011 年）と人間開発指数は世界最下位であ

る。41 サイクロンや暴風雨など甚大な悪天候の発生増により災害リスクは極めて高く、過

去 13 年（1999~2012）の死亡者数（累積）は延べ 2,466 人、過去 100 年（1900~2014）の災

害 3 種 （サイクロン、洪水、旱魃被害） 損害累積推定は約 10 億 5 千米ドルに及ぶ。基盤

インフラ破損や緊急対応技術の未熟さから被災が常態・継続化しているとされ、貧困削減と

経済発展のボトルネックである。42
 

この状況を受け同国の防災政策・行政は、「国家防災政策」（1999）、「国家防災マスター

プラン」（2006）、「国家適応行動計画（NAPA）」（2007）など段階的な発展を遂げており、

NAPA に至って、EWS の強化や沿岸地域の気候影響低減など、より具体的な対策が盛り込

まれ、気象観測システムと予警報の改善の重要性に係る認識は近年一層高まっている。 

本プロジェクトは INAM の気象サービスを改善することで、「モザンビークの自然対応能

力の向上」（上位目標）を目指す技術協力であり、同国が政策方針とする防災・気象開発政

策の実施に資する事業と判断できる。 

  (2) 裨益者ニーズ（技術ターゲット）への協力の必要性 

同国の防災政策の進捗を阻害する理由として、全域の早期警報体制が確立されていない

こと、リアルタイムの気象監視と適時の予警報発表がなされていないこと、国土面積に対し

観測点が十分でないこと、実況から監視・解析に立脚した予報組み立て技術が不十分なこと

など、INAM の技術的課題が本調査で把握された。INAM においても、前述の NAPA はじめ

政府の防災政策に準拠した「気象開発戦略 2013-2016」の実施を進め、防災に不可欠となる

気象サービスの能力向上と予警報の技術改善を図っているところである。43
 

本調査を通じ、本協力では以上の政府政策と INAM の防災政策における責務の重要性、

INAM 戦略目標と技術課題を重視すべきこと、中長期的に気象情報のユーザーが的確な防

                                                        
41 1 日 1.25 ドル未満で生活する人口割合は 59.6%（2008）、1 日 2 ドル未満の人口割合は 81.8%（2008）、15 歳以上成人識字率

56.1％（2010）、15~49 歳エイズ感染率は 11.3％（2011）と各エリアで指数が下位である。World development indicators（WB, 

2012）, World Malaria Report 2012（WHO）, 前出「国別データブック」（外務省）からの 2 次ソース。 
42 災害規模・損失額統計については第 3 章（3-1-1）を参照。 
43 INAM の開発戦略内容は第 3 章（3-1-2）を参照。 
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災・災害管理対応を行うために INAM をターゲットとした観測・予警報の技術強化を図る

ことが極めて効果的であることが確認された。又、WB 等の関連協力では観測装置の修復や

設置などハード面や DNA・ARA と協力した観測網の制度化に注目し、予報業務等でも比較

的高い技術の導入を想定しているのに対し、モザンビーク側が他組織の協力を得ていないが

喫緊に改善が求められる観測システム構築に係る基盤技術育成を焦点として、INAM 戦略目

標や世銀 Hydro-Met 事業の（2018 年時）目標の達成を後押しする、土台となる技術を支援

し業務への定着を図る内容である点で、実施の意義が大きい。 

  (3) 日本のモザンビーク支援方針との整合性 

日本はモザンビークが貧困削減活動計画（PARP, 2011）により経済発展と貧困削減に尽力

している点や、地域経済発展の重要国でありながら自然災害が発展を阻害している点を踏ま

えて、環境と経済発展の両立を見据えた防災協力を重点支援分野としている。第 5 回 TICAD

（2013）では「気候変動・気象分野の戦略策定と人材能力強化協力を進める」（横浜行動計

画 2013-2017）ことを宣言し、アフリカ地域における気象技術の強化を通じた防災支援を決

定した。 

支援実績は、UNFCCC に基づく地球温暖化防止や、CO2 排出低減や森林 CO2 吸収量増大

に資する持続的森林保全の管理技術への協力、沿岸部の災害リスク軽減に資する総合沿岸管

理の協力、水利組織への防災計画策定技術への協力などがあり、緩和と適応双方向からの協

力を進めてきた。気象技術を対象とする JICA 技術協力プロジェクトは本プロジェクトが初

となるため、、同国の防災政策・法制度の施行と「気象開発戦略」の実施を支援するととも

に、これまでの日本の気候変動・防災協力を補完しかつ協力効果を促す事業と位置付けるこ

とができる。 

６－２ 協力の有効性に係る事項 

ターゲットグループの技術ニーズに合致したデザインは適正なものであり、かつ成果発現を見

据えた綿密な活動スケジュールにより協力効果のフィージビリティが見込まれるなど、有効性が

期待できる事業となっている。根拠は次のとおり。 

  (1) アプローチの適切性 

政府は 2013 年に「気象開発戦略 2013-2016」を開始し、観測網の修復や新規設置を通じ

た気象サービスの改善に取り組んでいるが進捗は必ずしも円滑でなく、本調査でも様々な技

術課題が把握されたとおりである。44
 具体的には、観測地点の多くが未稼働・修理中であ

ること、レーダー観測の再開迄にさらに数か月以上を要すること、実況から監視・解析に立

脚した予報技術が未熟であること、測器やレーダーシステムの保守管理技術が確立されてい

ないこと等が確認された。即ち、精度ある気象観測とリアルタイム監視の実現には観測およ

び予警報の双方技術の改善が必要となるが、そのためには政府や INAM のリソースを見据

えた現実的な計画が必要となると判断される。 

これを受け本協力では、「気象観測能力の向上」（成果 1）と「予警報能力の向上」（成果

                                                        
44 INAM の技術課題については第 3 章（3-1-2）及び第 4 章を参照。 
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2）の 2 側面をターゲットとしながらも、INAM の現水準を検証した上で、双方面の基本的

業務の質的向上が計画され、極めてニーズ及び実現可能性に合致した取り組みとなっている。 

  (2) 目標達成のフィージビリティ 

支援技術のポイントと成果達成見込みは次のとおりである。 

成果 1/観測技術のうち全国観測某の校正については、現状（1 台のみのトラベル型準器を

用いて半年に一回全国 33 カ所のマニュアル観測所のうちのマプト本院に近い 6 カ所のみで

実施されている）を鑑みて、地方拠点で利用可能なトラベル準器を供与して地方観測網の校

正を促して全域の測器トレーサビリティ構築に資するガイドライン及びマニュアルを作成

する。又、地上気象観測器の日常点検では、マニュアル観測所と今後整備・修復予定の AWS

を考慮して観測担当者が利用する保守管理のガイドライン及びマニュアルを作成する。更に

レーダー観測データの品質管理については、現場で利用する点検確認リストを策定して日常

点検の業務定着化を目指す。 

成果 2/予警報技術では、地上観測、気象レーダー、気象衛星及び GPV データの予警報へ

の活用に関する研修、及び気象予報の前提となる専門知識（気象学基礎や数値予報の原理な

ど）の指導など、INAM の現水準を考慮したうえで協力期間（32 カ月）で達成可能な活動

を行う。 

開始時の最初 3 カ月のベースライン調査にて詳細にニーズを把握した上でデザイン（PDM）

の最終決定がされる予定のため現状に的確にアプローチした技術支援が見込まれる。  

６－３ 協力の効率性に係る事項 

技術活動に応じた投入計画、円滑なマネージメントを確保することを想定した実施監理・技術

委員会の設置を含む実施体制案、関連性の高い事業との相互補完性の確認等により、効率性が適

切に確保された協力になるものと期待できる。関連事業との調整を確実に進めて本協力にフィー

ドバックすることで協力効果をより効率的に高めることができよう。根拠は次のとおり。  

  (1) 人材計画・運営体制の適切性 

   1) 人材計画について 

両国の協議により技術協力の活動に応じた人材アサイン計画が合意された。プロジェク

ト監督体制では、プロジェクトダイレクター（PD）に INAM 長官を、プロジェクトマネジ

ャーに INAM 研修・組織開発部長がアサインされる。技術移転のカウンターパート人材は、

成果・活動に応じ観測ネットワーク部、天気分析予報部、保守管理総合支援部のスタッフ

がアサインされる。JICA 側人材はチーフアドバイザー/気象専門家および地上気象観測、

気象レーダー観測、気象予報のコンサルタントが派遣される予定で、これら人材規模と

専門性から良好な進捗モニタリングとマネージメントが見込まれる。 

   2) 運営管理体制について 

長官が PD に就くことで部署間や中央-地方間の調整、及び他組織との調整が円滑となる

ものと期待できる。事業モニタリングや年間計画承認を目的とする JCC が設置されるほ
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か、INAM の予警報の改善ニーズをより綿密に把握するとともに予警報の理解を深めるた

めに必要に応じユーザーとなる関係省庁との技術会合（Technical working group）を開催す

る可能性も今回のミニッツ協議で議題とされた。 

  (2) 関連性の高い事業との調整 

本協力のコンポーネント（成果、活動、投入等）の選定は、第 3 章（3-5-3）に述べた関

連性の高い PPCR Hydro-Met プロジェクト及び PSDRM Phase I プロジェクトの 2 事業のデザ

インを精査した上で行われたため、支援技術の不整合や活動重複のない計画立案が可能とな

った。 

他・支援組織（ドナー）事業の情報収集や活動調整には一定の時間と労力が必要となり、

プロジェクト活動に専念する JICA 専門家やコンサルタントに依存できる作業ではない。こ

のことから、INAM が調整を行う旨がミニッツで合意されたことは今後の連携を進めるうえ

で重要である。協力開始後には INAM の調整結果を適宜確認され、関連事業のプロジェク

トの成果品や研修プログラム情報が収集され、本協力へフィードバックされるのが良いであ

ろう。これについて、現段階で想定される考慮事項は次のとおりである。 

   1) PPCR Hydro-Met プロジェクトについて 

 確認事項 結果に基づく対応例（案） 

1 
INAM 予報部へ指導や調査を行

う PPCR コンサルタントの活動 

支援技術と成果品を把握して、技術の不調和を図り、JICA

技プロの活動等へフィードバックする。 

2 

データ送受信環境と、調達 EQ-9

新規プロバイダー契約内容の

把握 

新規プロバイダー契約後の通信環境と状況・効果を把握し

て、レーダー観測等の時期把握などを行う。 

3 
調達 TA-2 の活動で支援する省

間 MOU（覚書）の内容 * 

MOU の合意事項のうち、測器補正・校正の事項を把握して、

必要に応じて JICA 技プロ支援活動へフィードバックする。 

4 
調達 TA-4 のエンドユーザー・

ニーズ調査の結果 

ニーズ調査の結果を、JICA のベースライン調査の補足情報

としたり、上位目標指標の再設定に反映できるかを、検討す

る。 

5 

INAM スタッフへの研修内容 

（コンポーネント B, 指標 code 

20） 

Hydro-Met プロジェクトの研修計画を把握し、INAM 研修部

と協議し、両事業の C/P 研修が相互補完的・効果的になるよ

うに工夫する。 

注：1）  INAM は運輸通信省、DNA/ARAs は公共事業住宅省の所轄のため、2 省間の合意書となる。 

2） 指標 code は、第 3 章（3-5-3）の「表 ３－１５ PPCR（Hydro-Met）の目標と成果の指標」を参照。 

   2) PSDRM Phase I プロジェクトについて 

本調査の段階では、PSDRM Phase I プロジェクトにおけるレーダーシステムの保守管理

活動は GFDRR/WB の調達機材メーカー（Gematronik）保証期間サービスに留まるとの話で

ある。保証期間終了後に「保守管理契約」が締結される例が少なくないため、本プロジェ

クト開始後の適当な時期にこれについて確認されるのが良い。 

６－４ 中長期的な協力効果（インパクト、波及効果）に係る事項 

INAM の観測・予警報能力が高められることが防災対応力の向上に資することは、同国および

国際的な共通理解である。自然災害が同国や近隣地域に及ぼしてきた被害・損害を鑑みれば、防

災の向上は同地域の経済社会開発や我が国との通商における互恵関係の発展にも資する効果をも

たらすものであり、本協力がこれらに係る波及的な効果をもたらす可能性がある。詳細は次のと
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おり。 

  (1) 見込まれる中期的効果（インパクト） 

「モザンビークの自然災害についての対応能力が向上する」（上位目標）の達成について

は、本プロジェクトの運営指導や終了時或いは事後評価で判断されるのが適切である。  

達成度の検証では指標数値の確認が行われるが（現 PDM 案では「INAM が気象情報を提

供する関係機関/自治体、防災・危機管理関係機関、民間の XX%以上がその情報が適時かつ

有益であると評価する）、これについて次の点を考慮されるのが適切である。 

・ 気象情報の有益性は、災害の阻止や減災の効果から判断される傾向がある一方で、被

災・2 次災害は情報ユーザーの知識不足が原因となるほか、脆弱な社会基盤インフラよ

り惹き起こされる場合がある。 

・ 「有益な情報」の定義について、可能な限り INAM の気象技術以外の要因に影響を受

けない定義とし、INAM の技術にはかかわらない外部要因が可能な限り排除された評価

を行うよう配慮されるが良い。 

  (2) 本協力が貢献しうる長期的な効果（波及効果） 

   1) 国際気象監視への貢献 

INAM は WMO 傘下組織の共通ソフトである CLICOM（気候計算システム）へのデータ

入力・提出や、気候コードの月次報告を通じ気候変動や環境影響の分析・調査に資する「世

界気候データ・監視計画 （WCDMP）」に参画するなど国際気象データ交換ネットワーク

に参加しているが、提出データのパラメータ種・量・頻度で改善の余地があるとされてい

る。45 本協力により INAM の測器保守管理や観測に係る技術が高められれば、GTS ネッ

トワークを介し、世界各国へ精度を保ったデータの交換が促され、全球数値予報モデルの

精度向上など全球気象監視への貢献度も高まる。 

   2) 社会経済発展への寄与 

モザンビークは南アフリカ、タンザニア、ジンバブエ、ザンビア、マラウイを隣国とす

るアフリカ内陸部へのゲートウェイの要衝であるほか、ナカラ、マプト、ベイラ、ケリマ

ネ、ベンバなど港湾を擁しアフリカ大陸から南西インド洋島嶼国へ繋がる海運拠点でもあ

り、アフリカ地域の経済開発に重要な国と認識されている。近年は日系企業の資源関連ビ

ジネスや農業開発の関心もみられ、今後の経済・通商における二国間関係の進展も期待さ

れている。 

上記ポテンシャルを踏まえて、同国の自然災害対応力の向上が図られれば人命・財産の

損失が低減され、長期的には同国の災害復旧に係る経済的負担の軽減と、安定的な地域経

済の展開に寄与できる。 

６－５ 協力効果の持続性に係る事項 

法制度的側面での防災への優先度の高まりや、実施組織である国家気象院における防災責務に

                                                        
45 WB-NDF PPCR Hydro-Met プロジェクト情報。 

https://archive.today/o/NzqOe/http:/www-cger.nies.go.jp/cger-j/db/info/org/wmo.htm
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係る拡大傾向は、本協力の効果の持続性確保の安定要因となる。他方、同国の財政面の厳しさが

影響した実施組織の人材・財源の制約が、技術的効果の持続性に影響を及ぼしうることが否定で

きないため、可能な限り安定的・効率的に支援技術の持続発展性を高めるためには今後、実施組

織内での人材育成の仕組みが改善されることも必要となろう。詳細は次のとおり。  

  (1) 政策・法制度的側面からみた持続可能性 

近年モザンビークでは社会経済開発を長期的に見据えた防災・気象技術への関心が高ま

りを見せており、第 3 章（3-5-3）に述べた WB-NDF や GFDRR/WB 支援による大規模な支

援事業が進められているほか、他の水利関連事業でも INAM は重要な防災関連組織と認識

されている。こうした動きは同国の防災政策の発展と呼応するもので、本年 6 月には「防災

法」が発効され防災行政の新たな段階に入り、とりわけ早期警報体制の整備や防災を視座と

した気象サービスの制度的な根拠が一層強化されると考えられ、これは協力効果を持続する

上での安定要因と言える。 

  (2) 組織・財政的側面からみた持続可能性 

本協力のターゲットである INAM はモザンビーク唯一の公的気象組織であり、WMO 傘下

組織として世界の気象ネットワークへのデータ提供を担い、協力では INAM の主幹業務の

うち観測と予警報という中心的な気象技術へコミットする。INAM が今後も同国の気象サー

ビスを担う中心的な組織であり続けることと、同組織の役割がますます重要となる傾向から、

本協力の効果は貴重な技術財産となって保持されていくことが期待される。 

他方、INAM 組織の財源・人材規模の増加が顕著に見られない状況は不安材料である。46 

財源・人材に余裕のない INAM において異なる技術コンポーネントに外部からの技術支援・

財源支援が得られることが、組織目標の達成に重要かつ必要な条件となっているのが現状で

ある。これらを考慮し、本協力の終了時に、協力成果、他支援組織の支援動向、同国の防災

の発展進捗を把握したうえで、持続可能性を改めて判断する必要がある。 

  (3) 技術面・人材面からみた持続可能性 

本協力では、INAM の既存の人材・財源リソースで対応可能となる技術活動が検討された

うえで、観測・予警報作成、測器保守管理等業務等の基本技術の育成を焦点とした研修が計

画されたことで INAM 職員の能力向上が期待できるデザインとなった。 

他方 INAM の観測や予報での気象専門官は限られているのが事実であり、レーダー観測

所の技術士は 2 名、測器補正・校正担当者は 2 名など、限られた人材は効果の持続での不安

要素である。移転技術を定着させて水準を確保した気象サービスを継続していくには INAM

組織内で定期に行われる研修へ確実にフィードバックしていくことが必要とされる。  

  (4) 効果の持続可能性を高めるための配慮事項 

モザンビークの 15 歳以上成人識字率は 56.1％（WB, 2010）、公用語であるポルトガル語

を主言語として生活する市民の割合は約 9％に留まり（1997 年世帯調査、モザンビーク統計

局）、ポルトガル語利用者は全体の 40%未満（同上統計局）とみられている。地域別に異な

                                                        
46 財政・人材情報は第 3 章 3-2 を参照。 
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る現地語も存在し、貧困地域では地域語のみを理解する市民も多くいるとされる。これを考

慮し、一般市民や一般農民向けへ発表する予警報情報の言語について、ユーザーごとに効果

的な言語を特定し、情報・プロダクトの作成・発表（の使用言語や方法、等）に反映するこ

とに留意する必要がある。 

６－６ JICA 類似事業からの教訓の活用 

  (1) 類似案件の評価結果 

モンゴル国「気象予測及びデータ解析のための人材育成プロジェクト」（2005年 2月～2008

年 3 月）の事後評価結果によると、短期専門家派遣が中心となる技術移転は、プロジェクト

の進捗状況を確認するためのモニタリングの継続的な実施が困難であるため、プロジェクト

の実施過程において、カウンターパートと日本人専門家がプロジェクトの進捗状況を共有し、

問題について協議する場を積極的に設けることは重要であるとの教訓が得られている。また、

より緊密で定期的なコミュニケーションの場を設けることが、プロジェクトの効率性を高め

ると考えられるとされている。 

  (2) 本事業への教訓 

本事業においても短期専門家の派遣が想定されることから、短期専門家からのフィード

バックを含め、カウンターパート及び日本人専門家が情報共有を着実に行えるよう定期会議

の開催や情報共有プラットフォームの構築等の仕組みを検討することとする。また、C/P の

現地活動のモニタリング、ポルトガル語圏での情報収集、関係機関・ドナーとの調整等を補

完するための現地コーディネーターを、「水関連災害リスク管理組織能力強化支援（2014～

2016 年）」と共同で傭上し、実施促進を行う。 
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資料 2 面談記録 

A. 国家気象院（INAM） 

面談記録（表敬） 

面談日・時間 2014 年 7 月 8 日  9:00-11:00 

場所 国家気象院（INAM） 本庁（Maputo）会議室 

面談相手 Dr. Atanásio Joào Manhique, National Director, INAM（Meteorologist） 

Mr. Analeto Joào Chibochuane Duvane, Deputy Director,  

INAM（Meteorologist） 

Mr. Eusebio Matola, Director/s Assistant, INAM （Geographer） 

JICA / 調査団

側 

築添恵 JICA 所員、Azarias Stelio Massuque JICA 所員、小島京子団員 

Mr. Faustino Joaquim Tembe 通訳士 

概 要 

JICA/調査団側から本調査の目的と日程を説明した後、質問状や視察調査の詳細内容の共有を

行い日程調整を改めて依頼し関連して補足的な聴き取りを行った。 

1. 技プロ・本調査のコンタクトパーソンと日程調整等 

（局長）要請技プロの窓口（フォーカルポイント）は Department of Professional Training（専

門官訓練部）の Mr. Mussa Mustaffa とし各部訪問の調整を依頼され或いは各部署を訪問され

た際に各部のコンタクト先を（Eusebio 局長補佐と）調整いただいても良い。調査質問状

（Questionnaire）は受領し各部へ配布し現在回答記入を進めている。回答取り纏めの時間を

いただき全回答を埋めてお返ししたい。WB, INGC, DNA, INNOQ については受領した質問状とと

もに予定日程でアポイントメント依頼をしており返事待ち段階である。INAM が調整するので決

まりしだい連絡する。 

 

2. 本技プロの協力分野 

（JICA/調査団）2 月現地プレ調査で協議し既に幾度かご説明し理解を示していただいたとおり、

日本側として、技術協力の対象は測器校正の追加および包括的な予報業務の能力強化に焦点を

当てたく、レーダーと高層気象観測については、INAM の機材改修・設置状況に応じて協力案を

検討していくこととしたい。要請に機材供与が含まれているが、能力開発に付属する機材が対

象で大規模な機材導入は予定しない。 

（局長）技術協力の対象技術分野について承知した。 

 

3. INAM 業務の特記すべき技術課題と技プロへの期待 

（JICA/調査団）INAM の最大の技術的課題は何か。 

（局長）（高層気象は技プロの対象でないとのことであるが）高層気象の欠如は INAM 業務遂行の

大きな課題である。かつてベイラ、マプト、ナンプラ 3 カ所で高層気象観測を行っていたが、

観測機器保守管理や人材など技術とリソース不足のために中断して久しい。ゾンデシステムは

1 アイテム 1 万 5 千米ドル程になるため財源の点から継続が難しい（以前はフィンランド・メ

ーカーのバイザラを使用）。来年にはナンプラで高層気象の再開を検討しており Hydro-Met プ

ロジェクト（WB-NDF）の活用も視野にいれているがリソース等具体的に決まっていない。 
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もう一つの課題は測器校正である。国内で比較校正を不定期に進めているが各観測地の測器老

朽化も相まって精度の問題がある。観測所の機器アップグレードも必要である。 

（JICA/調査段）測器校正について（WMO アフリカ地域第１地区担当）ナイロビ測器センター（RIC）

へ依頼或いは協力を得たことはあるか。 

（局長）RIC で校正を行ったことはなく WMO から測器校正で特記支援を得たことはない。 

 

4. 気象分野開発戦略 2013-2016 

（JICA/調査団）気象分野開発戦略 2013-2016 でネットワーク拡大が計画されているが進捗は。 

（局長）同戦略書では観測ネットワーク拡大の目標を掲げたが、進展部分と進捗のない事項の両

方がある。例えば、航空気象観測機（AWOS）は増設されたが、2014 年内に高層気象を 2 カ所で

実施する計画は実現していない。 

 

5. 予報部業務とレーダー観測の視察に係る留意事項 

（局長）視察を希望されるアウトプットのうちフランス気象庁レ・ユニオンセンター等の情報を

用い当庁では作成しないものがある。天文潮汐表は国家水利総局（DNA）が作成する。サイク

ロン発生記録や移動経路図はレ・ユニオンセンターのチャートを気象予報部で入手できる。農

業向け天候情報は農業省が作成するか INAM がするかを協議中だが、農業経営者に特化しない

一般ユーザー向けの月次天気情報を作成・発表している。 

ベイラのレーダーシステムは、主要工事は終了したが部品調達が必要でまだ稼働していない。 

 

6. 気象・防災の啓発活動 

（局長）気象に係る啓発活動では教育機関が来庁した際の説明会や不定期の出前講義がある。「世

界気象の日」（3 月 23 日）にも行う。テーマは気象や INAM 業務である。このほか科学技術省が

主催する「科学技術エキシビション」に例年参加する。ただし INAM は防災啓発は担わない。 

 

【その他】JICA 事務所より Plan Of Operation 案（プロジェクトのナラティブサマリー）を共有

し、2 月協議時からの変更点を説明するとともにレビューを依頼し、内容について協議する旨

を合意した。 

以上 
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面談記録（WB-NDF 事業関係） 

面談日・時間 2014 年 7 月 9 日  10:00-12:00 

場所 国家気象院（INAM） 本庁（Maputo）会議室 

面談相手 Mr. Analeto Joào Chibochuane Duvane, Deputy Director,  

INAM （ Meteorologist ） , Mr. José A. Sequeira, Meteorologist, 

Climatology Section of Department of Observation, Focal Point of World 

Bank Hydro-Met Project 

JICA / 調査団側 小島京子団員、Mr. Faustino Joaquim Tembe 通訳士 

概 要 

世銀-北欧開発基金共同出資事業「水文気象情報サービス改善」（Transforming Hydro-Met 

Information Services）の Component B の調達に係る聴き取りを行った。 

注： WK, EQ, TA は、世銀の調達計画（Procurement Plan）に記載の略記。 

 WK = Work（civil work）, EQ = Equipment, TA = Technical Assistant  

 （Consultant service）。 

 

1. Component B の INAM のアサイン人材 

コンポーネント B の総括コーディネータは副長官（2014 年 7 月現在、Mr. Anacleto）、事業窓

口（フォーカルポイント）兼・コンポーネントコーディネーターは観測ネットワーク部気象官（2014

年 7 月現在は Mr.Sequeira）が担当。アサイン人材の役職は WB プロジェクトアプレイザルレポー

ト（2013 年 4 月版）から変更はない。 

 

2. WB 事業活動の財務について 

事業の総括・運営管理、経費支出手続き含む財務は、国家水利総局（DNA）が責任者。 

 

3. Component B の調達内容（2014 年 5 月承認） 

コンポーネント B に係る調達事項は次のとおり。ただし、サブコンポーネントは相互に関係し

成果で影響しあう。 

 WK-6 Physical reinforcement to INAM’s monitoring networks – civil works 

2 カ所の航空気象観測所（AWOS）の改修を目的とした小規模工事。EQ-1 と関連する活動。 

 EQ-1 Physical reinforcement of INAM’s monitoring networks – goods 上記 WK-6 の

改修観測所と他 3 カ所の有人観測所と 1 カ所の自動観測（AWOS）の機材・備品調達。（注）

現在 INAM には Maputo, Vilankulo, Beira, Nampula, Pemba, Qulimane の計 6 空港に自

動航空気象観測器（AWOS）が設置されているが、今後は Tete, Chimoio, Lichinga, 

Inhambane の 4 空港にも AWOS を設置する計画がある。 

 EQ-5 Modeling & Early Warning System software upgrades INAM（incl. NWP Development） 

早期警報体制（EWS）改善のためのソフトウェア調達。メーカー・製品は入札後に確定。

EWS は INGC や DNA ともかかわる責務であり十分発展していないためこれを改善する。 

 EQ-8 Servers for INAM as part of Consultancy on Integrated Information Platform 

気象データベースのアップグレード機材の調達。現在は INAM の各地域事務所や DNA から
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の水文気象データほぼすべてが紙ベース・アナログハードコピーでの提出・やり取り。

これをデータベース化しデジタル交換を可能にする計画。なお、現在用いている水文気

象データ入力のソフトには Clicom（クライコム）を使っているが、近々アップグレード

が必要。 

 EQ-9 Internet broadband connection INAM 

現在利用するプロバイダー（TDM）はデータや画像ダウンロード、アップロード、送受信

速度が十分でないケースがあるため一部を新規プロバイダー会社との契約を検討してい

る。 

 TA-3 Deseing and implementation of Integrated Information Platform（for DNA, ARAs 

and INAM） 

EQ-8 のためのコンサルタントサービス。 

 TA-4 End-user Survey of Hydro-Met clients（INAM, DNA）meeting 

INAMや DNAがいずれのユーザーにどのようなプロダクトを提供すべきか調査するコンサ

ルンタトの雇用。クライエントのニーズに合わせプロダクトをアップグレードする予定。 

 TA-9 Impact Forecasting Workshop 

INAM と DNA が（コンポーネント A と B の取組を受けた）パイロット活動を行うコンポー

ネント C の効果分析活動。INAM のパイロット部分は確定していない。 

 

4. 他コンポーネントで INAM に関連性の高い調達 

 TA-2 Development of Modernized Standard Operating Procedures（SOP）and Guidelines 

for maintaining observation network（ARAs & INAM） 

気象観測・予警報のメインプレーヤーである INAM がより多くの水文気象データ収集（観

測）ができるよう図るもの。背景は、INAM は ARAs からデータを直接得ていないため ARAs

の観測地点の近隣に観測所等を設置してきた状況がある。ARAs の観測データを利用でき

れば新設せずとも地点を増やすことができコスト削減に繋がる。問題は ARAs が基準器調

整された測器で観測していなかったり観測時間や回数が INAM と異なった方法を用いた

りの点がある。これらを鑑みメモランダムにて ARAs の選定した観測地点の選定パラメー

タ（気温、雨量、蒸発量等）の観測方法を INAM と共通化すること及びデータ提供を合意

する。ただし ARAs の全観測地点のデータを使うのでなく INAM も ARAs も従来の観測方法

は継続しつつ双方が利用可能なデータの範囲を広げるよう図る。 

 TA-6 Technical Assistant – PAMT Hydro-Met Project Officer 

本プロジェクトは世銀の国家水資源開発プロジェクト（NWDP）の傘下にあり、INAM と DNA

がコストシェアをして実施している。INAM と DNA が適切・効果的に協力してマネージメ

ントを進める必要があるためこれに係るコンサルタントサービスを契約するもの。 

以上 
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面談記録（INAM の独自税収に関する聴き取り） 

面談日・時間 2014 年 7 月 10 日  8:40-10:40 

場所 国家気象院（INAM） 本庁（Maputo）会議室 

面談相手 Mr. Analeto Joào Chibochuane Duvane, Deputy Director,  

INAM（Meteorologist） 

JICA / 調査団側 小島京子団員、Mr. Faustino Joaquim Tembe 通訳士 

収集資料 Boletin da República 3º supplemento, Segunda-feria, 12 de Agosto de 2013

（航空気象サービス税に係る閣議決定）、 Boletin da República 3º 

supplemento, Sexta-feria, 24 de Dezembro de 2010（気象プロダクト/役

務サービス税に係る閣議決定） 

概 要 

INAM の独自収入財源と根拠法制度につき、副長官に聴き取りを行った。 

 

1. 航空気象サービス税の導入 

2013 年 10 月の閣議決議により航空気象サービス税が導入されている。これは航空会社が飛行

する航空機の重量に基づいて空港へ支払うもので空港公団と INAM が一定割合の額を受領する。空

港が関わるもののうち INAM に支払われる唯一の税である。納税義務は（入港航空機に限らず）モ

ザンビーク領空を通過して他国へ着陸する航空機も含まれる。 

航空機交通量（機体重量/飛行あたり）により税収は変動し 2014 年度第 1 四半期（1～3 月）の

税収額は約 448 万 MZN（約 1,450 万円）である。1 

 

2. INAM の有料サービス・有料プロダクト 

INAM が発表する一般気象情報や政府プロトコールで一定組織に発信する情報以外の気候デー

タプロダクトやサービスには課税（有料）されるものがある。2010 年に更新のプロダクト及びサ

ービス別料金は閣議決定文書で確認することができ、①気象データ、②臨時作業（データ発掘・

分析、コンサルティング、調査等）、③天候証明書発行、の 3 種がある。 

今年第１四半期の税収額は約 86 万 4 千 MZN（約 280 万円）。 

以上 

  

                                                        
1 モザンビークの会計年度は 1 月～12 月。 
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面談記録（PO 案協議） 

面談日・時間 2014 年 7 月 16 日  10:00-11:30 

場所 国家気象院 （INAM） 本庁（Maputo）会議室 

面談相手 Mr. Analeto Joào Chibochuane Duvane, Deputy Director,  

INAM （Meteorologist）  

Mr. José A. Sequeira, Meteorologist, Climatology Section of 

Department of Observation, Focal Point of World Bank Hydro-Met Project 

JICA / 調査団側 森田千春 JICA事務所次長、築添恵 JICA所員、Azarias Stelio Massuque JICA

所員、Mr. Faustino Joaquim Tembe 通訳士、小島京子団員 

概 要 

7 月 8 日版プロジェクト概要 PO 案（改訂事業名・上位目標・目標・成果・活動スケジュール）

につき INAM 側の意見を伺うとともに意見交換等を行った。 

 

1. PO 案内容と WB 事業の相違・重複について 

（INAM 副長官）PO 案をみたところ活動詳細に WB 事業との大きな直接的重複はなく、現案に問題

はないと考える。調整は INAM が主導して行う。 

 

2. PO 案・コンポーネント２の活動 2-1 GPV を用いた予報業務について 

（副長官）活動 2-1 に記載されている「GPV を用いた活動」とはどういうものか？ 

（JICA/調査団）格子点値と呼ばれる日本気象庁が作成する数値予報データ。（JICA 本部からの活

動に係る説明を紹介すれば）技プロでは地上観測データ、他国気象組織のデータ（グローバル

データ）、衛星画像など数値予報の情報を重ねあわせる解析ツールソフトの SATAID を導入した

予報業務の訓練と予報技術の向上を予定するとのことである。従って SATAID のインストール・

分析含む活用法の指導が該当する。 

（副局長）SATAID ソフトの導入と利用に当たり必要な通信速度やインターネット環境と現状の環

境による影響を 8 月に確認していただきたい。INAM ではユーザー規模の拡大によりインターネ

ット通信速度や容量に限界が来ており業務に影響している。又衛星データ利用に係り SATAID

ソフトと現在の衛星受信器やインフラ環境との互換性があるかを確認願いたい。 

 

3. PO 案・コンポーネント１の活動 1-6 機材調達と経費負担側について 

（副長官）活動 1-6 にある「衛星データと GPV データの受信装置」等の整備に係る調達機器設備

は INAM の負担か或いは JICA の負担になるのか。 

（JICA/調査団）JICA が調達を行い負担する。ただし（ODA 事業として）免税措置部分はモザンビ

ーク側負担となる。 

（副長官）ならばその分の経費を 2015 年予算に含める必要があるが、来年度予算提案書は既に運

輸通信省に提出されている（提出締切が先週であった）。運輸通信省の承認後に計画開発省へ

送られれば修正は不可能であるが、計画開発省に亘る前に修正申請する可能性がある。それが

間に合わない場合（不確定な可能性であるが）大統領選後の政権が来年度予算を改めて編成し
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なおすと考えられるのでその際に修正した予算案を提出できるかもしれない。いずれにせよ税

金還付分の予算確保のため 2015 年の供与機材がどの程度の額になるのか見積もり額をお知ら

せ願いたい。 

（JICA/調査団）了解した。調査団来訪時に 2015 年の供与予定機材概算額をお知らせする。 

 

4. PO 案のレーダー観測保守管理関連 

（JICA/調査団）レーダー観測を調査したところ、通信速度と容量の不足等の問題がありシャイシ

ャイの観測データが送信できない状況と伺った。いつ頃に新規プロバイダー契約が始まり通信

が可能となるのか。 

（副長官）新規プロバイダーとの契約交渉は既に開始しておりこれを利用した通信はそれほど長

い時間を要しないと思われる。他方レーダー観測に関しては通信環境以外の人為的・技術的問

題があって、この点で JICA からの支援をお願いしたい。INAM 職員の約 10 人がドイツ・メーカ

ー（Germantik）のレーダーシステムとレーダー校正機（ディスドロメータ）稼働の研修を受

けた。うち 6 名程度はある程度の技術を習得したと考えるが、今後保守管理の技術強化が必要

である。 

（JICA/調査団）INAM 組織としてレーダー観測や保守管理に係る人材を増員できないのか。 

（副局長）既に今年度採用は終わったので来年度は可能性がある。今年度は 7 名の新入局者がお

り初年度研修を開始して 6 カ月が経過しある程度の知識・技術を身に着けたと思われるため、 2 

この者たちが技術研修の対象になりうる。又 WB 事業でも INAM, DNA, ARAs の訓練が予定され

ており、そちらの効果も期待できる。 

 

5. PO 案・コンポーネント１の活動 1-1 観測データ 

（副長官）現状把握や技術支援の中に航空気象を含めていただけないか。INAM では航空気象観測

を行っているし又強化しなければならない分野である。 

（JICA/調査団）現状調査に含めると思うが現場の技術支援に含めるかどうかは協力期間・人材等

の観点から慎重に判断したい。本部へ INAM の要望として報告し、8 月の協議議題としたい。 

（副長官）了解した。 

 

6. PO 案・コンポーネント１の活動 1-2 測器校正について 

（副長官）ナイロビ RIC センターでの測器校正は INAM の測器をあちらに送るということか。 

（JICA/調査団）本部・JICA 専門家への確認が必要だが測器のみを送って校正依頼する或いは測

器を持参して校正と指導を受ける場合等も想定される。 

（副長官）現在 INAM には基準器が 2 台しかなく RIC センターに測器を 1 台送り校正後の返却受領

までに時間を要すれば観測業務がストップしてしまうと懸念する。又携行校正キットは 1 セッ

トしかない。更に運搬費や旅費等を考慮するとナイロビでの校正は経費の点でも懸念がある。

従って活動の持続可能性及びコストサステナブルの観点から、①ナイロビ RIC での校正が適切

か、②ナイロビ以外の近隣での校正の選択肢はないか、③現在行っている公的計量標準化組織

の INNOQ での校正の継続がベストチョイスとなる可能性があるのではないかについて、日本側

                                                        
2 INAM の新入局専門職への初年度研修は 1 年。 
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の検討事項として持ち帰っていただけないか。 

（JICA/調査団）了解した。持ち帰り本部とともに検討させていただき 8 月に協議させていただく。 

 

7. レーダー保守管理技術の支援について 

（副長官）レーダー観測システムの保守管理をテーマにテクニシャンへ訓練を提供していただけ

ないか。保守管理の問題のために 2004/2005 年に設置されたベイラ及びシャイシャイのレーダ

ー観測が実際に観測稼働していたのはこれまで 3 年程度だった経緯がある。機器稼働点検、油

の交換、埃塵の掃除、点検の頻度とスケジュールなど、専門業者に依頼する修理とは別に INAM

の日常業務として身に着けておくべき基本的な知識と技術を指導していただき、レーダー観測

再開後に継続的に観測を行えるようにしたい。 

（JICA/調査団）いただいた内容について持ち帰り本部とともに検討させていただく。 

 

以上 
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B. 国家気象院（INAM）本庁各部、ベイラ空港航空気象、ベイラ・レーダー観測所、マプト空港

航空気象室 

 

面談記録（観測ネットワーク部） 

面談日・時間 2014 年 7 月 8 日 14:00-14:30、7 月 9 日 9:00-10:00,  13:00-14:00 

場所 国家気象院（INAM）本庁（Maputo）、観測ネットワーク部 

面談相手 Mr. Daniel Macaringue, Head of Department of Observation & Network, 

INAM （Meteorologist）, Mr. José A. Sequeira, Meteorologist, 

Climatology Section of Department of Observation and Focal Point of 

World Bank Hydro-Met Project, Ms. Ivenilde Tlafe, Professional 

Technician, Climatology Section of Department of Observation & 

Network,  Ms. Violets C. Cambare, Professional Technician, 

Climatology Section of Department of Observation & Network, Mr. Ismael 

Samo Mahazule, Technician for Quality Control, Climatology Section 

of Department of Observation & Network 

JICA / 調査団側 小島京子団員、Mr. Faustino Joaquim Tembe 通訳士 

収集資料 INAM 観測部での観測データ記録様式 2 種  

DAN 提出の観測データ記録様式 2 種 

写真撮影 本庁内露場の各測器、日次および月次データ入力作業、Clicom データ入力

作業、Climate data コード入力作業、データチェック（品質管理）作業、

衛星受信アンテナ（室外）他。 

概 要 

観測・ネットワーク部の業務を伺うとともに、アウトプットの観察を行った。 

 

1. 本庁露場 

露場には温湿度計、雨量計、水蒸発量計、土壌温度計、風速計、AWS を設置している。AWS は

温度、湿度、気圧、風向、雨量を測定できるが、日照・紫外線・赤外線は接続していない。 

アナログ計器は気候課スタッフが 1 日 3 回（9:00, 15:00, 21:00）確認しデータを記録、観測

部に送る。AWS はデータロガーから事務所の受信器に毎時自動送信され、コンピューターでグラ

フ化処理される。この AWS は試験的に設置したもので今状況を見ているところ。 

 

2. 観測・ネットワーク部 

気候課（Climate）に 3 名、日照・赤外線・放射課（Radiation）に 6 名、航空気象（Aeronautical, 

空港に配属）に 3 名が配属されている。同部には、全域の観測データが収集され、処理・品質管

理・入力迄の全工程が進められる。 

 

3. 観測データの入力・品質管理作業 

全域の INAM 観測所からのデータはアナログ（ハードコピー）及びデジタルで、国家水利総局

（DNA）からのデータはアナログ（ハードコビー）で月 1 回・収集される。DNA からは最低・最高
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温度、降水量、風向、湿度、雲量、1 日の様子等を記載する「日次」様式と、温度、風向、降水

量、湿度、雲量を記載する「月次」様式を提出してもらう。 

記録や入力等処理のほとんどがマニュアルで行われているため、人為ミスをなくす努力が必要

である。品質管理では記載データに外れ値（異常値）がないか等をチェックする。 

観測データは当部で CLICOM に入力する。 

 

4. 気候情報 

INAM 観測部のあらゆるパラメーター・データは Climate code manual（WMO）に従いワードフ

ァイルにコード化し WMO, 日本気象庁、米国気象庁等へ Email で月次報告する。 

 

5. 観測所 

2014 年 7 月現在の観測所数は、有人観測所が 33 カ所、AWS が 5～6 カ所（本庁の試験設置のも

の以外はすべて故障・老朽化）、AWOS（自動航空気象観測）が 6 カ所（6 空港）、農業気候観測所

が 12 カ所、気候観測所が 41 カ所、レーダー観測所が 2 カ所ある（稼働していない）。 

 

以上 
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面談記録（天気予報部） 

面談日・時間 2014 年 7 月 9 日 14:00-15:00、7 月 10 日 14:30-15:30、 

7 月 14 日 11:00-11:30、7 月 16 日 9:25-9:55 

場所 国家気象院（INAM）本庁（Maputo）、天気予報部 

面談相手 Mr. José Sawanguane, Head of Department of Weather Forecast,  

Ms. Maria Angelina José Chimbane, Meteorologist, Department of Weather 

Forecast, Mr.Valor Alberto Cuinhane, Communication Operator, 

Department of Weather Forecast, Mr.Santos Agostinho Júnior, Observer, 

Department of Weather Forecast 

JICA / 調査団側 小島京子団員、Mr. Faustino Joaquim Tembe 通訳士 

写真撮影 天気情報、天気図、天気情報作成作業、末端作業、警告メッセージ、警報メ

ッセージ、降雨湿度解析図、METAR 他。 

概 要 

天気予報部の業務概要を伺うとともにアプトプットを視察した。 

 

1. 天気予報部・気象官の業務シフト 

気象（予報）官が 8 名、観測官が 8 名、計 16 名が配属されている。通常時は 6:00 から 13:00

（第 1 班）、13:00~20:00（第 2 班）、20:00~6:00（第 3 班）の 3 シフトで、第 1 班が 2 名の気象官

と 1 名の準気象官（3 名）、第 2 班も同様（3 名）、第 3 班は 1 名の気象官と 1 名のラジオ・オペレ

ーター（2 名）が勤務する。空港の航空気象観測所の場合は、第 3 班の勤務が、2 名の気象官と 1

名の準気象官の 3 名である。緊急時の業務体制は、24 時間となり、常時 4 名の気象官と 2~3 名の

職員が勤務する。又、緊急体制が敷かれたら局長、副長官等代表が INGC に出向き緊急対応体制を

しく。 

 

2. 天気情報 

天気情報は最高気温・最低気温や雲や降雨の状況など、州別に説明を作成し、朝 9 時と昼の 16

時の 2 回メディア及び INGC に送付する。天気情報の解析では、他国の天気情報を参考にもする。

例えば、南アの GFS（Global Forecast System）の天気図など。 

 

3. 他政府・国際気象機関の気象データ 

GTS 回線で南アフリカのプレトリアを通じ世界各国のデータに繋がる。気象院の悪天候予報実

証（SWPDP）からは（データでなく）チャート・プロダクトを入手する。天気図や湿度解析図は

UK 気象庁のチャート等も利用する。 

 

4. 警告（Alerta）・警報（Aviso） 

警告・警報の発出はワードファイルでメッセージを INGC と他省庁等政府機関や自治体、メデ

ィアへ送付する。これは 6 時間毎に行われる。 

 

5. 天気図（synop surface chart）の作成 
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天気図は METAR データに基づきコードマニュアル（FM 12-Synop, FM13-Ship）に従って 1 日 4

回手書きでチャートをアップデートし、1 日 1 枚作成する。パラメータは雨量、気圧、気温、湿

度、雲高、火山霧（実際には火山はないが名称として）、風向、風速、日照、蒸発度、日の出・日

の入り等。 

以上 
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面談記録（気象研究応用部） 

面談日・時間 2014 年 7 月 9 日  15:00-15:30 

場所 国家気象院（INAM）本庁（Maputo）、気象研究・応用部 

面談相手 Mr. Benino F. Silinto, Head of Department of Research & Application 

of Meteorology 

JICA / 調査団側 小島京子団員、Mr. Faustino Joaquim Tembe 通訳士 

写真撮影 事務所風景、INAM の気象業務の紹介資料 

概 要 

気象研究応用部の業務概要を伺った。 

 

1. 気象研究・応用部の業務 

同部はマーケティングと研究の二つの業務を担う。 

マーケティング課では、気象データ・情報の提供・販売のほか、地域予報、気候情報、一般的

予報、季節予報などウェブサイト・コンテンツのアップデートを行う。運輸通信省のウェブサイ

トにおける INAM 組織の情報コンテンツも、マーケティング課がアップデートする。 

研究課では多様な水文・気象分野の局内・局外（委託・役務等）の研究や、コンサルティング

業務の実施支援を行う。 

 

2. 一般配布資料 

一般に配布するパンフレットや小冊子資料等は、経費の関係等で必要な場合以外には印刷して

いない。情報は、INAM 及び MOTC のウェブサイト、局長・副長官室棟や天気予報部に掲示してい

るバナー等を参照されたい。 

以上 
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面談記録（保守管理総合支援部） 

面談日・時間 2014 年 7 月 9 日 12:30-13:00, 7 月 13 日 9:00-10:00 

場所 国家気象院（INAM）本庁（Maputo）、保守管理総合支援部 

面談相手 Mr. Benjamin Ben Manhiça, Head of Department of Maintenance & General 

Support Department, Meteorologist & Meteorological instrument expert  

JICA / 調査団側 小島京子団員、Mr. Faustino Joaquim Tembe 通訳士 

写真撮影 測器校正・補正室、携行式校正キット、温度・気圧計基準器、湿度計基準

器、補正のため各地より送られた測器、気圧シュミレータ、温度計補正機、

保守管理サービスマニュアル、測器診断記録シート（様式）、工作機、な

ど。 

概  要 

保守管理部長に、同部の役割と職員規模、測器校正の業務について伺った。 

 

1. 保守管理総合サポート部の課と職員 

気象測器課（Meteorological instrument section）に 2 名（meteorologist/maintenance in 

meteorology、及び technician）、電子・電気・空調課に 6 名、木工課に 4 名、溶接課に 3 名の職

員がいる。このほか総合サポート課に清掃人、警備員、建物保守管理などが約 20 名いる。総合サ

ポート課の職員は（部だけでなく）INAM 本庁全部を担当する。 

 

2. 測器校正・補正の業務状況 

1）場所・方法 

測器の校正・補正はマプト本庁の保守管理総合サポート部の気象測器課で行われる。ベイラ

とナンプラの地域事務所でも簡易なメンテナンスは行うが基準器を用いる補正は本庁で行う

か或いは本庁から携行式校正キット（traveling calibration kit）をもって出張で行う。近々

テテに出張を予定している。携行式校正キット（traveling calibration kit）で行う校正・

補正は温度、圧力、湿度の 3 種。 

 

2）修理の頻度が多い測器・修理に要する時間 

本庁に送られてくる測器は温度計と気圧計が多い。多くが部品交換である。又風速計の故障

も多く報告されナンプラ、ペンパ、べイラの風速計は現在故障中である。 

修理完了にかかる時間・期間は部品調達しだいである。部品調達は入札により又すべてが輸

入（ドイツ、フィンランド）のため一定期間を要する。現在本庁にある温度計と気圧計は今年

3 月に送られてきたがまだ部品を待っている。部品種により 6 カ月かかることもある。 

 

3. 基準器・補正機 

国家標準化研究所（INNOQ）の基準器検定を毎年受ける。証明書の有効期間は 1 年である。 

現在、温湿度計と、温度気圧計の基準器がある。携行式校正キット（traveling calibration 

kit）は出張前に本庁の基準器と比較を行い補正した上で持参する。 
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4. 他の補正機器 

気圧シミュレータ―では中に測器を入れて幾つかの圧力をかけて測器の耐久性や健全性の確

認を行うもの。温度校正バスでは測器数値のエラー確認と補正を行う。 

 

5. WMO の測器補正に係る協力の有無 

ナイロビ RIC センターの活動に 1989 年に一度参加したが以来関係はない。（注：面談相手に同

部長は INAM に 30 年以上勤務する） 

以上 
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面談記録（ベイラ空港・航空気象観測所） 

面談日・時間 2014 年 7 月 11 日 8:40-10:40 

場所 ベイラ空港内、INAM 航空気象観測室、及び観測露場 

面談相手 Mr. Mussa Mustafa, Head of Department of Professional Training & 

Institutional Development, Focal Point of JICA Technical Cooperation 

Project（マプトより同行）、Ms. Amelia Vaucho, Meteorology Technician, 

Beira Airport Aviation-Met Office, Ms. Rosita A. Fernando, 

Meteorology Technician, Beria Airport Aviation-Met Office 

JICA / 調査団側 小島京子団員、Mr. Faustino Joaquim Tembe 通訳士 

収集資料 観測記録シート様式（Folha de Registro das Obaservaçòes） 

写真撮影 観測記録、METAR データ、MESSIR-NET、フライトレコーダー記載画面、航

空気象自動観測機（故障中）、デジタル風速計（測定表示器）、ビデオ送信

セット、空港内露場測器（雨量計、温度計、湿度計、日照計、土壌温度計） 

概  要 

ベイラ空港内航空気象業務を視察し、アウトプットと、空港内・露場の測器を視察した。 

 

1. 航空気象に係る計画 

ベイラ航空気象センターは通称「地域センター（Regional Center）」と呼ばれマプトともに周

辺観測所の技術サポート拠点である。航空気象は観測データがマプトに集約されるが、技術士は

多くの場合マプトから派遣されるため遠方地の品質管理が手薄になりやすく効率的でない。サポ

ートにコストもかかる。現在、全国を北部（ナンプラ）・中央（ベイラ）・南部（マプト）の 3 地

域に分け各地にゾーン別気象観測センター（Zone Meteorological Centre） を置く計画がある。 

 

2. ベイラ航空気象ステーションの主な業務 

航空気象業務は国際民用航空機関（ICAO）が定める基準（ANNEX 3）を遵守し行われる。ここ

での観測データは飛行計画や空港天気情報に用いられる。空港内の航空気象観測室には技術士が

シフト交代（シフト）し常時 2 名が勤務する。運営管理スタッフ（別室）含め 10 名が従事してい

る。 

平常時業務は、毎時空港内の露場の測器（雨量計、温度計、湿度計、日照計等）の数値・記録

紙（雨量計）を確認、観測室でデータをローカルタイム観測記録シートに記載する（マニュアル）。 

続いて METAR レポートを空港内・管制塔へ送る。管制塔はこれに基づきパイロットに情報を送る。

次に UTC （協定世界時, 0000, 0300, 0600, 0900, 1200, 1500, 1800, 2100） ベースの記録を

作成する。こうした作業は 1 時間ごとに行われる。空港データは全てマプト空港に共有される。 

UTC によるデータ録は 1 ヵ月分がマプト（本庁）へ送られ Clicom に入力される。 

 

3. 情報・データの送信 

管制塔への情報送信は LAN Line による。何らかの理由で LAN 通信ができない場合は室内に設

置したビデオで撮影し管制塔のモニターに映像を映す。ビデオ送信もできない場合は電話による

連絡となる。Flight Folder の提供が航空会社よりリクエストされた場合は、印刷したハードコ
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ピーを提供する（航空会社が取りに来る）。 

 

4. 観測方法。故障中の機器 

観測データは空港内の露場観測所からマニュアルで収集している。（自動観測機が故障のため） 

2000 年頃スペイン製 TELEVANT の自動航空観測システム（AWS for Aeronautical observation） 

を各空港に計 6 台設置し毎分の自動観測と管制塔への自動データ送信が可能であった。ベイラで

は幾度かの修理を経て利用していたが 1 年以上前に稼働しなくなり、現在はマニュアル、アナロ

グでのデータ収集となった。マプト空港の同種機械も故障中である。 

数年前に航空会社から風速計が提供されたが（滑走路の両端 2 カ所に風速計、観測室内にデー

タ表示器）故障し使われていない。 

 

5. 機材の保守管理 

前述の地域センターの設置は、機材保守管理の問題解決に繋がる。又より重要な支出費目への

措置など財源マネージメントは大きな課題である。 

以上 
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面談記録（ベイラ・レーダー観測所） 

面談日・時間 2014 年 7 月 11 日 11:00-12:30 

場所 ベイラ・レーダー観測所（空港より車で約 15 分） 

面談相手 Mr. Mussa Mustaffa, Head of Department of Professional Training & 

Institutional Development, Focal Point of JICA’s Technical Cooperation 

Project（マプトより同行）、 Mr. Atumane Mussspekes, Professional 

Technician, Beira Radar Station, Mr. Gimo Autoria Apesi, Technician, 

Beira Radar Station, Mr.Virgilin Espanol, Meteorology Technician, Beira 

Radar Station 

JICA / 調査団側 小島京子団員、Mr. Faustino Joaquim Tembe 通訳士 

写真撮影 レーダー観測所・運営管理部室内、レーダー塔、コントロールユニット、UPS、

ディスドロメーター等 

概  要 

ベイラのレーダー観測システムを視察し、ムスタファ氏及び技術士より状況を伺った。 

 

1. 背景 

2 つのレーダーシステムのうちベイラはスペイン政府の支援、シャイシャイはフィンランド政

府の支援により 2004 年～2005 年に設置された。シャイシャイ・レーダー観測は、設置後は長く

順調に稼働していたが、ベイラのレーダーシステムは設置当初から常に問題があった。 

 

2. Beira（ベイラ）レーダーシステムの修理状況 

レーダー塔の建屋の修理は終了したが UPS の不具合が続いている。機器メーカーGermatronik

社員が調査して、原因は部品（wave gauge）の故障とアンテナの砂塵による故障と判断された。

加えて停電による電力欠如もある。主にこれら 3 原因により稼働できない状況である。部品調達・

アンテナ修理等は 10 月頃迄に解決を目指しており手続き中である。 

 

3. Beira（ベイラ）観測所のスタッフ 

レーダーシステム管理は 2 名の技士（エンジニア）が交代で勤務。現在は稼働していないため

朝から夕方迄の勤務である。データはマプトの本庁に自動送信されるしくみだが未稼働のため実

績はない。観測所には運営管理室がありアドミニ職員が 5～6 名勤務している。 

 

4. Xai Xai（シャイシャイ）のレーダーシステム 

シャイシャイの修理は完了したが契約中の通信プロバイダー（TDM:モザンビーク・テレコム）

の通信速度が十分でないため修理後の（本庁への）データ通信の実績はまだない。新しいプロバ

イダー（Movitel）との契約を計画しており、契約後に通信開始が見込まれる。Movitel と契約後

も TDM との契約は継続する（データバックアップ等で用いる）。 

 

5. レーダー観測機の補正・校正を目的とした機器の設置 

レーダー観測データとの比較校正およびデータ精度の向上を目的としてシャイシャイに 1 台、
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ベイラに 1 台、ガザ州内に 2 台、計 4 台の雨量計（ディスドロメーター）を最近設置した。 

 

6. WB 事業 

早期警報体制（EWS）の構築を支援する WB 事業では、レーダー観測結果がプロジェクト成果指

標となっているので、レーダー観測を順調に稼働させなければ事業は失敗する。このため 2 カ所

のレーダーを早期に稼働させて活用する必要がある。 

以上 
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面談記録（マプト空港） 

面談日・時間 2014 年 7 月 15 日 11:00-12:00 

場所 マプト空港内、航空気象室、観測露場 

面談相手 Mr. Joaquín R. Whapambo, Chief of Instrument Management at Airport, 

Department of Maintenance & General Support, INAM  

Ms.Augusta Whaio, Observer at Maputo Airport, INAM 

Mr. José Passe, Observer at Maputo Airport, INAM 

JICA / 調査団側 小島京子団員、Mr. Faustino Joaquim Tembe 通訳士 

写真撮影 端末作業、観測記録（様式）、気圧計、温湿度計、雨量計、雲高計（シー

ロメータ）、視程計（ビジビリティセンサー） 

概  要 

マプト空港の INAM 航空気象室の業務と測器について視察し、聴き取りを行った。 

 

1. 測器視察（空港内・観測露場） 

滑走路そば観測ステーションにある計器は：気圧計、温湿度計、雨量計、雲高計、視程計があ

り、リアルタイム（1 分）、2 分、10 分刻みのデータを航空気象室の端末へ自動送信する。航空気

象自動観測装置（AWOS）はモデム交換が必要で故障中である。マプト空港の面積を考慮すれば多

くの雲高計が必要と思われるが、現在は一つのみである。関連して高層気象観測の環境・設備が

INAM にないことが大きな課題である。航空気象室には 1 台のアナログ・気圧計がある。 

 

2. 航空気象室スタッフ 

マプト空港には技術士、予報士、アドミニを含め 9 名の INAM 職員が勤務している。航空気象

室には常時 1~2 名がシフトで勤務する。シフトは本庁と同じで 3 つ、6:00-13:00, 13:00-20:00, 

20:00-6:00 である。 

 

3. 業務 

業務内容はベイラと基本同じで航空気象業務は国際民用航空機関（ICAO）が定める基準を遵守

し行われる。大きく異なる点は、自動の測器がありデジタルデータをモニターで確認する点、全

国の空港からのデータがマプトに集められここで METAR データ、フライトレコーダの作成処理を

行うこと等。 

平常時業務は空港内の露場から自動送信される測器のデータ数値をモニターで確認し（1 分、2

分、10 分データ）・ローカルタイム観測記録シートに記載する（マニュアル）。続いて METAR レポ

ートを作成して空港内・管制塔へ送る。管制塔はこれに基づきパイロットに情報を送る。又ベイ

ラ同様に UTC（協定世界時, 00, 03, 06, 09, 12, 15, 18, 21）ベースの記録を作成する。UTC

によるデータ録は 10 日に一度マプト（本庁）へ送られ CLICOM に入力される。 

以上 
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面談記録 

面談日・時間 2014 年 7 月 11 日 19:00-21:00 

場所 ベイラ（Vip Hotel / 滞在ホテル） 

面談相手 Mr. Mussa Mustaffa, Head of Department of Professional Training & 

Institutional Development of INAM, Focal Point of JICA’s Technical 

Cooperation Project 

JICA / 調査団側 小島京子団員、Mr. Faustino Joaquim Tembe 通訳士 

概  要 

ムスタファ氏に、技術訓練組織開発部の業務について、INAM の予報業務の課題、本件技プロに

係る意見、啓発活動の実績、等を伺った。 

 

1. 技術訓練・組織開発部の責務 

同部は INAM の気象専門官や技術士等の訓練ニーズを分析し訓練計画を策定するほか、組織戦

略や計画を策定する。研修計画策定では、全部署の状況すなわち部署のニーズ、職員の水準、訓

練ニーズの特定が重要である。WB 事業（Transforming Hydro-Met Information Service）に関連

する訓練部分にもコミットする予定である。具体的な計画策定は今後行う。 

 

2. INAM の課題 

現在 INAM がもつ観測データをプロダクトに繋げる技術、人材が不足している。例えば INAM は

一般気象情報を 1 日 2 回しか発表しておらず、気象プロダクトの種類は非常に限られている。マ

ーケティングやコストリカバリの観点からユーザー・消費者のニーズに応える多様なプロダクト

を作成し税収を高める必要がある。一例として、観光産業を対象とする気象サービスがあり、観

光地における観光アクティビティに有用な気象情報を提供する、など。 

 

3. 本技プロにおける予報業務技術の向上 

技プロでは予報業務の改善が目指し、デザインは要請内容から変更があると聞いたがデザイン

詳細（技術の対象、活動内容）を存じ上げていない。プロジェクト案の理解を得られれば INAM

側人材のアサイン計画など投入計画を具体的に検討することができるので、予報業務では新規モ

デルの利用を予定しているか等も含め JICA 協力プロジェクトの内容を詳しく伺いたい。 

 

4. INAM が行う啓発活動 

年間 20~30 の小学校～大学の生徒・学生が INAM を訪問して気象と INAM 業務の紹介やブリーフ

ィングを受けている。世界気象の日には INAM が学校・大学を訪問して出前講義を行う。これらす

べて気象と INAM 業務に限られた内容である。 

防災に係る活動は行っていない。ただし警告や警報の発出時には助言を併せて発表している。 

 

以上 
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面談記録（運営管理財務部） 

面談日・時間 2014年 7月 10日 8 :40-10:40、7月 14日 10:00-10:20、7月 17日 13:30-14:00 

場所 国家気象院（INAM）本庁（Maputo）、運営管理・財務部 

面談相手 Mr. Anastacia Maulique, Public Technical Administrator, Department of 

Administration & FInance, INAM （Meteorologist）  

JICA / 調査団側 小島京子団員、Mr. Faustino Joaquim Tembe 通訳士 

収集資料 マプト本庁の財務情報（聞取り）、全 10 州事務所の財務情報（シート） 

概  要 

財務課の経理担当に、INAM の財務情報を聴き取りした。 

 

1. INAM の財政情報 

過去 5 年予算額は増額傾向であるが職員数・人件厚生費等の支出増による（下表、2014 年度予

算額は約 2 億円）。本庁以外の各州事務所は（分権化政策により）運輸通信省の地域管理課を通じ

各州へ予算措置される。本庁ではこのデータを有しておらず省より取り寄せる必要がある。 

 

2. 物品・サービス税収入（Goods & Service） 

「物品・サービス税収入」には政府交付金と独自収入の両方が含まれる。「独自収入」には航

空気象サービス税、プロダクト税、サービス税、駐車場賃貸料等がある。今年度第Ⅰ四半期（1

～3 月）の航空気象サービス税の税収額は 4,482,401.52 万 MZN （四半期ごと収入）、プロダクト

税及びサービス税は 864,325MZN となっている。 

 

3. 「その他費目」（Others） 

「その他費目」には、WMO 税、燃料費等が含まれる。 

 

【その他】 

2014 年度地方 10 州の予算情報を 7 月 17 日迄に省より収集し、提供していただける約束を取

り付けた。 

以上 
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面談記録（視察） 

面談日・時間 2014 年 7 月 16 日 9:00-9:40 

場所 国家気象院（INAM）本庁（Maputo）、専門訓練組織開発部 

面談相手 Mr. Mussa Mustaffa, Head of Department of Professional Training & 

Institutional Development of INAM, Focal Point of JICA’s Technical 

Cooperation Project 

JICA / 調査団側 小島京子団員、Mr. Faustino Joaquim Tembe 通訳士 

写真撮影 研修等、教室、ドミトリー、図書館 

概  要 

1. 専門訓練組織開発部の業務概要 

部の職員規模は教育課（1～3 人）、技術課（3 人）・図書館（3 人）、厚生課（清掃 2 人、調理師

4 人）である。主な業務は、新入庁職員への初年度研修の企画・実施、気象専門職へのリフレッ

シュ研修の企画実施、組織戦略の策定支援などがある。厚生担当職員は寮生活を行う新入庁研修

生の生活・食事の世話を行う。 

 

2. 新入局 INAM 職員への局内研修 

初年度研修は 1 年間で気象の基礎、業務の基礎を学習する。本部の研修棟で実施される。教室

は全部で 6 つ。 

研修講師は、カリキュラムごとに INAM 庁内に募集をかけ選定するか、大学から招く場合もあ

る。全域から研修生が集まり、地方事務所配置・居住の入局者は本部のドミトリーにて生活を送

りながら研修を受ける。現在は 44 名が生活している。 

 

3. 研修サービス（独自収入活動） 

研修棟の教室を利用して、一般市民向け英語クラスの提供を行うほか、旧 IT 教室はパソコン

教室に貸出している。 

 

以上 
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C. 他の組織（DNA、INGC、INNOQ、世銀 WB） 

 

面談記録（DNA） 

面談日・時間 2014 年 7 月 13 日 14:10-17:00 

場所 国家水利総局（DNA）（Maputo） 

面談相手 Mr. Luis Manuel de Almeida Almeida, Project Coordinator, National 

Water Resources Development Programme 1 （PNDRH） 1, Mr. José A. 

Malauçi, Water resource manager, Department of Water Resources, 

Component Coordinator of Component A of Hydro-Met Service Project, 

Mr. Isac Filimoe, Data Manager, Department of Water Resources, Mr. 

Raulu Mbenizhale, Professional Technician for public services, 

Department of Water Resources, Mr. Ahostinho Vilancus, Water resource 

manager, Department of Water Resources 

JICA / 調査団側 築添恵 JICA 所員、Azarias Stelio Massuque JICA 所員、小島京子団員、 

Mr. Faustino Joaquim Tembe 通訳士 

概  要 

DNA の責務や扱う主な水文データの概要や作成プロダクト、DNA が実施監理ユニットヘッドと

財務監理を担う世銀-北欧開発基金共同出資の事業について聴き取りを行った。 

 

1. DNA の責務と ARAs の役割 

国家水利総局は公共事業住宅省に属する水源資源管理（河川管理を含む）を主幹業務とする組

織。15 年前の分権化政策により全域に 5 つある地域水利庁（ARAs;）に水利関連観測とデータ収

集等の業務・財源が委譲されている。 

DNA は分権化以降、水利（主に上水と河川管理）に関する政策策定・実施監督、ARAs 水文デー

タの収集・データベース構築および他組織へのプロダクト提供等を担う。ARAs は ARA Sul, ARA 

Centro, ARA Zambeze, ARA Centro Norte, ARA Norte の 5 地域に分かれ各地（首都或いは大都市）

に本部を置きかつ流域管理事務所（Basin Management Office）を各地に有して、ARAs が設置す

る観測ステーション・地点の水利データ観測・収集を行う。観測・データ収集は年間に一定では

なく雨季や洪水頻発期 3 に対応し 11 月上旬～4 月下旬に集中して行われる。 

 

2. ARA と DNA 間の観測データ収集・交換、INAM への提供 

各地域 ARAs の本部には流域管理事務所から記録された観測データが集められ、一定の様式に

まとめられて DNA に提出され、DNA にてデータベースがアップデートされる。ソフトウェアは

HYDSTRA を用いる。HYDSTRA は南アフリカ共同体（SADC）に所属する全公的水文組織が用いるもの

で、これにより SADC 水文組織間のデータ交換の利便性・互換性・円滑化を確保している。モザン

ビークは国際河川が占めるため隣国とのデータ交換が必須。 

INAM には、DNA 本庁に取り纏められたデータベースデータを一定様式に記録し、電子ファイル

（Email）及びハードコピーで月一回の頻度で提出する。 

                                                        
3 モザンビークの雨季は 10 月～3 月末頃。 
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3. 水文気象データのネットワークに係る課題 

DNA の水文データ即ち ARAｓの観測データ、或いは INAM の水利・河川管理に資するデータを、

双方間で定期的に交換できる状況（水文・気象データネットワーク）が広がることが期待されて

いる。課題となるのは、①双方間でパラメータの相違があること、②ARAs の測器の基準が異なる

こと。INAM は WMO 基準を順守すると思われるが、ARAs は異なるスタンダートにより、及びそれ以

前に ARAs は測器校正・補正を定期的に実施していない（既に 1 年以上行われていない）。 

 

4. 水文気象ネットワーク調査 

現在コンサルタントチーム（3 社 JV）による INAM, DNA, ARAs の水文・気象ネットワークの状

況調査（ベースライン調査に相当）が開始され（調査名は National strategic hydrologic network）

来年迄調査が続く予定。 

 

5. DNA の水文データ、プロダクト、データベース・ソフトウェア 

DNA が発表しているプロダクトは（次のとおり）： 

プロダクト種 概要 主要パラメータ ﾄﾞｷｭﾒﾝﾄ型式 頻度 主な受信者 
Regional 
Bulletin 

5 地域 ARA の観
測水文データ記
録 

24 時間雨量 
河川水位 
ダム水入出量 
ダム水位 
画像データ 

電子ファイル 
ハードコピー 

毎月 DNA（データベー
ス） 

National 
Bulletin 

雨季に発表する
水文情報、 ARA
の Regional 
Bulletin の総括 

電子ファイル 
ハードコピー 

毎日 
発表 

MOPH，INAM, 
INGC, 自然災害
管理 NGO（赤十字
など）、国際組
織など、多様。 

International 
Bulletin 

基本的には
National 
Bulletin の英訳 

HYDSTRA 
デジタルデータ 

適宜 SADC 含む他国の
水文組織 

 

6. DNA で有用な INAM の観測データと、共通プラットフォーム 

現在 INAM からは毎日の天気情報（Daily forecast）及び年 1 回雨季天気情報（Seasonal forecast） 

を得ている。雨季に降水量データが得られれば、河川管理（洪水予測含む）に有用となる。デー

タの密度（Density）に関しては、INAM は観測所を 10 カ所程度しか有さないので、期待する点で

はない。河川管理では上流データが重要情報となり、下流データは比較補正のために有用となる。

データ交換の頻度は収集方法により異なる。 

INAM や INGC と共有するデジタル・プラットフォームはない。 

 

7. 世界・他国の水文データ・モデル等 

米国 NOAA の GoSFM （Geospatial stream flow model）、デンマークの MIKE-11 Flood wash model 

を利用。NOAA の衛星データも利用する。 

 

8. 世銀事業を運営管理する PAMT、Hydro-Met Service の実施体制 

現在、世銀の水文気象・防災関連の 4 事業が進行中で（NWDP, Hydro-Met, Lidar project, 

Emergency）すべての実施運営管理や調整を担う Project Administration & Monitoring Team 
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（PAMT）が設置されている。DNA は PAMT の運営を担い現在スタッフはコーディネータ（Mr. 

Almeida）、専門家 3 名（2 名追加雇用予定）、サポートスタッフ（1 名追加雇用予定）DNA 職員が

プロジェクトコーディネーターにアサインされている。 

PAMT は DNA が運営し財務のすべても DNA が担う。技術面の調整は INAM が担う。（下図参照）PAMT

の DNA 及び INAM の Project Coordinator は副長官レベルが（INAM では Mr.Anacleto）、Component 

Coordinator は副長官を補佐する職員が、Activity Focal Point は組織各部の部長職がアサイン

されている。又各 ARA に活動コーディネータがアサインされており事業活動をファシリテートす

る役割を担う。 

 

図 プロジェクト実施体制 

出所：WB 2013 年 4 月 Project Appraisal Report 

 

9. 世銀事業の調達スケジュール 

調達は、関心表明提出公示から契約まで複数のステップがあり、機材、小規模工事、役務コン

サルタント契約は比較的短期に進められるが、企業との業務実施契約の場合は長い期間を要する。

調達工程は；①関心表明公示（2 週間）、②関心表明提出会社の選定評価およびショートリスト作

成（1～2 週間）、③WB と NDF のショートリスト承認（1～2 週間）、④入札公示（RFP）（国際入札

なら 6 週間、国内入札なら 28 日間）、⑤技術評価（1～2 週間）、⑥技術評価結果の WB, NDF 承認

（1～2 週間）、⑦提案額開封式伝達（10 日以上前）、⑧第 1 位選定社との契約交渉（約 1 ヵ月）、

⑨WB, NDF 承認（1～2 週間）、⑩Administrative Tribune（Court）承認（数か月）。プロジェクト

初年度は複数の調達作業を進めることが大きな活動となる。 

 

以上 
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面談記録（INGC） 

面談日・時間 2014 年 7 月 15 日 9:00-10:30 

場所 マプト、国家災害管理院（INGC）会議、緊急時オペレーション室 

面談相手 Mr. Albirio Banze, Technician on disaster information management, 

CENOE of  INGC, Mr. Xavier Gulele, Technician on disaster information 

collection, CENOE of INGC,  Mr. Florencio Herminio Nhantumbo, 

Technician on Risk management communication, CENOE of INGC 

JICA / 調査団側 小島京子団員、Mr. Faustino Joaquim Tembe 通訳士 

収集資料 Establecimento e Funcionamento do Centro Nacional Operative de 

Emergència（CENOE）（2006）（国家緊急対応センターCENOE の設置と責

務）、Plano de Contingència para a Época Chuvosa e de Ciclones 2013 

2014（2013）（雨季とサイクロンシーズンの緊急対応計画）、 Plano 

Director para Prevençao e Mitigaço das Calamidades Naturais （2006） 

（自然災害防災減災指針）、災害統計 2002-2012 

写真撮影 緊急時オペレーション室 

概  要 

1. INAM-DNA- ARAs-INGC 間で交換する水文・気象データ 

INAM から定期的に収集するのは 24 時間ごと降雨量、最高・最低気温、風の強度の 3 種。風に

ついては風向と風速が現在得られていない。データ交換方法は 電子ファイルの Email 提出、FAX, 

SMS。3 者が共通して用いるソフトウェアはない。 

 

地域水利庁 

（ARAs / MOPH） 

国家災害管理局（INGC） 

データ収集・データベース入力、災害統計整備 

水文気象データの提供 

 

公共事業住宅省 

国家水利総局 

（DNA / MOPH） 

運輸通信省・国家気象局 

（INAM / MOTC） 

データ種類/パラメータ 

定期： 

各地域（全 5 地域）の水文デー

タ（流域事務所を通じた 24 時間

降水量, 河川水位, ダム水入出

量, ダム水位） 

月 1 回： 

最高最低気温、風向、雲の様子、

天気概況など｡(INAM 定型様式) 

定期： 

水文データ（24 時間雨量, 

河川水位, ダム水入出量 , 

ダム水 

毎日： 

24 時間降水量、最低最高気温、風強度 

警報・緊急時： 

サイクロン、暴風等 

緊急時： 

各 ARA からの雨量, 河川水位,  

ダム水入出量, ダム水位情報 

（DNA の許可のもとで行う） 
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2. INAM から今後得たい気象データ、及び課題 

風向、風速、より短期の降水量データ、短時間予報、台風、暴風情報など。 

リスクアセスメントと緊急時のより質の高い対応のためには、より精度の高い、場所・時間・

パラメータごとのデータが必要と思われる。 

 

3. INGC, CENOE の役割・業務 

国家災害管理院（INGC）は災害リスクのモニタリング、これに係る情報の収集、統計化を行う

ほか、常設の緊急対応部隊であり、かつマルチセクターボードである国家緊急対応センター（CENOE）

を設置して、3 交代シフト勤務で 24 時間体制を敷き緊急時に備える。 

オペレーションルームには、世界の災害リスク監視サイト（サイクロン、地震、津波など）に

アクセスしモニターするとともに、世界で発生する災害について緊急通報を FAX 等で受信して状

況を把握するとともにモザンビークへの影響に備える。リスクレベルは 3 レベル（低/緑・中/黄・

高/赤）が設けられている。緑は通常時、黄色及び赤は特別なデータ共有が必要とされる緊急時と

なる。 

CENOE には気象及び海洋気象の専門家もメンバーに在籍している。サイクロン監視は INAM と情

報交換しながら地域自治体への通報を行う。 

 

4. 緊急対応時の動き 

甚大な災害が発生した緊急・早期警報時には、CENOE が南アフリカ開発共同体（SADC）へいち

早く連絡しかつ SADC の気象データを収集し、シナリオを分析して対応を検討する。 

又 CENOE は、災害発生状況、影響を受けた/る人口規模、必要な対応と実施方法・手順につい

て、自治体と密に連絡をとりつつ活動する。 

 

5. 防災基本法 

2014 年 3 月に閣議承認され、6 月に大統領署名がされ、発効されている。これまでは DNA や INAM

の両者は防災を責務としないという理解であったが、防災法において防災における役割の重要性

が言及示されていたはずであり（内容の確認が必要）、今後その理解が高まると期待している。 

 

6. 防災 10 ヵ年計画 

INGC の防災 10 ヵ年計画が承認された。自治体は個別の防災計画を策定する義務はないが、同

10 年計画に基づいた対応を行うことが義務となっている。 

 

7. INGC，CENOE の課題 

INAM等からデータを受領した際に CENEOスタッフがそれをどう分析しどうレスポンスに活用す

るのか知見・能力強化の研修・訓練が必要である。又、緊急対応に係る機材のアップグレードも

課題である。 

 

以上 
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面談記録（INNOQ） 

面談日・時間 2014 年 7 月 16 日 14:30-16:00 

場所 マプト、国家標準化研究所（INNOQ）会議室、校正ラボラトリー 

面談相手 Mr. Alfred Filipe Sitoe, Director, Mr. David Magala, Metrology 

Technician, Metrology Department, Mr. Hilabio Maehavele, Metrology 

Technician, Metrology Department, Mr. Luis Alberto Mulilang, 

Metrology Technician, Metrology Department 

JICA / 調査団側 小島京子団員、Mr. Faustino Joaquim Tembe 通訳士 

収集資料 Decreto lei 2 – 2010（31 de Dezembro 2010）PARTE I & II 

（計量法、附属・法定計量料金一覧） 

概  要 

1. INNOQ の責務 

INNOQ は 1993 年に創設された法定測量を担う組織。2010 年 12 月発効の計量法を根拠として

INOOQ が基準器検定組織として定められている。主幹業務は、①品質管理・標準化、②計量を通

じた通商・経済発展への寄与、③基準器検定を通じた計量の標準化、である。2014 年現在 638 の

基準があり過去 5 年で大幅に増加した。計量対象となるのは、INAM 等公的サービスの測量基準の

ほか、食品、建設、器具、環境、マネージメント（ISO 等）など多数の分野。 

 

2. 地方における基準器校正 

地方分権化によって校正業務も分権化の方針にある。INNOQ は各州の商工会議所事務所を拠点

にして全域に支所・人員を有する。近い将来にはナンプラに事務所を構える予定である。 

 

3. モザンビーク国の基準器検定、国際標準トレーサビリティの確保 

INNOQ の計量は国家標準であり、モザンビーク国内の校正とトレーサビリティを確保する使命

をもつ。又ある産業組織がモザンビーク国に調達する測器が国外・国際組織の校正を受けていた

としても、例えば INAM が WMO の測器関係組織の校正を受けたとしても、一旦国内に測器が入れば

INNOQ にて基準器を検定しなければ国の認定を得ることはできず、国内では INNOQ の認定を取る

ことが求められる。 

INNOQ の基準器の、国際基準器・標準のトレーサビリティ確保は、Metrology Institute of South 

Africa（NMISA, 南アフリカ計量研究所）を通じ、国際度量衡局（Bureau International de Pois 

de Measurement, BIPM）に保管された基準器による。 

校正を行うことと、基準器検定を受けることは、異なることである点に注意されたい。 

 

4. INAM、DNA（ARAs）の基準器検定 

INAM については気温、気圧、湿度に係る測量基準器の検定を実施。（INAM にある基準器） 

DNA（ARAs）については、雨量、気圧、河川水量に係る測器の検定を実施している。 

 

5. 法定測量の料金 

法定測量は有料であり、計量法の附則で種別の価格が定められている。（附則を参照） 

以上 

http://www.bipm.fr/
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面談記録（世銀） 

面談日・時間 2014 年 7 月 17 日  16:00-16:40 

場所 マプト、世銀（WB）会議室 

面談相手 Mr. Roberto White, Senior Disaster Management Specialist  

JICA / 調査団側 小島京子団員、Mr. Faustino Joaquim Tembe 通訳士 

収集資料 （現地

調査後に受領） 

DNA を対象とする Enhancing Spatial Data for Flood Risk Management 

Project（ライダーサーベイ関連）のプロジェクトペーパー 

概  要 

WB の防災担当の方に、モザンビークへの防災支援等につき、意見を伺った。 

 

1. 防災法 

モザンビーク国初の防災法が、2014 年 3 月閣議で承認・採択され成立、6 月の大統領署名

をもち発効された。防災に係る指針が示され、INGC の機能も明記された。 

これまで INGC や DNA はおのおのは防災を責務としないとしてきたが、防災における両者の

役割も同法により変化が生まれる可能性がある。 

 

2. WB の防災における今後の取組 

モザンビークでは INGC を C/P として防災マネージメントの強化に協力している。 

防災法を根拠とし、INGC の人材・能力の整備を支援していく。現在 INGC の働きは人道支

援と復旧に偏っているが、今後は緊急対応（レスポンス）に係る部分を強化する必要がある。

レスポンスは、複数省庁が内閣と協議して対応を特定していく作業が重要となる。 

 

3. 防災分野のドナー協調 

ドナー協調活動はあまり明確ではない。JICA との情報交換はこれまで多くなかったが今後

共通 C/P 事業での情報共有ができればよい。 

 

4. ライダーサーベイ 

現在 WB は DNA を C/P とした Enhancing Spatial data for Flood Risk Management Project

を進めており活動にライダーシステムを用いた空間情報調査が含まれる。Hydro-Met プロジ

ェクトの Lider survey に係る機材調達については知らなかった。別支援である上プロジェク

トの一部を（そちらの財源を使えるよう）分割したのかもしれない。 

 

5. JICA の DNA 支援プロジェクト 

JICA が DNA を C/P とする技術支援を行う予定であることは知らなかった。是非情報をいた

だきたい。当方からも（No.4 に言及の）DNA が実施機関である支援事業のプロジェクトドキ

ュメントを共有させていだく。 

以上 
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資料 3 主要参考資料一覧 

 

[ 日本政府・JICA 資料 ] 

外務省「対モザンビーク国別援助方針」（2013 年 3 月） 

外務省「国別援助方針・別紙、事業展開計画）」（2013 年 9 月） 

外務省「国別データブック [46]モザンビーク」（2014年5月時掲載） 

外務省 「TICAD V 第5 回・横浜行動計画」（2013年5月） 

JICA「課題別事業成果」（防災分野における事業成果）（2012 年 6 月版） 

JICA「JICA の防災協力」（2010 年 3 月） 

 

 [ JICA 関連・類似案件情報 ] 

JICA 地球環境部「モザンビーク国防災セクターに係る情報収集・確認調査報告書」（2013 年 8

月） 

JICA ノレッジサイト「モザンビーク国気候変動に伴う沿岸域のリスク軽減（専門家派遣）」（2014

年 4 月掲載） 

JICA 地球環境部「モンゴル国気象予測及びデータ解析のための人材育成プロジェクト（2005

年 2 月～2008 年 3 月）事後評価結果報告」 

JICA 地球環境部「モーリシャス国気象観測及び予警報能力向上プロジェクト詳細計画策定調査

報告書（案）」（2014 年 3 月） 

JICA・（財法）日本気象協会・（株）国際気象コンサルタント「バングラデシュ国気象観測・予

測能力向上プロジェクト：業務完了報告書」（2014 年 1 月） 

 

[ モザンビーク政府資料 ] 

 本案件要請書 

The Government of the Republic of Mozambique, 9 of August, 2013, Application form for 

Japan’s Technical Cooperation:Project for the Enhancement of the capacity to manage 

Radar and Upper air observation system 

 

 気象技術開発 

Ministry of Transport and Communication, Stategica Plan for the Development of 

Meteorology 2013-2016 

INAM Web Site;  http://www.inam.gov.mz/ 

 

 貧困削減政策、防災政策 

The Republic of Mozambique, Approved at the 15th Regular session of the Council of 

Ministers, May, 2011, Poverty Reducation Action Plan（PARP）2011-201 

Republic of Mozambique, October 1999, National Policy on Disaster Management 

Ministry for Co-ordination of Environmental Affairs（MICOA）, Approved by the Council 

of Ministers at its 32nd Session, December 4, 2007, National Programme for Adaptation 

Action（NAPA） 
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The Council of Ministers, 2006, Master plan of natural disaster management （Plano 

Director para Prevençâo e Mitigaçâo das Calamidades naturas） 

República de Moçambique Conselho de Ministros, Octubro de 2006, Establecimento e 

Funcionamento do Centro Nacional Oprativo de Emergência（CENOE）（CENOEの設立責務） 

INGC, May 2009, Study on the impract of climate change on disaster risk in Mozambique:  

Synthesis Report 

 

 観測・予報関連資料 

Resumo Das Observaçôes Meteorologicas（航空気象観測データ日報告シート） 

Floha De Registo Das Observaçôes  

Rede de Estacoes Meteorologicas Automaticas, Maputo, Departamento de Manutençâo e Apoio 

Geral, 18 de Dezembro 2013（自動観測装置一覧） 

Mapa De Apuramento Mensal（観測データ月報シート） 

Registo De Leituras Directas（DNAから提出される日次記録シート） 

Resumo Mensual Das Obaservaçôes Meteorológicas（DNAから提出される月報シート） 

 

 法律・規則 

Boletin da República 3º supplemento, Sexta-feria, 24 de Dezembro de 2010（気象データ・

サービス税に係る規定） 

Boletin da República 3º supplemento, Sexta-feria, 24 de Dezembro de 2010（航空気象サ

ービス税等の規定）Decreto lei 2 – 2010（31 de Dezembro 2010）Establece as disposiçôes 

que regem a actividade de metrologia no paîs（計量法） 

 

◆ INAM 関係組織情報 

INNOQ（国家標準化品質研究所） ウェブサイト http://www.innoq.gov.mz/ 

 

[ 統計資料 ] 

Mozambique National Institute of Statistics, Web site:  http://www.ine.gov.mz/ 

Ministry of Environment & Sustainable Development, Mauritius Environment Outlook Report 

2011 

Statistics Mauritius, Jan.2014, Population and Vital Statistics Jan-June 2013 

INGC, Impacto das Calamidades 2002-2012（database） 

WMO World Weather Information Services 

EM-DAT: The OFDA/CRED International Disaster Database（Aug-28-2014. Data version: v12.07） 

 

 [ 国際機関・開発パートナー資料等 ] 

World Meteorologicla Organization（WMO）’s website: 

http://www.wmo.int/pages/index_en.html 

WMO, Information Systems（WIS）, 2012 

WB, April 2013, Project Appraisal Document（final）, WB, May 2015, Procurement Plan of 

http://www.ine.gov.mz/
http://www.wmo.int/pages/index_en.html
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Transforming Hydro-Met Information Service 

WB, May 2014, Procurement Plan of Hydro-Met Information Service 

WB, Programmatic Support to Disaster Risk Management （Phase I） Project 

WB, March 2011, Environmental and Social management Plan （ESMP） Programmatic Support 

to Disaster Risk Management – Phase I, Mozambique, WB, Revised Procurement Plan June, 

2013, Programmatic Support to Disaster Risk Management in Mozambique – Phase I, GFDRR 

Track II （79156） 

NDF, May 2013, Grant Agreeemnt – Climate Resilience: Transforming Hydro-Meteorological 

Services in Mozambique between The Republic of Mozambique and Nordic Development Fund 

South African Development Community （SADC） http://www.sadc.int/ 

GDFRR モザンビークデータサイト http://sdwebx.worldbank.org/climateportalb/ 

Global Environment Facility （GEF）’s website - http://www.thegef.org/gef/ 

International Development Agency （IDA） http://www.worldbank.org/ida/ 

Programme Aid Partners （PAPs） http://www.pap.org.mz/ 

http://www.sadc.int/
http://sdwebx.worldbank.org/climateportalb/
http://www.thegef.org/gef/
http://www.worldbank.org/ida/
http://www.pap.org.mz/
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